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１．設置の趣旨及び必要性 

（１）社会的背景 

急激に変化し複雑な課題を抱える現代社会において、大学、とりわけ社会の発展を牽引する人材

育成を中心的に担う大学院の果たすべき役割は従来にも増して大きくなっている。第 5 期科学技術

基本計画においては、我が国が目指すべき未来社会の姿として「Society 5.0」が提唱され、その基盤

となる科学技術イノベーションを支える人材力を強化する上で大学院教育が大きな役割を果たすべ

きことが述べられている。2018 年 11 月にとりまとめられた中央教育審議会答申「2040 年に向けた

高等教育のグランドデザイン（答申）」（以下「2018 年答申」という。）では、「今後、我が国に求め

られる社会を牽引する高度な人材の育成に大学院が果たす役割の重要性がますます高まることは明

らか」とされ、特に国立大学については「大学院機能の重視」が明確にされている。 

産業界においても大学の人材育成の高度化への期待は高まっている。一般社団法人日本経済団体

連合会が 2018 年 4 月に公表した「高等教育に関するアンケート結果」によると、優先的に推進すべ

き大学等の教育改革として「イノベーションを起こすことができるリーダー人材育成への取り組み」

が最も高いポイントを占めている。また、社会人の学び直しについて、過去 5 年間に大学等へ従業

員を送り出したことがない企業は 60％にのぼるが、「今後も送り出しを考えていない」企業は 15％

に留まり、「企業も大学等への期待を高めていることがうかがえる」とされている。 

大学院に対するこうした社会の期待・要請が高まる一方で、大学院教育の現状については大きな

課題も指摘されている。2019 年 1 月に示された中央教育審議会大学分科会の「2040 年を見据えた大

学院教育のあるべき姿（審議まとめ）」においては、大学院教育の抜本的改革に向けて 2011 年度か

ら開始された博士課程教育リーディングプログラムの成果が評価されつつも、特に博士後期課程に

ついて「大学院のカリキュラムと社会や企業の期待との間にギャップが生じているとの指摘も根強」

く、「大学院教育の体質の改善とも言えるような取組を進めていく必要がある」とされている。そし

てその鍵は、依然として 2005 年 9 月の同審議会答申「新時代の大学院教育」において提示された「大

学院教育の実質化」にあるとされ、学位プログラムとしての大学院教育を確立する必要性が強く求

められている。提言から 10 年以上を経てもなお残された大学院教育を巡る問題を解決し、社会の発

展を牽引する人材養成の中心的存在として大学院がその機能を十全に発揮していくためには、大学

院の教育システムの抜本的見直しが急務である。 

（２）筑波大学大学院が目指す姿と改組再編の必要性 

本学は、建学の理念に基づき、あらゆる面で「開かれた大学」として、従来の観念に捉われない

「柔軟な教育研究組織」と次代の求める「新しい大学の仕組み」を率先して実現するために不断の

改革を進めてきた。また、本学は他に例を見ない幅広い学問分野を擁しており、各々の分野におけ

る専門性を深化させながら、学際的・分野横断的な教育研究を積極的に推進してきた。第 3 期中期

目標期間（2016 年～2021 年）においては、開学以来の強み・特色である「学際性」と「国際性」を

機能強化の両輪として、学生の個性と能力を開花させる教育システムを学位プログラムにより構築

することを教育改革の柱としている。高度化・多様化する社会や学生のニーズに的確に応えていく

ためには、本学が擁する幅広い学問分野の教員が組織の枠を越えて協働し、学位プログラムを展開
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する教育システムの構築が不可欠であり、その実現に向けて、現在の研究科・専攻を全面的に改組

再編し、学校教育法第 100 条ただし書に基づく研究科以外の教育研究上の基本組織を整備すること

が必要である。以下にその考え方を述べる。 

① 本学における大学院改革の経過 

本学は 1973 年の開学当初から新構想の一つとして「大学院の重視」を掲げ、独創的な研究能力を

備えた研究者の養成を目的とする 5 年一貫制の博士課程と、専門性の高い職業人の養成や社会人の

再教育を目的とする修士課程を並列的に設置し、博士課程と修士課程をそれぞれ一つの部局として

大学院を運営してきた。その後、大学院を一層重視した教育研究体制とするため、2000 年から 2001

年にかけて、20 の博士課程研究科を 6 つの大研究科に改組再編する改革を行った。その際、学問の

進展や社会の要請に対応するためには新たな学際的教育研究領域の創出が不可欠であるとの認識の

下、広領域に統合した研究科の下に 7 つの新学際専攻を設置した。2002 年には図書館情報大学と統

合し、教育研究の幅をさらに広げた。 

国立大学の法人化後、第 1 期中期目標期間（2004 年～2009 年）には、高度化・多様化する社会や

学生のニーズに対応するため、一貫制博士課程から区分制博士課程への転換、修士課程研究科から

博士前期課程への移行、専門職大学院の設置、新たな方式による連携大学院（連係専攻）の設置、新

領域における専攻の設置など、人材養成上の目的や分野の特性に応じて多様な専攻編成を可能とす

る方向で大学院教育の充実・強化を図ってきた。 

第 2 期中期目標期間（2010 年～2015 年）には、学位プログラムを中心とした教育システムへの移

行を念頭に置き、従来の「学系」を廃止し、新たな教員組織として「系」を設置する組織改革を行っ

た。同時に、研究科横断型の学位プログラムを運営する全学的組織として「グローバル教育院」を設

置した。この体制の下で、本学の学位プログラムの先駆けとなる「ヒューマンバイオロジー学位プ

ログラム」（博士課程教育リーディングプログラム、2012 年開設）、「エンパワーメント情報学プログ

ラム」（同、2014 年開設）を開設した。さらに 2015 年には国立大学の機能強化事業として、民間企

業や国立研究開発法人と協働して人材養成を行う学位プログラムの運営方式（本学では「協働大学

院方式」と呼称）を構築し、「ライフイノベーション学位プログラム」を開設した。全学的協力の下

でこれらの先導的学位プログラムの開設を進める一方で、すべての研究科・専攻においても学位プ

ログラムとしての大学院教育の実質化を図るべく、授与する学位ごとにディプロマ・ポリシー及び

カリキュラム・ポリシー等を明確化して「大学院スタンダード」として公表（2014 年）し、これに

沿って教育課程を編成・実施する体制を整えた。 

これらの取組を基盤として、第 3 期中期目標期間（2016 年～現在）には、社会的要請の高い分野

において、国内他大学との共同専攻や外国の大学との国際連携専攻の設置、研究科内の複数の専攻

の協力による学位プログラムの開設等を進めるとともに、学位プログラムを中心とした教育システ

ムに全面的に移行するための準備を進めてきた。こうした取組を経て、現在は、博士課程の研究科

が 7 研究科 83 専攻、修士課程の研究科が 1 研究科 2 専攻という組織編成となっている。 

② 全面的な改組再編の必要性 

上記のように、本学は開学から今日まで、幅広い学問分野にわたる専門性の深化とともに、学際

的・分野横断的な教育を積極的に展開して社会の要請に応えようとする一貫した理念をもって大学

院教育の充実に取り組んできた。学位プログラムを中心とした教育システムへの全面移行は、この
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理念に基づく人材養成機能の一層の充実・強化を目指すものであり、その実現には、本学が擁する

幅広い学問分野の教員が組織の枠を越えて協働し、学位プログラムを展開することのできる教育体

制；すなわち、教員の所属組織（研究組織）から独立した、近接分野を包含する新たな教育組織の整

備が不可欠である。 

ⅰ）教員の所属組織（研究組織）から独立した教育組織の整備の必要性 

本学の学士課程では、開学時に学部以外の教育研究上の基本組織として学群・学系制を導入した。

学群・学系制は、学生の教育上の目的に応じて組織される学群・学類と、研究上の目的に応じて組織

され教員が所属する学系を区分した教育研究システムである。従来の学部制は、教員と学生がとも

に所属し、教育と研究を一体的に行う組織であることから、硬直的・閉鎖的な運用を招きやすく、教

育面への配慮が欠けたり、研究上の要請に柔軟に対応しがたいといった弊害が指摘されており、そ

の反省から生まれたのが学群・学系制であった。2007 年に学群の全面的な改組が行われ、また、2011

年には学系を廃止して新たな教員組織として「系」を置く組織改革が行われたが、その理念はいさ

さかも変わらず、学群・学類による学士課程教育は、本学の特色としてしっかりと根付いている。 

一方、大学院については、2011 年の組織改革により教員人事の組織を「系」とする学内運用上の

工夫を行ってはいるものの、制度上の位置づけは、学生の教育と教員の研究を一体的に行う通常の

研究科である。もとより大学院において教育と研究は一体不可分であるが、それは必ずしも学生の

教育のための組織と教員の研究のための組織が同一であることを意味しない。幅広い学問分野の教

員が協働して学位プログラムを展開する教育システムを目指す本学においては、学士課程と同様の

組織編制原理により、教員の所属組織（研究組織）から独立した教育組織の編成が不可欠である。こ

のため、学校教育法第 100 条ただし書に基づき、研究科以外の教育研究上の基本組織を整備する必

要がある。 

ⅱ）近接分野を包含する教育組織の整備の必要性 

先に述べたとおり、本学は 2000 年から 2001 年にかけて 20 の博士課程研究科を 6 つの大研究科に

改組再編する改革を行った。これにより、広領域に統合された研究科の下で新領域の専攻を創出し

成果をあげてきたが、その一方では、既存の専攻における人材養成のニーズに応えつつ、新たなニ

ーズに対応した専攻を創出する中で、専攻の細分化も招いてきた。教育組織と教員の所属組織を分

離しても、専任教員配置の単位は専攻であり、細分化した専攻単位で専任教員が配置されている現

在の組織体制では、社会や学生のニーズに的確に対応した学位プログラムを展開していくことは困

難である。 

また、大研究科への改組再編から 18 年を経た現在、急速な学問の進展や人材養成ニーズの多様化

には、もはや個々の研究科の枠内では対応しきれない状況になっている。こうした状況に対応する

ため、本学では「学則に基づく履修上の組織」（博士課程教育リーディングプログラム公募要領で示

された学位プログラムの運営形態）としてグローバル教育院を設置し、研究科を横断する学位プロ

グラムを開設・運営している。この方式は、少数の先導的学位プログラムの運営には有効に機能し

ているが、学位プログラムを中心とした教育システムに全面移行するにあたっては、現在の研究科・

専攻を包含する新たな教育組織の整備が必要である。 
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ⅲ）博士課程教育リーディングプログラムから全学的改革への波及 

上記ⅰ）及びⅱ）で述べた方向での大学院の教育組織の整備は、博士課程教育リーディングプロ

グラムに採択されたヒューマンバイオロジー学位プログラム及びエンパワーメント情報学プログラ

ムを先駆けとした改革を全学に波及させるものである。ヒューマンバイオロジー学位プログラムは、

2017 年度に行われた事後評価において最高評価の「S」評価を得た。博士課程教育リーディングプロ

グラム委員会における評価のコメントでは、事業の発展・定着について「学長のリーダーシップの

下に、全学的な大学院改革が実現しつつある」として高く評価されている。エンパワーメント情報

学プログラムも 2016 年度に行われた中間評価で最高評価の「S」評価を得、同委員会のコメントに

おいて「本プログラムを先駆けとして全学の大学院教育組織の再構成の実施を決定していること」、

「プログラムによって全学を改革し定着させようとする強い意志と、計画の具体化が確認できたこ

と」が評価されている。こうした経過も踏まえて、学位プログラムを中心とした教育システムへの

全面移行を実現するための教育組織の整備を速やかに進める必要がある。 

（３）学術院・研究群の設置 

このような考え方に基づき新たな教育組織の編成を考えると、究極的には大学院全体を一つの研

究科相当の組織とすることが理想であるが、収容定員 5,000 人を超える規模の研究科相当の組織は

現行制度では想定されていないため、これについては将来的課題とする。速やかに行うべきは、教

員の所属組織（研究組織）から独立した、近接分野を包含する新たな教育組織の整備である。その編

成の考え方は次のとおりである。（資料 1：筑波大学の大学院改革（構想概要）） 

① 研究科以外の教育研究上の基本組織 

学校教育法第 100 条ただし書の規定に基づき、研究科以外の教育研究上の基本組織として、「学術

院」及び「系」を置く。学術院は、教育上の目的に応じて組織し、系は、研究上の目的に応じ、及び

教育上の必要性を考慮して組織する。学術院は教育を担う組織であり、学生の所属組織となる。系

は研究を担う組織であり、教員の所属組織となる。学術院には大学院設置基準第 6 条に規定される

専攻相当の組織として「研究群」を置き、構成する学位プログラムを管理運営する。 

学術院及び研究群の編成の考え方を以下に述べる。なお、系については、学校教育法第 85 条ただ

し書に基づく組織として 11 の系を既に設置しており、今回の同法第 100 条ただし書の適用に際して

も同様の編成とする。これについては「4．教員組織の編成の考え方及び特色」の項で詳述する。 

② 学術院・研究群の編成 

学術院・研究群は、学生が各々の専攻分野を軸として高度の専門性と豊かな学識を養うことがで

きるよう、現在の研究科・専攻の編成を基礎としつつ、近接分野を包含した編成とする。 

学術院は、本学のこれまでの大学院教育の展開を踏まえて、「人間の集合体である社会を探求する」、

「科学技術の根本原理を解き明かす」、「学際的・総合的な視点で人間研究を行う」という 3 つのコ

ンセプトによって編成する。 

ⅰ）人間の集合体である社会を探求する：「人文社会ビジネス科学学術院」 

現行の人文社会科学研究科及びビジネス科学研究科を基礎として一つの学術院を編成し、その下

に「人文社会科学研究群」及び「ビジネス科学研究群」を置く。これにより、人文学、国際公共政策
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研究、国際日本研究、法学、経営学といった、社会に内在する知を網羅的に教育・研究することを可

能とし、世界及び世界の中の日本における、人間及び社会に関わる諸問題を多角的、重層的、総合的

に捉え、新たな知を創造し具現化できる研究者及び高度専門職業人の養成を推進する。 

特に、Scociety5.0 社会の実現に向け、ビジネス科学研究群と人文社会科学研究群の一体化は大き

な意味を有する。Society 5.0 社会では、仮想空間および現実空間で生じる多種・多次元のビッグデー

タを人工知能（AI）を用いて解析し、その結果をロボットなどを通して人間にフィードバックし、新

たな価値を産業や社会にもたらすことを狙いとしている。しかし、人工知能やロボット等の高度化

のみでは、人間にとって本質的に有益な社会変革は実現できず、ビジネス科学研究群が専門とする

法学・経営学・システムズマネジメント学に加え、人文社会科学研究群が専門とする哲学・倫理学・

言語学・国際公共政策学等との融合ができて初めて、経済発展と社会的課題解決の両方が可能とな

る社会イノベーションを創出できる。これまでは研究科を異にするため協働は困難であったが、両

研究群が一体となることで新たな価値を創造できる研究・教育を発展させ止揚することで、有用な

人材の育成を可能にする。 

中央教育審議会の累次の答申では、人文・社会科学分野の大学院の課題として、「教員と学生の関

係が限定的・固定的であり、教育の内容が社会のニーズから乖離していること」「修了者のキャリア

パスが見えにくいこと」等が挙げられている。ビジネス科学研究科は、社会人のための夜間大学院

のパイオニアとして上記課題を克服し、大学を含む教育研究機関へ修了生を送り込むなど大きな実

績を上げている。人文社会科学研究科は学部教育から連続して、研究者養成を主とした、充実した

大学院教育を実践している。これらの実績を有するビジネス科学研究科と人文社会科学研究科が本

学術院を編成することにより、研究群間での教員同士の交流が加速し、より学際的な分野への研究

が進むことが期待されるとともに、学生指導においても両研究群の教員が協働して研究指導に関わ

ることが可能となる。つまり、学生のキャリアプランに応じて分野を超えた連携協力が可能となり、

研究群を超えた連携（協働指導等）を行うことができるようになる。実務界から研究室へ、また研究

室から実務界へ転身の途を示し、あるいは他の研究分野への転身を可能にする等、純粋な研究者養

成のみならず、大学院で修得した知識を社会の様々なニーズに適合したかたちで活用することので

きるより有為な人材を育成することで、修了者に多様なキャリアパスを提供することが可能になる。 

なお、人文社会科学研究群とビジネス科学研究群が一つの学術院として教育を一体的に運営する

ことにより、互いの強みを活かした履修モデルを 2020 年度に開設することとした。履修モデルの概

要は、大学院への進学率の低い人文・社会系学部卒業者に対して、社会に出て職を有したまま大学

院に入学し、ビジネス科学研究群の科目（夜間・土曜開講）10 単位を上限に履修しながら、人文社

会科学研究群で論文指導科目等を中心に学修し、「修士（国際公共政策）」の学位取得を目指すもの

である。本履修モデルは、人文・社会系学部出身の社会人で、企業人として現場に活かせる知識を学

びながら学部で積み上げた専門知識をさらに深めて修士論文にまとめ、修士の学位を取得すること

を目指す志願者を対象とする。これにより、ストレートマスター中心に人材育成してきた人文社会

科学の大学院において、社会での現場経験を活かし社会実装につなげられるような新たな人材を育

成することができる。 

また、本学術院構想を検討している過程で、東京キャンパス（現在は夜間・土曜開講の社会人対

応）に昼間開講の法学系大学院のコースを新たに開設する計画が持ち上がった。この新たな計画は、

2020 年度に設置予定の学術院が完成年度を迎えた後に、ビジネス科学研究群の法学学位プログラム

（博士前期課程）に「AI と法」を研究テーマとした昼間開講サブプログラム（修士（法学））を置く
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予定である。従前は、夜間社会人大学院であるビジネス科学研究群に昼間開講のサブプログラムを

開設することは困難であったが、人文社会ビジネス科学学術院における研究・教育の資源を有意に

結合することで開設が可能となった。本計画が実現すれば、Society5.0 の時代に向け、AI をはじめと

する情報技術の発展に伴って生じうる様々な法的課題や制度設計に関する新領域の法学研究者養成

の場となることが期待される。さらに、当サブプログラムが開設されると同時に、人文社会科学研

究群の基盤となる社会・国際学群（学士課程）の法学教育を強化することも計画に含まれており、こ

れまでに例のない新しい形の教育体制が、人文社会ビジネス科学学術院において実現できることと

なる。 

なお、現在、ビジネス科学研究科に設置されている法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル専

攻（いずれも専門職大学院）は、現行制度上、専攻相当の組織として設置する必要があるため、研究

群には属さず学術院の下に引き続き専攻として設置する。 

ⅱ）科学技術の根本原理を解き明かす：「理工情報生命学術院」 

本学術院は、数理・自然科学と工学・情報・社会技術に関わる諸問題を基礎から応用に至る様々

な側面において教育・研究することを目的とした組織である。このため、現行の数理物質科学研究

科、システム情報工学研究科、生命環境科学研究科を基礎として一つの学術院を編成し、その下に

「数理物質科学研究群」、「システム情報工学研究群」及び「生命地球科学研究群」を置く。現在 3

研究科に分散している理学分野、工学分野、情報分野、バイオテクノロジー分野、AI 分野などの交

流を円滑にして、科学に共通する常識を身につけ、基礎、専門知識を効果的に習得でき、かつ社会

の発展に柔軟に対応できる多角的な教育システムを構築する。学術院内で教育システムを整えるこ

とで、研究群を越えた関連分野の授業履修やインターンシップ、研究指導（副指導）、学位論文の

副査などが可能となり、科学技術の急速な進展に対応した人材育成が実現する。 

研究面では既に分野融合や深化を伴う、計算科学研究センター、人工知能科学センター、藻類バ

イオマス・エネルギーシステム開発研究センター、未来社会工学開発研究センター等が、また我が

国のノーベル賞受賞者とゆかりの深い宇宙史研究センターとエネルギー物質科学融合センターが設

立されている。さらに、研究群をまたぐ従来とは異なる研究分野の複数教員による先端的な学際共

同研究や産官学連携研究等が進んでいる。それらの新しい研究を土台にした独自の専門的な大学院

教育が必要とされるので、本学術院を設置する。本学術院では、今後新たな教育分野の展開が促進

されることになる。例えば近年理工情報生命分野の自然災害に対応した教育研究として、気象、地

震災害、土砂災害、火山災害、防災工学など複雑に絡み合う課題に対して、地球科学、農学、環境科

学、リスク・レジリエンス工学、構造エネルギー工学など複数の学位プログラムが連携して人材育

成に当たることが可能となる。また、自動車・農業機械・ドローン等のような IoT 化が進展する技術

を用いることにより、少子高齢化社会にあって過疎化の進展する地方の再生が可能であることが指

摘されている。このような技術を開発・駆使することのできる人材も本学術院の有する幅広い知見

により養成されるであろう。そのほか近い将来、地球環境保全と温暖化抑制と深くかかわる低炭素

化社会を実現するためには、バイオマス利用による地球規模の炭素循環の促進と化石資源由来のエ

ネルギーや物質消費の削減と有効利用が必要とされている。すでに生命環境科学を母体に発展して

きた藻類株の培養・確立や藻類の代謝遺伝子工学、生産・分離・濃縮技術開発に加え、数理物質科学

連携による新たなグリーンケミストリー展開やシステム情報工学連携による再生可能エネルギーの
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極限利用などの総合研究が実用化にむけて推進されている。その実現のためには新しい教育連携シ

ステムの構築と充実による人材育成が必須である。 

なお、現在、生命環境科学研究科に設置されている国際連携持続環境科学専攻は、現行制度上、専

攻相当の組織として設置する必要があるため、研究群には属さず学術院の下に引き続き専攻として

設置する。 

ⅲ）学際的・総合的な視点で人間研究を行う：「人間総合科学学術院」 

現行の人間総合科学研究科、図書館情報メディア研究科、教育研究科を基礎として一つの学術院・

研究群を編成する。人間総合科学研究科は、教育学、心理学、心身障害学、体育科学、芸術学、医学

の 6 研究科が統合して 2001 年に設置されて、18 年にわたり「人間」に関する総合科学を推進した。

その成果は従来の研究科の枠にとらわれない学際的な専攻および研究分野を生み出すとともに、従

来の学問の枠にとらわれない学際的な研究分野を開拓する修了生の輩出につながった。同研究科と、

人間の諸活動を支える知識情報基盤について学際研究を行ってきた図書館情報メディア研究科、幅

広い学問分野を教育の観点から総合的に捉える高度な教育者を養成してきた教育研究科を加えて一

つの学術院・研究群を編成することにより、「人間」に関する新たな知識体系を創造・構築すること

ができる。同時に知識の活用や伝達において、より複合的な視点から多様な人間を捉え社会のニー

ズや課題に対して幅広い知識や技能を統合的かつ高度なレベルで活用できる人材の養成が可能にな

る。 

図書館情報メディア研究科と教育研究科は、「ミッションの再定義」（2013 年）においてともに「学

際分野」に位置づけられており、人間総合科学研究科と一つにまとまることにより、アーカイヴを

基礎として、地球規模の課題を総合・横断的に研究を行う基盤が一層充実する。まさに、「経済発展

と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会」として描かれている「Society 5.0」にも即した

未来社会の要請に応えるものである。 

なお、現在、人間総合科学研究科に設置されているスポーツ国際開発学共同専攻、大学体育スポ

ーツ高度化共同専攻、国際連携食料健康科学専攻は、現行制度上、専攻相当の組織として設置する

必要があるため、研究群には属さず学術院の下に引き続き専攻として設置する。 

（４）人文社会ビジネス科学学術院の人材養成目的と学位プログラムの編成 

これまでに述べた改組再編の必要性及び学術院・研究群の編成の考え方を踏まえて、人文社会ビ

ジネス科学学術院並びにその下に置く研究群及び専攻の人材養成目的を次のとおり設定する。各研

究群には、各々の人材養成目的を達成するために次の学位プログラムを置く。 

＜人文社会ビジネス科学学術院＞ 

ビジネス科学、人文学、社会科学に関する多面的かつ高度な教育研究を通じて、人間の価値や人

と社会のあり方を時間軸、空間軸を交差させて総合的に探究することによって、新たな知を創造し

具現化できる研究者、大学教員、高度専門職業人を養成する。 

■人文社会科学研究群 

人や社会の営み、人と社会の関係の考察・分析に係わる人文社会科学の基礎研究において優れた

能力を有し、学問の進展や社会的要請の変化に応じて人類の知の継承に貢献し得る人材、またグロ
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ーバル化の進展に伴う地球規模の課題や社会的課題に果敢に挑戦し、人間の存在や人と社会との関

係の望ましいあり方を構想し得る独創性と柔軟性を併せ持つ研究者・教育者、及び高い専門性と実

務能力を有する職業人を養成する。 

 人文学学位プログラム（区分制博士課程） 

 国際公共政策学位プログラム（区分制博士課程） 

 国際日本研究学位プログラム（区分制博士課程） 

■ビジネス科学研究群 

社会人を主たる対象にして、社会やビジネスで求められる高度専門職業人として必要な深い学識

と卓越した能力を持ち、現代社会や組織が直面する諸課題の背景を探求し、かつ実効性の高い解決

策を策定・実行することによって、社会の持続可能な発展に寄与しうる高度専門職業人を養成する。 

 法学学位プログラム（区分制博士課程） 

 経営学学位プログラム（区分制博士課程） 

■法曹専攻 

以下の 4 つをすべて満たす法曹を養成する。 

・社会人として既に獲得した知識・経験・技能を法曹としての実務の中に活用できる法曹 

・豊かな人間性と感性を備え、法曹として高い倫理観を備える法曹 

・専門的な法知識を具体的な紛争解決に応用する能力、および、既存の考え方を批判し、新たな問

題を柔軟に解決できる能力を備えた法曹 

・先端的な法分野について十分に理解し、社会の発展に貢献できる法曹 

■国際経営プロフェッショナル専攻 

「高度専門職業人」として、国際社会や文化の多様性を理解し、変化するビジネス環境に適合し

た適切な行動を導くことができる知識・技能・資質をもった経営専門職、特に、経営に関するコア力

量を持つビジネスマネジャ－、国際対応力量に秀でたカントリーマネジャー、応用情報技能に秀で

たプロジェクトマネジャーの 3 タイプのグローバルリーダーを養成する。 

（５）教育上の特色 

学術院・研究群の設置による新たな教育システムは、以下の特色を有する。 

① 学位に対応したコンピテンスの明確化 

学位プログラムを中心とした教育システムを構築するという本改革の基本理念に基づき、学位授

与時に学生が備えているべき知識・能力等（以下「コンピテンス」という。）を明確にし、これをデ

ィプロマ・ポリシーに明示して、それに基づく体系的な教育課程を編成・実施する。コンピテンスの

明確化に当たっては、学生の専攻分野に関する高度な専門的知識・能力（専門コンピテンス）だけで

なく、世界の多様な場、変化の激しい社会で生涯にわたる活躍を支える資質として汎用的知識・能

力（汎用コンピテンス）を養うことを明確にする。 

コンピテンスは学生にとって分かりやすいものとすることが重要であることから、設定したコン

ピテンスの修得状況をどのような観点で評価するのか（評価の観点）、また、どのような学修によっ
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て身に付けるのか（対応する主な学修）を、各学位プログラムのカリキュラム・ポリシーにおいて明

示する。 

これらについては、「3．教育課程の編成の考え方及び特色」において詳述する。 

② 幅広い学識の涵養 

学術院は、その包含する幅広い学問分野にわたって、学生の専攻分野に関連する基礎的素養や、

広い視野、俯瞰力を養うための基盤的科目を提供する。これを「学術院共通専門基盤科目」として位

置づける。 

研究群は専攻相当の組織であり、専任教員配置の単位となる。研究群の専任教員は、主担当とな

る学位プログラムを明確にした上で、副担当として他の学位プログラムにおける授業及び研究指導

を担当することができる。この仕組みにより、各学位プログラムの教育上の必要性に応じて、専任

教員が各々の専門性を活かして学位プログラムを越えて協働し、学生の指導に当たることを可能と

する。また、各研究群の特性に応じて研究群共通科目を開設し、研究群が包含する分野における幅

広い基礎的素養を養う。 

研究指導に関しては、博士課程教育リーディングプログラムで培った経験を活かし、教育研究上

支障を生じない場合には、関係組織の適切な管理の下で、兼担として協力して他の学術院・研究群

の研究指導（副指導）を行うことを可能とする。 

さらに全学的取組として、「人間力」の醸成を目的とした「大学院共通科目」を開設する。大学院

共通科目は、「生命・環境・研究倫理科目群」「情報伝達力・コミュニケーション力養成科目群」「国

際性養成科目群」「キャリアマネジメント科目群」「知的基盤形成科目群」「身心基盤形成科目群」で

構成する。 

これらについては、「3．教育課程の編成の考え方及び特色」において詳述する。 

③ 「専門学位」の設定 

我が国の大学院を巡る課題として、大学院のカリキュラムと社会や企業の期待との間にギャップ

が生じているとの指摘も根強いことは、前述のとおりである。これまでに述べた学術院・研究群へ

の改組再編、汎用コンピテンスの明確化、幅広い学識や人間力の涵養は、そうした課題に率先して

対応すべく、本学の強み・特色を生かして社会や学生の期待に応える教育システムを構築し、産官

学の多様な場でリーダーシップを発揮できる高度な人材を輩出していくことを目指すものである。 

こうした方向での大学院教育の充実をさらに促進するために、本学独自の取組として、博士又は

修士にふさわしい研究能力に加えて、特に社会における現実の具体的課題に即した「現場力」の養

成を重視した学位プログラムが授与する学位を「専門学位」として位置づける。これにより、当該学

位プログラムが育成しようとする人材像とそれを達成するための教育課程を社会に対してより明確

に示すことが可能となる。 

「専門学位」を授与する学位プログラムは、表 1-(5)-③に掲げる特徴を備えることとし、本学術院

においては、ビジネス科学研究群経営学学位プログラム（博士前期課程）が授与する学位〔修士（経

営学）〕を専門学位と位置づける。 
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表 1-(5)-③ 「専門学位」が備えるべき特徴 

事項 「専門学位」が備えるべき特徴 

人材養成目的 ・教育研究の対象として、社会における現実の具体的課題が明確に設定されている。 

・養成する人材像が、社会の現場の観点から、当該課題に明確に対応して具体的に設定さ

れている。 

※博士又は修士にふさわしい研究能力と学識を備えた人材を育成することが前提（この点

において専門職学位と異なる） 

修了後の進路 ・当該課題にかかわる産学官（特にアカデミア以外の社会の多様な場を含む）に人材を輩

出することが明確に示されている。 

ディプロマ・ 

ポリシー 

・コンピテンスが、当該課題に即した専門的知識・能力と現場力（実問題の解決力や協働

性等）を含めて明確に示されている。 

※博士又は修士にふさわしい研究能力と学識を備えた人材を育成することが前提（この点

において専門職学位と異なる） 

カリキュラム・ 

ポリシー 

・ディプロマ・ポリシーに掲げたコンピテンス修得のために、当該課題に即したフィール

ド実習やインターンシップ、研究指導など、「現場力」を養う教育内容・方法が明確に示

されている。 

（６）学位プログラムの人材養成目的及びディプロマ・ポリシー 

学位プログラムを中心とした教育システムを構築するという本改革の基本理念に基づき、学位を

授与するプログラム（学位プログラム及び専攻）ごとに、人材養成目的、養成する人材像及びディプ

ロマ・ポリシーを下表のとおり定める。また、想定する修了後の進路をあわせて示す。 

学位プログラムの人材養成目的及び養成する人材像は、学術院・研究群の人材養成目的を踏まえ

て定める。ディプロマ・ポリシーは、上記（5）①で述べたように、学生の専攻分野に関する高度の

専門的知識・能力（専門コンピテンス）だけでなく、世界の多様な場、変化の激しい社会で生涯にわ

たる活躍を支える資質として汎用的知識・能力（汎用コンピテンス）を養うことを明確にする。 

汎用コンピテンスは、学生の専攻分野にかかわらず、本学大学院生として共通に達成されるべき

コンピテンスとして設定する。その考え方については、3（1）①で述べる。 

専門コンテピテンスは、学術院としての基本的な方針の下に、各研究群としての指針を示し、そ

れに基づき、各学位プログラムの専門コンピテンスを定める。その考え方については、3（1）②で述

べる。 

＜人文社会科学研究群＞ 

■博士前期課程 

人文学学位プログラム（M） 

人材養成 

目的 

人文学の研究・教育を取り巻く環境の変化及びグローバル化に伴う社会の変化に対応するため、

哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教育学などの人文学諸分野

における優れた専門的知識を身に付けると共に、地球規模の新たな問題の発見と解決をめざし、専

門の異なる人々と共同して問題解決に貢献できる研究能力及び教育能力を兼ね備えた研究者、大学

教員となる博士後期課程への進学を目指す者を養成する。 

養成する 

人材像 

人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身に付け、学際的なア

プローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問題を解決するた

めの広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士前期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、修士（文学）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の活用力：高度な知識を社会に役立てる能力  
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2．マネジメント能力：広い視野に立ち課題に的確に対応する能力  

3．コミュニケーション能力：専門知識を的確に分かり易く伝える能力 

4．チームワーク力：チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力 

5．国際性：国際社会に貢献する意識 

（専門的知識・能力） 

6．研究力：人文学分野における研究課題設定と研究計画を遂行するための基礎的な知識と能力 

7．専門知識：人文学分野における高度な専門知識と運用能力 

8．倫理観：人文学分野の基礎的研究能力を有する人材にふさわしい倫理観と倫理的知識 

9．思考力：専門分野に関する知識をもとに物事を論理的に考え、結論を導き出す能力 

10．総合力：研究成果を関連分野の中に位置づけ、応用、実践する能力 

修了後の 

進路 

博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸

員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPO など。 

国際公共政策学位プログラム（M） 

人材養成 

目的 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学など国際公共政策に関わ

る各分野の高度の専門性と、それらを横断する学際性とを備えた教育と研究指導を通じて、専門知

識を基盤とし、グローバル化、複雑化する現代の国際問題や個別地域の諸問題、また社会・文化問

題へと柔軟に適用できる研究能力と、それらを公共政策へと導く実践的問題解決能力を身に付けた

大学教員、研究者等となる博士後期課程への進学を目指す者を養成する。 

養成する 

人材像 

国際公共政策に関わる各分野に関する専門知識を生かし、理論・実証に関わる論理的思考力・分

析力に基づいた高度な研究能力を踏まえ、国内外の政治経済や社会政策上の諸問題、また個別地域

や国際関係に関わる諸問題に関し、公共政策へと結びつける観点から問題解決能力・実践的能力を

有する人材。有職社会人向けの公共経営履修モデルについては、以上の能力に加え、経営学の専門

知識および論理的に深く思考する能力やその内容を論理的に構成するための能力も併せ持つ人材。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士前期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、修士（国際公共政策）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の活用力：高度な知識を社会に役立てる能力  

2．マネジメント能力：広い視野に立ち課題に的確に対応する能力  

3．コミュニケーション能力：専門知識を的確に分かり易く伝える能力 

4．チームワーク力：チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力 

5．国際性：国際社会に貢献する意識 

（専門的知識・能力） 

6．研究力：国際公共政策分野における研究課題設定と研究計画を遂行するための基礎的な知識と能

力 

7．専門知識：国際公共政策分野における高度な専門知識と運用能力 

8．倫理観：国際公共政策分野の基礎的研究能力を有する人材にふさわしい倫理観と倫理的知識 

修了後の 

進路 

博士後期課程への進学。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、金融機関やメディア

等の民間企業、NGO・NPO など、研究力を生かした職業人。有職社会人向けの公共経営履修モデル

については、有職者の一部は、博士後期課程への進学や転職をすることが考えられる。 

国際日本研究学位プログラム（M） 

人材養成 

目的 

日本は非西洋社会のなかではいちはやく産業化をなしとげ、第二次世界大戦後のベビーブームが

世界の主要国のなかで最も早く終わって高度成長を遂げたが、90 年代以降は少子高齢化が最も深刻

な課題先進国となった。このような日本の経験に基づく学問的知見は今後の日本のみならず世界の

あるべき姿を模索するうえで意義深いものであろう。本学位プログラムは、日本のこのような立ち

位置をふまえ、グローバル化する現代社会の中で、日本や世界が直面するさまざまな問題に正面か

ら取り組むことのできる研究者（基礎レベル）を養成する。国際的・学際的・比較的な視野のもと

に日本の文化・社会について人文科学、社会科学、日本語教育学にかかわる研究及び教育能力を有

し、その成果を広く国内のみならず海外にも発信していける研究者（基礎レベル）を養成する。ま

た、人文科学、社会科学、日本語教育学の各分野の専門的かつ国際的な学識を備え、世界で活躍す

る人材を養成する。 

養成する 

人材像 

グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なものの見方

を身に付け、そのための基礎的な素養を修得するとともに、幅広い関連領域を学修することを通し

て、研究職をめざして博士後期課程に進学しうる能力のある人材。 
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ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士前期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、修士（国際日本研究）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の活用力：高度な知識を社会に役立てる能力  

2．マネジメント能力：広い視野に立ち課題に的確に対応する能力  

3．コミュニケーション能力：専門知識を的確に分かり易く伝える能力 

4．チームワーク力：チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力 

5．国際性：国際社会に貢献する意識 

（専門的知識・能力） 

6．研究力：国際日本研究分野における研究課題設定と研究計画を遂行するための基礎的な知識と能

力 

7．専門知識：国際日本研究分野における高度な専門知識と運用能力 

8．倫理観：国際日本研究分野の基礎的研究能力を有する人材にふさわしい倫理観と倫理的知識 

修了後の 

進路 

博士後期課程への進学。それ以外に、国際関係組織、日本語教育機関、情報メディア産業、日本

やアジアをマーケットとする製造業や商社、金融機関などの民間企業。 

■博士後期課程 

人文学学位プログラム（Ⅾ） 

人材養成 

目的 

人文学の研究・教育を取り巻く環境の変化及びグローバル化に伴う社会の変化に対応するため、

哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教育学などの人文学諸分野

における国際的レベルの高度な研究・教育能力を有すると共に、地球規模の新たな問題の発見と解

決をめざし、領域横断的な研究を遂行し、学際的な研究・教育に従事できる大学教員、研究者等を

養成する。 

養成する 

人材像 

人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有

し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士後期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、博士（文学）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の創成力：未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力  

2．マネジメント能力：俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行する能力  

3．コミュニケーション能力：学術的成果の本質を積極的かつわかりやすく伝える能力 

4．リーダーシップ力：リーダーシップを発揮して目的を達成する能力 

5．国際性：国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲 

（専門的知識・能力） 

6．研究力：人文学分野における最新の専門知識に基づいて先端的な研究課題を設定し、自立して研

究計画を遂行できる能力 

7．専門知識：人文学分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力 

8．倫理観：人文学分野の研究者にふさわしい倫理観と倫理的知識、および専攻する特定の分野に関

する深い倫理的知識 

9．思考力：専門分野に関する知識及び関連する分野に関する深い学識をもとに、物事を論理的に考

え、結論を導き出す能力 

10. 総合力：研究成果を人文知の中に位置づけ、広範な視野で研究を遂行する能力 

修了後の 

進路 

研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関

職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPO など。 

国際公共政策学位プログラム（D） 

人材養成 

目的 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学など国際公共政策に関わ

る各分野のディシプリンに基づく高度の研究能力を基礎としながら、複数の分野を横断した俯瞰

的・学際的視野をもって、国際問題、国内外の政治経済、社会問題等の本質を理解・分析すること

によって、変化する諸課題に対する問題解決・政策提言能力を備え、グローバルオピニオンを形成

できる大学教員、研究者等を養成する。 

養成する 

人材像 

国際公共政策に関わる専門知識や、理論・実証に関わる論理的思考力・分析力に基づいた国際水

準の研究能力および、国内外の政治経済や社会政策上の諸問題、または個別の地域や国際関係の諸

問題に関する政策分析・立案・実施に資する高度の実践的能力を有する人材。 
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ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士後期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、博士（国際公共政策）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の創成力：未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力  

2．マネジメント能力：俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行する能力  

3．コミュニケーション能力： 学術的成果の本質を積極的かつわかりやすく伝える能力 

4．リーダーシップ力：リーダーシップを発揮して目的を達成する能力 

5．国際性：国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲 

（専門的知識・能力） 

6．研究力：国際公共政策分野における最新の専門知識に基づいて先端的な研究課題を設定し、自立

して研究計画を遂行できる能力 

7．専門知識：国際公共政策分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力 

8．倫理観：国際公共政策分野の研究者にふさわしい倫理観と倫理的知識、および専攻する特定の分

野に関する深い倫理的知識 

修了後の 

進路 

社会科学・国際関係の研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・

自治体職員、国際機関職員、金融機関やメディア等の民間企業、NGO・NPO など、高度な研究力を

生かした職業人。 

国際日本研究学位プログラム（D） 

人材養成 

目的 

グローバル化する社会の中で、国際的・比較的な視野のもとに日本の文化・社会について人文科

学、社会科学、日本語教育学に跨がる研究及び教育能力を有し、その成果を広く国内のみならず海

外にも発信していける研究者・教育者、並びに人文科学、社会科学両分野、日本語教育学の各分野

の専門的かつ国際的な学識を備え、世界で活躍する大学教員、研究者等を養成する。 

養成する 

人材像 

グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なものの見方

を身に付け、そのための基礎的な素養の修得と、幅広い関連領域を学修し、高度専門職、研究職を

担いうる能力のある人材。また日本語教育に関しては、国際的な研究・教育領域を掘り下げて研究

できる能力、また日本語教育に関する専門的な学識を世界に向けて発信する研究能力、教育能力、

高度な専門能力のある人材。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士後期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、博士（国際日本研究）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の創成力：未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力 

2．マネジメント能力：俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行する能力 

3．コミュニケーション能力： 学術的成果の本質を積極的かつわかりやすく伝える能力 

4．リーダーシップ力：リーダーシップを発揮して目的を達成する能力 

5．国際性：国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲 

（専門的知識・能力） 

6. 研究力：国際日本研究分野における最新の専門知識に基づいて先端的な研究課題を設定し、自立

して研究計画を遂行できる能力 

7. 専門知識：国際日本研究分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力 

8. 倫理観：国際日本研究分野の研究者にふさわしい倫理観と倫理的知識、および専攻する特定の分

野に関する深い倫理的知識 

修了後の 

進路 

研究職・教育職（大学・研究所・民間シンクタンクなど各種研究機関）。それ以外に、企業（海外

に現地法人を持つ日本企業・商社、外国企業等）、官公庁・自治体職員、国際公務員、日本語教育機

関、国際関係組織・メディア関係など。進路は日本だけでなく、広く海外（シンガポール、ベトナ

ム、中央アジア、南米、中国、タイ、韓国、台湾、等）にも開かれている。 

＜ビジネス科学研究群＞ 

■博士前期課程 

法学学位プログラム（M） 

人材養成 

目的 

企業法学の分野における人材需要に応えて、現代社会において企業が直面する法的諸問題につい

て適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再教育を目的とす

る。 
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養成する 

人材像 

企業において一定の実務経験を有し、現代社会において生じる多様な諸問題を法学的専門知識と

法的思考方法によって解決することができる、高度専門職業人を育成する。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

現代社会において企業が直面する諸問題について、法学的観点から課題解決のための研究を自ら

遂行する能力を有することが、学位授与の前提となる。学位は、筑波大学大学院学則に規定された

要件を充足した上で、以下の能力等を有することが修士論文及び最終試験によって認定された者に

授与される。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の活用力：高度な知識を社会に役立てる能力  

2．マネジメント能力：広い視野に立ち課題に的確に対応する能力  

3．コミュニケーション能力：専門知識を的確に分かり易く伝える能力 

4．チームワーク力：チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力 

5．国際性：国際社会に貢献する意識 

（専門的知識・能力） 

6．基礎的専門知識：法律学の基本的な考え方及び企業法学の各分野に係る基礎的専門知識  

7．文献・判例の調査・分析能力：企業法学の研究に必要な諸文献・裁判例等の調査・分析能力  

8．特定の企業法学分野に係る深い知識：企業法学の少なくとも 1 つの主要分野に係る理解・研究に

必要な専門的知識  

9．論文執筆能力：企業法学の少なくとも１つの主要分野についての深い知識を基にした論文（とり

わけ、社会人としての経験などを背景とする問題意識に支えられた論文）を執筆する能力 

修了後の 

進路 

学生の大部分については、在学中から民間会社・官公庁・弁護士事務所・会計事務所等に勤務し

ているか、弁護士・公認会計士・税理士等として開業していると思われるが、学位取得後に大学等

の高等教育機関の教員となる者も一定数いるものと想定される。 

経営学学位プログラム（M） 

人材養成 

目的 

ビジネスの変革、技術の複雑化に伴う新たな経営課題に対応可能な高度専門職業人の養成を目的

とする。 

養成する 

人材像 

修士（経営学）の学位に相応しい専門知識、および論理的に深く思考する能力やその内容を論理

的に構成するための能力を有する人材を育成する。具体的には、ビジネス上の問題を発見する能

力、研究とビジネスを融合する能力を持ち、自ら積極的に解を探求し専門領域を超えて幅広い関心

を持つことができる人材、ビジネスに根差した問題意識はもちろんのこと、学術的なアプローチに

対する関心や知識を有し、かつそれらをビジネス上の課題に基づく研究テーマに適用する能力を有

する人材を育成する。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士前期課程の修了の要件を充足した上で、次の知

識・能力を有すると認められた者に、修士（経営学）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の活用力：高度な知識を社会に役立てる能力  

2．マネジメント能力：広い視野に立ち課題に的確に対応する能力  

3．コミュニケーション能力：専門知識を的確に分かり易く伝える能力 

4．チームワーク力：チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力 

5．国際性：国際社会に貢献する意識 

（専門的知識・能力） 

6．経営に関する多角的思考能力：職業生活に関して深い専門知識を持ち、戦略、組織、財務、マー

ケティングなどの観点から多角的に思考する能力 

7．経営に関する問題発見能力：職業生活の現場から自ら問題を発見し明確化する能力  

8．経営に関する問題解決能力：知識や経験を体系化し、現代社会における課題を新たな視点から再

構築できる能力  

9．経営に関する知の創造能力：職業に関する新たな知識を創造する能力 

10．経営に関する現場実践能力：創造した知識を、職業生活の現場で実践する能力 

修了後の 

進路 

社会人大学院であるため、学生のバックグラウンドは幅広く、さまざまな業種の企業からさまざ

まな職種の学生が集まることが想定される。現行の経営システム科学専攻でも、民間企業だけでな

く官公庁や教育機関などに勤務する学生や、在学中あるいは修了後に転職するケースもあり、起業

や大学教員に転ずる学生など幅広い進路が考えられる。 
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■博士後期課程 

法学学位プログラム（D） 

人材養成 

目的 

高度専門職業人の養成・再教育に対する社会的要請に応え、企業や社会が直面する新たな類型の

法的諸問題について、総合的かつ高度な判断能力を持ち適切な解決策を提示できる高度専門職業

人、及び、その経験を有効に活用し得る研究者の養成を目的とする。 

養成する 

人材像 

企業や社会で活躍している高度専門職業人の再教育を主眼としているため、入学時において企

業、官公庁等で概ね２年以上の有職経験を有し、かつ、それに裏打ちされた高い問題意識を持っ

て、研究を計画し遂行する社会人を養成する。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

学位論文の提出を含む筑波大学大学院学則に規定された要件を充足した上で、以下の能力等を有

することが最終試験によって認定された者に博士（法学）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の創成力：未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力  

2．マネジメント能力：俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行する能力  

3．コミュニケーション能力：学術的成果の本質を積極的かつわかりやすく伝える能力 

4．リーダーシップ力：リーダーシップを発揮して目的を達成する能力 

5．国際性：国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲 

（専門的知識・能力） 

6．高度な専門知識、方法論、分析力：研究課題を設定し、論理と客観的証拠に基づいた先端的かつ

独創的な研究を遂行するための高度で専門的な知識、方法論、分析力 

7．文献・判例等の調査・分析を通して新たな知を創造する能力：人間や社会における諸問題を多角

的・重層的・総合的に捉え、新たな知を創造する能力 

8．専門分野に関する深い理解と学識：専門分野に関する深い理解と学識に基づいて、現代が直面す

る諸問題の解決と社会の持続的な発展に貢献しようとする実践的な能力 

9．専門分野の隣接領域に関する幅広い基礎的知識：専門分野の隣接領域に関する幅広い基礎的知識

に基づいて、現代が直面する諸問題の解決と社会の持続的な発展に貢献しようとする実践的な能

力 

10．論文執筆等を通して次世代に知を伝承できる能力: 論文執筆等を通して高度な学術的成果を国内

外の専門家に的確に伝達し、次世代に知を伝承できる能力 

修了後の 

進路 

在学中に修得した知見を礎として、企業・官庁・団体における法務等様々な部門におけるジェネ

ラリストまたはスペシャリストとして活躍する者の外、大学等の高等教育機関の教員として研究を

行う者が想定される。また、在学中や修了後に転職を経験する者や、起業する者も想定される。 

経営学学位プログラム（D） 

人材養成 

目的 

高度専門職業人の養成・再教育に対する社会的要請に応え、企業や社会が直面する新たな類型の

問題について、経営学における高度な専門知識と客観的な経営データ分析能力に基づく総合的かつ

高度な判断能力を持ち、適切な解決策を提示できる高度専門職業人、及びその経験を有効に活用し

得る国際性を備えた研究者を養成する。 

養成する 

人材像 

博士（経営学）の学位に相応しい専門知識を有する人材を育成する。加えて、課題発見能力、概

念構成能力をはじめとする論理的思考能力や課題解決のための発想力および十分な議論が可能なコ

ミュニケーション能力を具備する人材 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則及び関係規則に規定する博士後期課程の修了の要件を充足した上で、以下の

知識・能力を有すると認められた者に、博士（経営学）の学位を授与する。 

（汎用的知識・能力） 

1．知の創成力：未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力  

2．マネジメント能力：俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行する能力  

3．コミュニケーション能力： 学術的成果の本質を積極的かつわかりやすく伝える能力 

4．リーダーシップ力：リーダーシップを発揮して目的を達成する能力 

5．国際性：国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲 

（専門的知識・能力） 

6．経営に関する研究遂行能力：経営学の高度な専門知識を習得し、高度専門職業人として経営学的

観点と客観的な定性分析・定量分析に基づく研究を遂行できる能力 

7．経営に関するエビデンスベース分析能力：問題分析に際して経営学分野に含まれる多面的な観点

と高度な専門知識に基づく客観的な定性的・定量的データを用いた分析が行える能力 

8．経営に関する課題解決能力：問題解決に際して経営学分野に含まれる多面的な方策と高度な専門
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知識を組み合わせた経営分析モデルを構築し解を提示できる能力 

9．経営に関する知の伝達能力：学術・実務いずれの場においても経営学の高度な専門知識と研究成

果を的確に伝達し発展させる能力 

10．経営に関する知の伝承能力：自らの知見や経営学の高度な専門知識、研究成果を受け継ぎ発展

させ得る後進を育てられる能力 

修了後の 

進路 

多種多様な業界、職種をバックグランドとする現役の社会人が対象であり、在学中に修得した知

見を礎として、企業・官庁・団体における経営管理、研究開発等様々な部門におけるジェネラリス

トまたはスペシャリストとして活躍する者の外、大学等の高等教育機関の教員として研究を行う

者、あるいは、在学中や修了後に転職を指向する者や、起業する者など 

＜法曹専攻＞ 

人材養成 

目的 

以下の４つをすべて満たす法曹を養成する。 

・社会人として既に獲得した知識・経験・技能を法曹としての実務の中に活用できる法曹 

・豊かな人間性と感性を備え、法曹として高い倫理観を備える法曹 

・専門的な法知識を具体的な紛争解決に応用する能力、および、既存の考え方を批判し、新たな問

題を柔軟に解決できる能力を備えた法曹 

・先端的な法分野について十分に理解し、社会の発展に貢献できる法曹 

養成する 

人材像 

具体的には、主として以下（各人のバックグラウンドや目標によりいずれか）の法曹を養成する

が、いずれにおいても社会人の有する知識・経験・技能の活用を図る。 

・一般市民が、一般民事・刑事、家事紛争、不法行為、消費者問題等の法的紛争を解決するため

に、容易にアクセスできる人材 

・国または地方自治体の政策立案に際して高度の専門知識を活用できる人材 

・企業法務担当者などが、グローバルビジネス、社会保障法、知的財産法等の最先端の法分野に関

する高度の専門知識を活用できる人材 

・社会経験に裏打ちされた人間性豊かな人材 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

法曹養成に特化した実践的な教育を行うことに鑑み、特定の法的テーマに限定した研究指導を行

うのではなく、３年以上（法学未修者の場合）又は 2 年以上（法学既修者の場合）在学して所定の

単位を修得し、リーガルマインドを備えることはもちろんのこと、法的な紛争事案を実務的に処

理、解決するための高度な職業意識と専門的な能力を兼ね備え、また、社会状況の変遷に伴って現

れる先端的な法律問題にも適切に対応しうる能力を獲得した者に法務博士（専門職）の学位を授与

する。 

1．リーガルマインド：実務法曹として、具体的事案について法的問題点を的確に把握し、問題を解

決する能力 

2．使命自覚、倫理観養成、実務処理・解決：法的な紛争事案を実務的に処理、解決するための高度

な職業意識と専門的な能力 

3．最先端問題対応：社会の変遷に伴って現れる先端的な法律問題にも適切に対応し得る能力 

修了後の 

進路 

修了後、司法試験に合格した者は 1 年間の司法修習を経て弁護士、検察官、裁判官といった一般

法曹実務家の道に進み、合格しなかった者は従前から所属する組織にとどまる等して、法科大学院

での学修の成果を社会において活用する。 

＜国際経営プロフェッショナル専攻＞ 

人材養成 

目的 

「高度専門職業人」として、国際社会や文化の多様性を理解し、変化するビジネス環境に適合し

た適切な行動を導くことができる知識・技能・資質をもった経営専門職、特に、経営に関するコア

力量を持つビジネスマネジャ－、国際対応力量に秀でたカントリーマネジャー、応用情報技能に秀

でたプロジェクトマネジャーの 3 タイプのグローバルリーダーを養成する。 

養成する 

人材像 

多様性の高い学習環境において、文化的感受性と創発的なコミュニケーションができる英語力を

持ち、主体的な問題意識や自律的な行動様式を備え、将来、営利又は非営利グローバル組織の国際

本部および現地事業所、あるいは地域横断的なプロジェクトにおいて、中枢マネジメント人材とし

て活躍するキャリアを目指す社会人有職者。 

ディプロ

マ・ポリ

シー 

筑波大学大学院学則および関係規則に規定する専門職学位課程の修了の要件を充足した上で、次

の知識・能力を有すると認められた者に、国際経営修士（専門職）の学位を授与する。 

1．多様性受容力：異なる視点を検討し、異なる意見を傾聴することにより、様々な可能性を考慮に

入れる力 
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2．達成力：不確実性が高く、解決が困難な状況において、課題達成の手段を探索する力 

3．先見力：解決すべき課題に影響を与える現在および、将来の諸要因を見通す力 

4．情報収集力：意思決定に必要な質的に高い情報を効率的に収集する力 

5．創造力：既存の概念を組み合わせたり、新たな発想にもとづいて課題に取り組む力 

6．分析思考力：課題解決に適合的な情報と手法を選択して分析する力 

7．戦略立案力：複数の評価尺度の検討から、高い成果が期待される施策を作成する力 

8．組織マネジメント力：与えられた経営資源の配分やメンバーの意識に配慮し、統括部門の目標を

達成する力 

9．コミュニケーション力：意思疎通における曖昧な状況を排除するとともに、関係者から支持や理

解を得る力 

10．危機管理力：客観的にリスク発生の確度およびその影響を把握し、発生時に適切な対処ができ

る力 

修了後の 

進路 

本専攻は、有職社会人を対象とした大学院であるため、基本的には従前の勤務先に継続して就業

する。但し、毎年、一定数の修了生は、学修内容を通して、それまでの職業経験を活かしつつ、キ

ャリアチェンジをしている。また、チェンジパターンとして、異業種、日本企業から外資系企業、

国内企業から海外企業への地域間移動、同級生との起業、あるいは民間企業から国連など国際公務

員への転身等、多様性がある。さらに、専門職大学院の学習内容をさらに発展させるため、大学院

博士後期課程に進学する修了生もいる。 

２．研究科・専攻等の名称及び学位の名称 

上記 1（3）①で述べたとおり、本設置計画では、学校教育法第 100 条ただし書の規定に基づき、

研究科以外の教育研究上の基本組織として「学術院」及び「系」を置き、学術院には専攻相当の組織

として「研究群」を置く構想としている。その名称の考え方を以下に述べる。 

「学術院」は研究科相当の組織であり、本学大学院を構成する基本組織である。「学術」は、学校

教育法第 99 条に「大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し」とあるように、大学院の基本的な

機能を端的に表す語であり、大学院を構成する基本組織の名称として適当である。また「学術」は、

学際分野や新分野に係る学位に「博士（学術）」が用いられているように、学際的文脈でも使用され

ている。この意味でも、学際性を重視した本学の新たな教育組織を表す名称にふさわしい。これに

「院」を付して「学術院」〔英語名称：Graduate School of ～〕という名称とする。 

「研究群」は専攻相当の組織であり、学位プログラムを管理運営し学生の所属組織となる。学生

の研究能力を養う教育組織であること、また、複数の学位プログラム（学位プログラム群）を展開し

て人材育成を行う教育組織であることから、「研究群」〔英語名称：Degree Programs in ～〕という名

称とする。 

「系」については、学校教育法第 85 条ただし書に基づく組織として 11 の系をすでに設置してお

り、今回の第 100 条ただし書の適用に際しても同様の名称・編成とする。教員の所属組織として、

概ね学問分野の区分に沿った緩やかなまとまりを表すものとする趣旨から、「系」〔英語名称：Faculty 

of ～〕という名称としている。 

（１）学術院の名称及びその理由 

 人文社会ビジネス科学学術院 

〔Graduate School of Business Sciences, Humanities and Social Sciences〕 

 

本学術院は、ビジネス科学、人文学、社会科学に関する多面的かつ高度な教育研究を通じて、人間

の価値や人と社会のあり方を時間軸、空間軸を交差させて総合的に探究することによって、新たな



 

18 

知を創造し具現化できる研究者、大学教員、高度専門職業人を養成することを目的としている。現

行の人文社会科学研究科とビジネス科学研究科を一つの学術院にまとめることにより、人文学、国

際公共政策研究、国際日本研究、法学、経営学といった、社会に内在する知を網羅的に教育・研究す

ることが可能となる。これにより、世界及び世界の中の日本における、人間及び社会に関わる諸問

題を多角的、重層的、総合的に捉え、新たな知を創造し具現化できる研究者及び高度専門職業人の

育成を推進する。 

このような教育上の目的・内容を表す名称として、「人文社会科学」と「ビジネス科学」を用いた

名称とする。これらを一体的に表す「人文社会ビジネス科学学術院」とすることにより、現行の人文

社会科学研究科とビジネス科学研究科の融合を重視することが明確化され、学生や社会からの理解

度も高まるものと考える。 

（当該名称の国際通用性） 

英語名称で用いる「Business Sciences」及び「Humanities and Social Sciences」は、それぞれ現行の

ビジネス科学研究科（Graduate School of Business Sciences）及び人文社会科学研究科（Graduate School 

of Humanities and Social Sciences）で用いている。「ビジネス科学」（Business Sciences）とは、多様で

流動的なビジネスの現場にある諸問題を解決するために、経営学、法学、数理情報科学の理論を発

展的に融合した複合的科学を指すものであり、多くの社会人大学院に見られる経営学のみ、あるい

は、法学のみといった単科型教育とは一線を画するものである。このような複合的な教育はとりわ

け国外で実践されており、米国ニューヨーク市立大学、ペンシルベニア州立大学、パデュー大学、英

国マンチェスタービジネススクールなどで、Business Sciences に類する教育が実践されており、この

名称は国際的にも通用するものと考える。「人文社会科学」及びその英語名称は、人文学と社会科学

とを総合するものとして一般的であり、その名を冠した学部や研究科は、国外でも、ケンブリッジ

大学やリバプール大学、ニューヨーク大学などに見られる。国内では、弘前大学・岩手大学・千葉大

学・埼玉大学・静岡大学・三重大学・島根大学・鹿児島大学・琉球大学などに「人文社会科学研究科」

が存在しており、国内的にも国際的にも定着した名称である。 

これら、ビジネス科学と人文社会科学を総合した組織を編成する際には、Business Sciences, Social 

Sciences 及び Humanities を列挙して用い、たとえば海外であれば、West Virginia University Institute 

of Technology (US)の College of Business, Humanities and Social Sciences や The University of Sheffield 

(UK)の The Pre-Masters in Business, Social Sciences and Humanities など、人文社会ビジネス科学学術

院と同様の教育内容を有する大学での使用例がみられるところであるが、本学においては前述の

「Business Sciences」単体での国際的通用性を踏まえプロフェッショナルスクールのパイオニアとし

て培って来た教育の継続性を示すため、「Business Sciences」と、当該分野における研究者養成を主眼

とした「Humanities and Social Sciences」とを対等に結んだものとして「Graduate School of Business 

Sciences, Humanities and Social Sciences」を用いるものであり、これは本学術院の教育理念と特徴を

国際的に的確に伝えるために、必須のものである。 

以上のように Business Sciences, Humanities and Social Sciences の名称は国際的にも通用性があり、

また、ビジネス科学と人文社会科学の領域における学際的な学問領域の統合・発展を図る本学位プ

ログラムの精神に沿うものである。 
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（２）本学術院に置く研究群及び専攻の名称並びにその理由 

 人文社会科学研究群 

〔Degree Programs in Humanities and Social Sciences〕 

 ビジネス科学研究群 

〔Degree Programs in Business Sciences〕 

 法曹専攻（専門職学位課程：法科大学院） 

〔Law School Program〕 

 国際経営プロフェッショナル専攻（専門職学位課程） 

〔MBA Program in International Business〕 

 

人文社会科学研究群は、人や社会の営み、人と社会の関係の考察・分析に係わる人文社会科学の

基礎研究において優れた能力を有し、学問の進展や社会的要請の変化に応じて人類の知の継承に貢

献し得る人材、またグローバル化の進展に伴う地球規模の課題や社会的課題に果敢に挑戦し、人間

の存在や人と社会との関係の望ましいあり方を構想し得る独創性と柔軟性を併せ持つ研究者・教育

者、及び高い専門性と実務能力を有する職業人を養成することを目的としている。このような教育

上の目的・内容を表すために、「人文社会科学」を用いた名称とする。 

ビジネス科学研究群は、社会人を主たる対象にして、現代社会や組織が直面する諸課題の背景を、

ビジネス科学、すなわち、経営学、法学、数理情報科学の観点から多角的、重層的、総合的に探求

し、実効性の高い解決策を策定・実行し、社会の持続可能な発展に寄与しうる高度専門職業人を養

成することを目的としている。このような教育上の目的・内容を表すために、「ビジネス科学」を用

いた名称とする。 

また、「人文社会科学」（Humanities and Social Sciences）及び「ビジネス科学」（Business Sciences）

の双方とも、英語名称を含め、いずれも母体となる改組前の組織（人文社会科学研究科、ビジネス科

学研究科）で用いており、本学における当該分野の大学院教育を行う組織名称として定着した名称

である。このことからも、引き続きこの名称を用いるのが適当である。 

法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル専攻は専門職大学院であり、法令の規定により専攻相

当の組織とする必要があるため、専攻相当の組織である研究群には属さず、引き続き専攻として存

続する。両専攻とも、今回の改組前後において教育上の目的・内容に大きな変更を伴わないことか

ら、英語名称を含め、改組前の組織名称を引き続き使用する。 

（３）学位に付記する専攻分野の名称及びその理由 

本学術院に置く研究群及び専攻において授与する学位は次のとおりとする。 

① 人文社会科学研究群 

授与する学位 左記の学位を授与する学位プログラム 

・修士（文学）〔Master of Arts in Humanities〕 

・博士（文学）〔Doctor of Philosophy in Humanities〕 
・人文学学位プログラム（M/D） 

・修士（国際公共政策）〔Master of Arts in International 

Public Policy〕 

・博士（国際公共政策）〔Doctor of Philosophy in 

International Public Policy〕 

・国際公共政策学位プログラム（M/D） 
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・修士（国際日本研究）〔Master of Arts in International 

and Advanced Japanese Studies〕 

・博士（国際日本研究）〔Doctor of Philosophy in 

International and Advanced Japanese Studies〕 

・国際日本研究学位プログラム（M/D） 

 

 「人文学学位プログラム」は、改組前の哲学・思想専攻（5D）、歴史・人類学専攻（5D）、文芸・

言語専攻（5D）、現代語・現代文化専攻（M/D）を母体とするが、グローバル化に伴う社会の変

化などに対応するために横断的・総合的な人文学の教育課程とするものである。先の専攻では、

「文学」、「言語学」又は「学術」の学位を授与しているが、改組後は、これまで個別のカリキュ

ラムの中で行ってきた教育を総合的・融合的に人文学として構築するという点、これらの分野

を包括するものとして、国内では「文学」という名称が一般的であるので、「文学」に統一する

ことが適当である。また、国際的には、「文学」が含む学問分野に相当するものとして「Humanities」

が用いられることから、英語名称については「Humanities」を用いることが適当である。「文学」

については、東京大学、九州大学などにおいて、「哲学」「歴史学」「文学」「言語学」等の専門分

野に対して「文学」の学位が与えられている。「Humanities」については、University of Southampton、

Slave Regina University 等において、上記のような専門分野に対して「Humanities」の学位が与え

られている。 

 「国際公共政策学位プログラム」は、改組前の国際公共政策専攻（M/D）、国際地域研究専攻（M）

を母体としている。改組前の専攻では、国際公共政策専攻において「政治学」「社会学」「国際政

治経済学」「国際公共政策」「学術」の学位を、国際地域研究専攻において「地域研究」「国際学」

「公共政策」「経済学」「学術」の学位を授与しているが、改組後は、各研究分野の専門性の結集

と学際的融合とに基づく公共政策志向の教育内容と、国際的通用性を持つ学位という観点から、

学位を「国際公共政策」に統一することが適当である。 

 「国際日本研究学位プログラム」は、改組前の国際日本研究専攻（M/D）を母体としている。当

該専攻では、「人文科学」「社会科学」「国際日本研究」「日本語教育」の学位を授与しているが、

改組後は、学際的・複合的な教育研究を推進するためには領域横断型の学位名が望ましく、ま

た、本学位プログラム名を冠する学位名とすることによって本学位プログラムの教育研究の成

果を国際的に発信することが望ましいため、「国際日本研究」に統一することが適当である。 

② ビジネス科学研究群 

授与する学位 左記の学位を授与する学位プログラム 

・修士（法学）〔Master of Laws〕 

・博士（法学）〔Doctor of Philosophy in Law〕 
・法学学位プログラム（M/D） 

・修士（経営学）〔Master of Business Administration〕 

・博士（経営学）〔Doctor of Philosophy in Business 

Administration〕 

・経営学学位プログラム（M/D） 

 

 「法学学位プログラム」は、改組前の企業法学専攻（M）、企業科学専攻企業法コース（D）を母

体としており、当該専攻で授与している「法学」の学位を引き継ぐ。 

 「経営学学位プログラム」は、改組前の経営システム科学専攻（M）、企業科学専攻システムズ・

マネジメントコース（D）を母体としている。改組前の専攻では、経営システム科学専攻におい

て「経営学」「経営システム科学」の学位を、企業科学専攻システムズ・マネジメントコースに
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おいて「経営学」「システムズ・マネジメント」の学位を授与しているが、改組後は、修士（経

営学）（M）、博士（経営学）（D）を授与する。当該学位プログラムは「経営学」を主たる教育領

域とし、経営学周辺領域（経営、マーケティング、会計、ファイナンス等）、数理領域（統計、

オペレーションズ・リサーチ、最適化等）及び情報領域（人工知能、データマイニング、機械学

習、シミュレーション等）を相互依存・複合的に教育するところに、経営学を主たる教育・研究

領域とする大学院課程における社会的ニーズと競争優位性がある。その意味で修士（経営学）

及び博士（経営学）が教育内容に合致した学位名であるといえる。また、国際的にみると当該領

域の学位は、Master of Business Administration（修士（経営学））及び Doctor of Philosophy in Business 

Administration（博士（経営学））が採用されることが多く、国際的通用性の観点で修士（経営学）

及び博士（経営学）が望ましいと考えられる。本学位プログラムでは、教育内容との合致度及び

国際的通用性の観点から、修士、博士ともこれまで 2 つの学位を授与していたところを修士（経

営学）及び博士（経営学）に統一することにした。 

③ 法曹専攻 

本専攻は専門職大学院（法科大学院）であることから、専攻相当の組織である研究群には属さず、

引き続き専攻として設置し、今回の改組前後において教育上の目的・内容に大きな変更を行わない。

このため、改組前の名称である「法務博士（専門職）」〔英語名：Juris Doctor〕を引き続き使用する。 

④ 国際経営プロフェッショナル専攻 

本専攻は専門職大学院であることから、専攻相当の組織である研究群には属さず、引き続き専攻

として設置し、今回の改組前後において教育上の目的・内容に大きな変更を行わない。このため、改

組前の名称である「国際経営修士（専門職）」〔英語名：Master of International Business Administration〕

を引き続き使用する。 

３．教育課程の編成の考え方及び特色（カリキュラム・ポリシーを含む） 

（１）教育課程編成に関する全学的方針 

本学は、高度な専門的知識とそれを活かす多様で学際的な知識の習得で得られる総合的な知的基

盤に加え、倫理観、人間性、論理性、国際性、コミュニケーション力、豊かな心身基盤、マネジメン

ト・企画調整力などの汎用智がバランスよく培われた高度な知的人材を育て上げるための教育を施

すための教育体系を「総合智教育」と定義し、学士課程から大学院課程までにわたり、総合智教育の

理念に基づいた教育課程を編成することとしている。 

大学院においては、この理念を踏まえた上で、学位プログラムを中心とした教育システムを構築

するという本改革の基本理念に基づき、学位授与時に学生が備えているべき知識・能力等（以下「コ

ンピテンス」という。）を明確にし、それに基づく体系的な教育課程を編成・実施する。コンピテン

スの明確化に当たっては、学生の専攻分野に関する高度な専門的知識・能力（専門コンピテンス）だ

けでなく、世界の多様な場、変化の激しい社会で生涯にわたる活躍を支える資質として汎用的能力

（汎用コンピテンス）を養うことを明確にする。 

コンピテンスは学生にとって分かりやすいものとすることが重要であることから、設定したコン



 

22 

ピテンスの修得状況をどのような観点で評価するのか（評価の観点）、また、どのような学修によっ

て身につけるのか（対応する主な学修）を、各学位プログラムのカリキュラム・ポリシーにおいて明

示する。 

＜汎用コンピテンス＞ 

汎用コンピテンスは、学生の専攻分野にかかわらず、本学大学院生として共通に達成されるべき

コンピテンスとして設定する。汎用コンピテンスについては、本学が実施してきたステークホルダ

ー調査の蓄積データ、中央教育審議会答申、日本経済団体連合会の提言等を踏まえて検討した結果、

学位レベル（修士・博士）に応じて次の各 5 項目を設定することとした。 

 コンピテンス 評価の観点 

修 

士 

1. 知の活用力：高度な知識を社会

に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または役立てようとしてい

る）か 

② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも問題を発見することが

できるか 

2. マネジメント能力：広い視野に

立ち課題に的確に対応する能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することができるか  

② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力はあるか 

3. コミュニケーション能力：専門

知識を的確に分かりやすく伝え

る能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュニケーションを十分

に行うことができるか 

② 研究内容や専門知識について，その分野だけでなく異分野の人に

も的確かつわかりやすく説明することができるか 

4. チームワーク力：チームとして

協働し積極的に目標の達成に寄

与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組んだ経験はあるか 

② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に何らかの貢献をしたか 

5. 国際性：国際社会に貢献する意

識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対する意識があるか 

② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力を有するか 

博 

士 
1. 知の創成力：未来の社会に貢献

し得る新たな知を創成する能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等があるか 

② 人類社会の未来に資する知を創成することが期待できるか 

2. マネジメント能力：俯瞰的な視

野から課題を発見し解決のため

の方策を計画し実行する能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、的確に実行することが

できるか 

② 専門分野以外においても課題を発見し、俯瞰的な視野から解決す

る能力はあるか 

3. コミュニケーション能力：学術

的成果の本質を積極的かつ分か

りやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対して、研究内容や専門知識

の本質を分かりやすく論理的に説明することができるか 

② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を積極的に伝えるととも

に、質問に的確に答えることができるか 

4. リーダーシップ力：リーダーシ

ップを発揮して目的を達成する

能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定することができるか 

② 目標を実現するための体制を構築し、リーダーとして目的を達成

する能力があるか 

5. 国際性：国際的に活動し国際社

会に貢献する高い意識と意欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対する高い意識と意欲がある

か 

② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力を有するか 
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＜専門コンピテンス＞ 

専門コンピテンスは、学術院－研究群－学位プログラムの階層ごとに体系的に設定する。それぞ

れの位置付けは次のとおりである。 

 学術院コンピテンス：各学術院において養成する中核的専門コンピテンスであり、学術院とし

ての基本的な方針を示す。「研究力」「専門知識」「倫理観」の 3 項目で構成される。 

 研究群コンピテンス：各研究群において養成する中核的専門コンピテンスであり、学術院コン

ピテンスと同じく「研究力」「専門知識」「倫理観」の 3 項目で構成される。コンピテンスと併

せて、その修得に係る評価の観点等について研究群としての指針を示す。 

 学位プログラムコンピテンス：各学位プログラムにおいて養成する人材が持つべき専門コンピ

テンスであり、研究群コンピテンスを踏まえて設定される。コンピテンスと併せて、その修得

に係る評価の観点を示す。 

この学術院－研究群－学位プログラムの各コンピテンスの位置づけが示すとおり、学位プログラ

ムコンピテンスは研究群コンピテンスを充足し、研究群コンピテンスは学術院コンピテンスを充足

する。すなわち、学位プログラムコンピテンスの修得により、学術院及び研究群のコンピテンスは

充足される。 

＜コンピテンスとカリキュラムの関係＞ 

各学位プログラムは、汎用コンピテンスと専門コンピテンス（学位プログラムコンピテンス）を

ディプロマ・ポリシーに明示し、その達成に向けた教育課程の編成方針、学修の方法・プロセス、評

価の観点・方法をカリキュラム・ポリシーとして定め、体系的な教育課程を編成・実施する。学生

は、各学位プログラムにおける学修を通じて、汎用コンピテンス及び専門コンピテンスを修得する。

学位プログラムにおける学修とは、学位プログラムの専門的な授業科目・研究指導のほか、後述す

る大学院共通科目、学術院共通専門基盤科目等の履修、あるいは授業科目以外の学修・研究活動（学

会参加、インターンシップ等）を含めた、各学生の入学から修了までの学修活動の総体である。 

＜大学院共通科目＞ 

本学大学院では、大学院教育実質化の取組の一環として、学生の高度な質と能力を担保し、個人

の総合的能力を向上させること、すなわち「人間力」の醸成を目的として、平成 20 年度から大学院

共通科目を開設し、その充実を図ってきた。今回の改組に当たっては、各学術院に新規開設する「学

術院共通専門基盤科目」（後述）との関係を整理しつつ、「人間力」の醸成という所期の目的を継承

し、主として汎用コンピテンスの修得をサポートする役割を担うものとして、次の 6 つの科目群で

構成する。 

 生命・環境・研究倫理科目群：研究者・高度専門職業人として求められる研究倫理、医療倫理、

生命倫理、環境倫理等に関する科目群 

 情報伝達力・コミュニケーション力養成科目群：研究成果を積極的に分かりやすく伝える力や

プレゼンテーション能力の向上等に資する科目群 

 国際性養成科目群：グローバル化時代の人材にふさわしい国際性を涵養する科目群。国際研究

プロジェクトや国際インターンシップに係る渡航費支援を含む。 

 キャリアマネジメント科目群：大学院修了後の進路に関する考え方や基礎的能力を涵養する科

目群 
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 知的基盤形成科目群：自らの研究分野以外の幅広い知識・教養を涵養する科目群 

 身心基盤形成科目群：健やかな身体、豊かな心、逞しい精神の自己修養力向上を図る科目群 

大学院共通科目は、特定の科目の履修を一律に義務づけるような性格のものではなく、各学位プ

ログラムのカリキュラム・ポリシーに照らして必要な科目を教育課程に位置づける、あるいは、個々

の学生の学修歴やキャリアプラン等を踏まえて必要な科目を履修するなど、柔軟な履修形態を採用

する。 

＜学術院共通専門基盤科目＞ 

学術院コンピテンスの修得に資する基盤的科目として、各学術院に「学術院共通専門基盤科目」

を開設する。学術院共通基盤科目は、学術院が包含する分野において、学生の専攻分野に関連する

分野の基礎的素養、広い視野や俯瞰力を涵養することを目的とする。学術院共通専門基盤科目は、

当該研究群に属する研究群から提供される科目、あるいは学術院として独自に編成した科目で構成

される。 

学術院共通専門基盤科目も、大学院共通科目と同様に特定の科目の履修を一律に義務づけるので

はなく、各学位プログラムのカリキュラム・ポリシーや個々の学生の総合的能力形成の観点から必

要な科目を履修する。 

＜研究群における教育＞ 

研究群は専攻相当の組織であり、専任教員配置の単位となる。「4．教員組織の編成の考え方及び

特色」で述べるように、研究群の専任教員は、主担当（学位プログラムの中核となる教員で、教育・

運営の全般にわたって責任を持つ）となる学位プログラムを明確にした上で、副担当（主担当とな

る学位プログラムの業務に支障のない範囲で教育・運営に参画する）として他の学位プログラムに

おける授業及び研究指導を担当することができる。この仕組みにより、各学位プログラムの教育上

の必要性に応じて、専任教員が各々の専門性を活かして学位プログラムを越えて協働し、学生の指

導にあたることを可能とする。また、各研究群の特性に応じて、研究群共通科目等を設定すること

により、広い視野や俯瞰力を養う。 

（２）人文社会ビジネス科学学術院の教育課程編成の考え方及び特色 

教育課程編成に関する全学的方針に基づき、人文社会ビジネス科学学術院における学術院コンピ

テンス及び学術院共通専門基盤科目を、それぞれ表 3-(2)-a 及び表 3-(2)-b のとおり設定する。学術

院コンピテンスは本学術院において養成する中核的コンピテンスであり、学術院としての基本的な

方針を示すものである。学術院共通専門基盤科目は、学生の専攻分野に関連する分野の基礎的素養、

広い視野や俯瞰力の涵養をサポートし、学術院コンピテンスの修得に資する基盤的科目である。 

本学術院では、実践的な側面と基礎的な側面から以下のように科目を編成する。「ビジネス法入門」

や「哲学プラクティス」などの科目は、人間及び社会に関する諸問題、隣接・関連分野における研究

手法に関する基礎的な知識を広めることによって、学生の専攻分野に関する研究を広い視点から捉

え直し、新たな研究を推進することを促すことが可能になる。また、「トップレクチャーⅠ・Ⅱ」は

企業・組織の経営者による経営上の課題とトップマネジメントの実践方法を修得することを目的と

している。これにより、人文社会ビジネス科学分野の研究の基礎となる知識や研究手法の修得に加
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えて、学生が社会のニーズに応え、キャリアパスを意識した研究を推進するための基礎的な素養を

身につけることが可能になる。 

表 3-(2)-a 人文社会ビジネス科学学術院コンピテンス 

 コンピテンス 

修 

士 

1. 研究力 
人文社会ビジネス科学分野における研究課題設定と研究計画を遂行するための基礎的

な知識と能力 

2. 専門知識 人文社会ビジネス科学分野における高度な専門知識と運用能力 

3. 倫理観 
人文社会ビジネス科学分野の基礎的研究能力を有する人材または高度専門職業人にふ

さわしい倫理観と倫理的知識 

博 

士 

1. 研究力 
人文社会ビジネス科学分野における最新の専門知識に基づいて先端的な研究課題を設

定し、自立して研究計画を遂行できる能力 

2. 専門知識 人文社会ビジネス科学分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力 

3. 倫理観 
人文社会ビジネス科学分野の研究者または高度専門職業人にふさわしい倫理観と倫理

的知識、および専攻する特定の分野に関する深い倫理的知識 

専

門

職 

・企業・組織の経営や法務に関する深い専門知識を持ち、多角的に思考する能力 

・社会や実務の現場から自ら問題を発見し、明確化した上で解決する能力 

・学術研究に基づく理論と実務に関する知識や経験を融合して、自らの主張を組み立て、コミュニケーシ

ョンする能力 

・経営や法務に関する新たな知を創造するとともに、社会や実務でそれを実践する能力 

表 3-(2)-b 人文社会ビジネス科学学術院共通専門基盤科目 

授業科目 単位数 
学術院コンピテンスとの対応 

研究力 専門知識 倫理観 

ビジネス法入門 1 ○ ○ ○ 

法文献学 1 ○ ○ ○ 

トップレクチャーⅠ 1  ○  

トップレクチャーⅡ 1  ○  

哲学プラクティス A 1 ○  ○ 

哲学プラクティス B 1 ○  ○ 

言語対照論 1 ○ ○  

言語資料論 1 ○ ○  

文献資料学 1 ○   

比較文学 1 ○   

表象文化論 1 ○   

現代文化学基礎Ⅰ 1 ○ ○ ○ 

現代文化学基礎Ⅱ 1 ○ ○ ○ 

国際公共政策論 1 ○  ○ 

日本政治と市民社会１ 1 ○  ○ 

Japan's Politics and Civil Society 1 1 ○  ○ 

環境とマクロ経済学 1 1 ○  ○ 

The Environment and Macroeconomics 1 1 ○  ○ 

地域研究論 1 ○  ○ 
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（３）人文社会科学研究群の教育課程編成の考え方及び特色 

本研究群の教育課程は、研究群共通科目を置くとともに、各学位プログラムの博士前期課程にお

いて、授業科目を、基礎科目、専門基礎科目、専門科目に区分し、基礎的なものから専門的なものへ

と系統的に配置して、学生の履修に資するように編成している。基礎科目は、学問領域を超えて幅

広い分野に共通する基礎的な知識・能力、人間性を涵養する科目であり、大学院共通科目、学術院専

門基盤科目、研究群共通科目などから構成されている。専門基礎科目は、学位プログラムで対象と

する専門分野及び関連分野の基礎的な知識・能力を涵養する科目である。専門科目は、学位プログ

ラムで養成する人材が持つべき能力を涵養する科目である。 

博士後期課程は、博士論文完成のための研究指導を行うが、最先端の知識と思考力を修得させる

ために必要な専門科目を配置している。また、大学院共通科目なども履修できる。 

① 人文社会科学研究群コンピテンス 

教育課程編成に関する全学的方針、及び人文社会ビジネス科学学術院コンピテンスを踏まえ、人

文社会科学研究群における研究群コンピテンスを次のとおり設定する。研究群コンピテンスは本研

究群において養成する中核的専門コンピテンスである。コンピテンスと併せて、その修得に係る評

価の観点等について研究群としての指針を示す。コンピテンス及び評価の観点は学位レベル（修士

／博士）に応じて設定する。本研究群に置く学位プログラムはすべて区分制博士課程であることか

ら、学生にとってわかりやすいよう、軸は同じとして博士をより高度で先端的な水準として表す。 

 

 コンピテンス 評価の観点 対応する主な学修 

修 

士 

1. 研究力：人文社会科学分野

における研究課題設定と研

究計画を遂行するための基

礎的な知識と能力 

① 人文社会科学分野における研究課題を

設定する能力を身につけたか。 

② 人文社会科学分野における研究計画を

遂行する能力を身につけたか。 

学術院共通専門基盤科

目、修士論文合同演習、

研究法入門、専門科目

（演習科目）、修士論文作

成、研究会発表など 

2. 専門知識：人文社会科学分

野における高度な専門知識

と運用能力 

① 人文社会科学分野における高度な専門

知識を身につけたか。 

② 人文社会科学分野における専門知識の

運用能力を身につけたか。 

学術院共通専門基盤科

目、修士論文合同演習、

専門基礎科目、専門科目

（講義科目、演習科目）、

修士論文作成、研究会発

表など 

3. 倫理観：人文社会科学分野

の基礎的研究能力を有する

人材にふさわしい倫理観と

倫理的知識 

① 人文社会科学分野において必要な倫理

観を身につけたか。 

② 人文社会科学分野において必要な倫理

的知識を身につけたか。 

大学院共通科目（生命・

環境・研究倫理科目群）、

学術院共通専門基盤科

目、研究法入門、専門科

目（演習科目）、研究指導

など 

博 

士 

1. 研究力：人文社会科学分野

における最新の専門知識に

基づいて先端的な研究課題

を設定し、自立して研究計

画を遂行できる能力 

① 人文社会科学分野における先端的な研

究課題を設定する能力を身につけたか。 

② 人文社会科学分野において自立して研

究計画を遂行する能力を身につけたか。 

大学院共通科目、専門科

目（演習科目）、研究指

導、博士論文作成、学会

発表など 

2. 専門知識：人文社会科学分

野における先端的かつ高度

な専門知識と運用能力 

① 人文社会科学分野における先端的かつ

高度な専門知識を身につけたか。 

② 人文社会科学分野における専門知識の

総合的な運用能力を身につけたか。 

大学院共通科目、専門科

目（演習科目）、研究指

導、博士論文作成、学会

発表など 
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3. 倫理観：人文社会科学分野

の研究者にふさわしい倫理

観と倫理的知識、および専

攻する特定の分野に関する

深い倫理的知識 

① 人文社会科学分野の研究者にふさわし

い倫理観と倫理的知識を身につけたか。 

② 専攻する特定の分野に関する深い倫理

的知識を身につけたか。 

大学院共通科目（生命・

環境・研究倫理科目群）、

専門科目（演習科目）、研

究指導など 

② 研究群共通科目 

科学技術の進展や経済活動のグローバル化といった社会の劇的な変化に伴い、地球規模で様々な

政治的・社会的・文化的諸問題が生じている。これらは、単一の専門分野の知識のみによって対処で

きるものではなく、深い専門性を持ちつつ、人文学・社会科学の諸領域を横断する幅広い知識・教

養・行動力によって対処することが必要になっている。 

本研究群は、改組前の人文社会科学研究科において、深い専門性に基礎を置きつつ、幅広い知識・

教養・行動力を身につけて、新たな学問領域を開拓しようという「新領域開拓のための人社系異分

野融合型教育」（IFERI: Inter-faculty Education and Research Initiative）を推進し、その中で人文社会科

学のためのキャリアデザインプログラム（Preparing Future Professors / Professionals）を研究科共通

科目として開講してきた。改組後も、幅広い知識・教養・行動力を身につけさせるため、博士前期課

程の学生を対象に修士論文合同演習、研究法入門などの研究群共通科目を置く。 

修士論文合同演習（1 単位）は、学生が自らの研究を人文社会科学分野の中で位置づけるとともに

学際的な研究を促すための必修科目である。この科目では、本研究群の博士前期課程 1 年次生を対

象に、各学位プログラムから推薦された、優れた修士論文を提出した 2 年次生が研究発表を行い、

質疑、意見交換を行い、実施後、課題を提出させる。同じ分野のみならず、他分野の研究発表を聞

き、議論を行うことによって、専門知識を深めるとともに、他分野における研究課題設定、解決方法

を学ぶことによって、修士論文執筆に向けて研究力を高めるのみならず、自らの研究を人文社会科

学分野において位置づけ、さらには、学際的な研究への発展を企図することができる。 

研究法入門（１単位）は、人文社会科学に共通する研究倫理や情報倫理について修得するととも

に、研究者に求められる基本的態度や情報リテラシー、論文作成法、研究者・高度専門職業人として

のキャリアについて考えるための科目である。日本語を理解しない留学生に対しては、英語で

Academic Writing and Research Ethics（１単位）を開講し、本研究群の博士前期課程の学生は、いず

れかの科目を選択して必ず履修しなければならない。 

このほかに、人文社会科学のためのグラントライティング入門、人文社会科学のためのインター

ンシップ(1)、(2)を選択科目として開講する。 

 

授業科目 単位数 

修士論文合同演習 1 

研究法入門 1 

Academic Writing and Research Ethics 1 

人文社会科学のためのグラントライティング入門 1 

人文社会科学のためのインターンシップ(1) 1 

人文社会科学のためのインターンシップ(2) 1 
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③ カリキュラム・ポリシー 

本研究群に置く学位プログラムのカリキュラム・ポリシーを以下に示す。また、ディプロマ・ポリ

シーに掲げる知識・能力と評価の観点及び対応する主な学修を資料２に示す。 

各学位プログラムのカリキュラム・ポリシーでは、各専門とそれらを横断する総合的学問として

の人文学、国際公共政策研究、国際日本研究の研究力・専門知識・倫理観とともに、人文社会科学の

幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスにわたる広い視野、社会の多様な場での活躍を支える汎用的

知識・能力を養うための教育・研究指導を行うことを明確にする。本学はこれまでも大学院共通科

目の開設等により狭い専門領域にとどまらない幅広い学修を促進してきたが、細分化した専攻の組

織が壁となり、十分な状況とは言えなかった。今回の改組再編により、学位プログラムの中におけ

る学際的な学修を中心として、研究群の編成を活かした幅広い教育・研究指導を行うとともに、大

学院共通科目、学術院専門基盤科目、及び研究群共通科目を必修・選択必修として組み込み、学生個

人の専門を軸とした体系的で幅広い学修が実現する。この学修体系は、個々の学生の研究計画やキ

ャリアプラン等を踏まえて、各学位プログラムにおいてきめ細かな履修指導や学修支援を行うこと

により具体化される。社会人や留学生を含め、学生の学修背景や学修目的は多様であることから、

複数分野にまたがる幅広い学修やより専門を深めたい者への対応など個々の学生に適した道筋でデ

ィプロマ・ポリシーに掲げる汎用的知識・能力及び専門的知識・能力の獲得に導くことができるよ

う柔軟な履修体系とする。 

研究群の専任教員は、主担当となる学位プログラムを明確にした上で、必要に応じて副担当とし

て他の学位プログラムにおける研究指導を担当する。また、教育上の必要性に応じて他の学術院・

研究群の専任教員も協力して研究指導に参画する。 

なお、学生のキャリアプラン等に応じた幅広い学修に対応するための履修指導において、学生個々

の科目履修が異なる中でも汎用／専門コンピテンスの修得が計画的に達成できるよう、①カリキュ

ラムマップで授業科目とコンピテンスの関係を学生及び指導教員が互いに確認できる環境を整え、

②学生ごとの修得状況を達成度評価シート等により管理しながら、③論文指導、中間評価、予備審

査等の機会を利用し、指導教員と学生との対話により授業以外の学修・研究活動（学会参加、インタ

ーンシップ等）の状況を確認する。これらの仕組みを構築することで、教員が、学生のコンピテンス

の修得状況を確認し、不足がある場合は履修指導によって補う。汎用コンピテンス「国際性」を修得

するための学修について例を挙げて説明すると、どの学生でも履修可能な大学院共通科目（国際性

養成科目群）、専門科目の語学力養成科目、外国語の講義科目・演習科目等の単位取得、外国語文献

を利用した学位論文の作成などで「国際性」コンピテンスを修得できる。しかし、国外での活動経験

（海外インターンシップなど）、外国人との共同研究、留学生との交流、TOEIC スコア取得、国際会

議発表、英語学術論文の投稿等を行った学生は、その活動状況に応じて、授業による学修の一部に

代えて、「国際性」コンピテンスを修得していると評価する。どのように計画立てて修得するかにつ

いては、カリキュラムマップを参照しつつ、指導教員が、その学生に合った履修指導を行うことで、

学生ごとにコンピテンスの達成度を判定する。 

■博士前期課程 

人文学学位プログラム（M） 

哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教育学の９領域を横断する人文学の研

究力・専門知識・倫理観とともに、人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスにわたる広い視野、社

会の多様な場での活躍を支える汎用的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 
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教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、大学院共通科目、学術院共通専門基盤科目、研究群共通科目から 2 単位を選択必

修とする。このほか、研究群共通科目のうち「修士論文合同演習」、「研究法入門または Academic 

Writing and Research Ethics」の 2 単位を必修とする。研究指導においては、複眼的視野をもった

研究能力の育成のために複数指導体制（必要に応じた他学位プログラムの教員も参画）とする。

具体的な履修科目や副指導教員の配置は、個々の学生の研究計画やキャリアプラン等を踏まえて

決定する。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and Research Ethics

などにより、高度な知識を社会に役立てる能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2)などにより、広い視野に立ち課

題に的確に対応する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習などにより、専門知識を的確に分かり易く伝える能力を身

に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2)などにより、チームとして協働

し積極的に目標の達成に寄与する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのグラントライティング入門などにより、国際社会に貢

献する意識を身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and 

Research Ethics、専門科目（演習科目）、修士論文作成、研究会発表などにより、人文社会科学

分野及び人文学分野における研究課題設定と研究計画を遂行するための基礎的な知識と能力を

身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、専門基礎科目、専門科目（講義科目、演習科

目）、修士論文作成、研究会発表などにより、人文社会科学分野及び人文学分野における高度

な専門知識と運用能力を身に付ける。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、学術院共通専門基盤科目、研究法入門また

は Academic Writing and Research Ethics、専門科目（演習科目）、研究指導などにより、人文社

会科学分野及び人文学分野の基礎的研究能力を有する人材にふさわしい倫理観と倫理的知識を

身に付ける。 

・専門科目（演習科目）、修士論文作成、研究会発表などにより、専門分野に関する知識をもと

に物事を論理的に考え、結論を導き出す能力を身に付ける。 

・専門科目（演習科目）、他学位プログラム科目、研究指導などにより、研究成果を関連分野の

中に位置づけ、応用、実践する能力を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・入学時、加えて年度当初に、学生の個々の研究テーマに基づき「履修計画」および指導体制を

設定し、授業履修、研究指導を行う。 

・1 年次に「研究法入門」の履修を通じて、研究倫理や基本的な研究手法を学び、汎用コンピテ

ンス「知の活用力」、専門コンピテンス「研究力」「倫理観」を身に付ける。また、入学時の早

い段階で、その他の研究群共通科目、学術院共通専門基盤科目、大学院共通科目を含む基礎科

目の履修を通じて、汎用コンピテンス「知の活用力」「マネジメント能力」「コミュニケーショ

ン能力」「チームワーク力」「国際性」を身に付ける。 

・主に 1 年次に専門基礎科目の履修を通じて、それぞれの専門の基礎的な知識を学び、専門コン

ピテンス「専門知識」などを身に付ける。 

・主に 2 年次に専門科目（講義科目、演習科目）の履修を通じて、研究に必要な高度な専門知識

とその運用を学び、汎用コンピテンス「知の活用力」、専門コンピテンス「研究力」「専門知

識」「思考力」などを身に付ける。また、専門科目（演習科目）、研究指導を中心に、汎用コン

ピテンス「マネジメント能力」「コミュニケーション能力」「チームワーク力」など、専門コン

ピテンス「倫理観」「総合力」を身に付ける。 

学修成果の 

評価 

・コンピテンス修得に係る評価は、1 年次終了時に修得状況を指導教員が確認し、それに基づき

2 年次に履修指導を行い、修士論文提出時にすべてのコンピテンスが以下の単位数を満たして

いるか、評価を行う。 

知の活用力：10 単位 

マネジメント能力：2 単位 

コミュニケーション能力：10 単位 

チームワーク力：2 単位 

国際性：2 単位 

研究力：10 単位 
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専門知識：10 単位 

倫理観：2 単位 

思考力：10 単位 

総合力：5 単位 

・修士論文の審査は、主査 1 名、副査 2 名以上で構成される審査委員会を設けて公開で行う。 

国際公共政策学位プログラム（M） 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学の各分野を横断する国際公共政策研究

の研究力・専門知識・倫理観とともに、人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスにわたる広い視

野、社会の多様な場での活躍を支える汎用的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、大学院共通科目から１単位、学術院共通専門基盤科目から１単位、研究群共通科

目のうち「修士論文合同演習」、「研究法入門または Academic Writing and Research Ethics」の２単

位を必修とし、そのほかの研究群共通科目の履修を推奨する。研究指導においては、複眼的視野

をもった研究能力の育成のために複数指導体制（必要に応じた他学位プログラムの教員も参画）

とする。具体的な履修科目や副指導教員の配置は、個々の学生の研究計画やキャリアプラン等を

踏まえて決定する。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and Research Ethics

などにより、高度な知識を社会に役立てる能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2) 、専門基礎科目などにより、

広い視野に立ち課題に的確に対応する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習、専門科目（演習科目）などにより、専門知識を的確に分

かり易く伝える能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2) 、専門科目（演習科目）など

により、チームとして協働し積極的に目標の達成に寄与する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのグラントライティング入門、専門基礎科目などによ

り、国際社会に貢献する意識を身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and 

Research Ethics、専門基礎科目、専門科目（演習科目）、修士論文作成、研究会発表などによ

り、人文社会科学分野及び国際公共政策分野における研究課題設定と研究計画を遂行するため

の基礎的な知識と能力を身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、専門科目、修士論文作成、研究会発表などによ

り、人文社会科学分野及び国際公共政策分野における高度な専門知識と運用能力を身に付け

る。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、学術院共通専門基盤科目、研究法入門また

は Academic Writing and Research Ethics、国際公共政策リサーチワークショップ、専門科目（演

習科目）、研究指導などにより、人文社会科学分野及び国際公共政策分野の基礎的研究能力を

有する人材にふさわしい倫理観と倫理的知識を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・入学直後の早い段階での大学院共通科目・学術院共通専門基盤科目を含む基礎科目の履修を通

じて、知の活用力、マネジメント能力、コミュニケーション力といった汎用的な能力や倫理性

を修得する。 

・主に 1 年次の段階における専門基礎科目の履修を通じて、国際公共政策に関わる各分野の基礎

的な方法や学際的な視野を獲得し、国際性や基本的な研究力を修得する。 

・専門科目は、講義科目と演習科目とに分かれる。講義科目では主に高度な専門知識の獲得を、

演習科目ではディスカッションなどを通じて、自らの取り組む課題に対する研究力を高めると

ともに、問題解決能力およびコミュニケーション能力、チームワーク力を養成する。国際公共

政策に関わる分野の中でも、各人が特に重視する分野の科目を中心に、1・2 年次を通じて計画

的に履修する。 

・2 年次においては、修士論文執筆に向けて、「国際公共政策リサーチワークショップ」における

指導教員による論文指導を通じて、倫理性の養成を含めた形で研究プロセスを支援する。 

学修成果の 

評価 

 ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・能力の達成度は、以下のように評価する。 

・1 年次終了時に履修状況と単位取得状況をチェックし、指導教員およびカリキュラム委員会に

よって、コンピテンスの達成度を中間評価する。それに基づき 2 年次における履修指導を行

う。 

・修士論文提出時に、各コンピテンスに対応する科目を 1 単位以上取得しているかを指導教員及
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びカリキュラム委員会においてチェックし、最終的なコンピテンスの達成度評価を行う。 

・国際公共政策リサーチワークショップにおける成果の認定、2 年次中に行う修士論文中間発

表、さらには修士論文審査の際の口頭試問によって、各コンピテンスが身に付いていること

を、指導教員及び副指導教員によって評価する。 

・指導教員・副指導教員を含む複数の審査員による論文審査及び公開発表会により、学位論文が

上記の能力に基づくものであり、修士（国際公共政策）を授与して良いと判定できる成果を有

しているかを判断する。 

国際日本研究学位プログラム（M） 

人文科学、社会科学、日本語教育学の３領域を横断する国際日本研究の研究力・専門知識・倫理観とともに、

人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスにわたる広い視野、社会の多様な場での活躍を支える汎用

的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、大学院共通科目または学術院共通専門基盤科目から１単位、研究群共通科目のう

ち「修士論文合同演習」、「研究法入門または Academic Writing and Research Ethics」の 2 単位を必

修とする。研究指導においては、複眼的視野をもった研究能力の育成のために複数指導体制（必

要に応じた他学位プログラムの教員も参画）とする。具体的な履修科目や副指導教員の配置は、

個々の学生の研究計画やキャリアプラン等を踏まえて決定する。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and Research Ethics、

プロジェクト演習 1A,1B,2A,2B,2C,2D、修士論文作成、学会発表などにより、高度な知識を社

会に役立てる能力（1．知の活用力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2) 、プロジェクト演習 1A, 1B, 

2A, 2B, 2C, 2D、達成度自己点検、外部コンテスト等への参加などにより、広い視野に立ち課

題に的確に対応する能力（2．マネジメント能力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、修士論文合同演習、国際日本研究のための日本語、国際日本研究のための英

語、学会発表などにより、専門知識を的確に分かり易く伝える能力（3．コミュニケーション

能力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのインターンシップ(1)(2)、日本政治と市民社会１、2、 

TA 経験、チームでのコンテスト参加、学会での質問、セミナーでの質問などにより、チーム

として協働し積極的に目標の達成に寄与する能力（4．チームワーク力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、人文社会科学のためのグラントライティング入門、国際日本研究のための日

本語、国際日本研究のための英語、国外での活動経験、留学生との交流、TOEIC、国際会議発

表、外国人との共同研究などにより、国際社会に貢献する意識（5．国際性）を身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、研究法入門または Academic Writing and 

Research Ethics、プロジェクト演習 1A,1B,2A,2B,2C,2D、専門科目（演習科目）、修士論文作

成、研究会発表などにより、人文社会科学分野及び国際日本研究分野における研究課題設定と

研究計画を遂行するための基礎的な知識と能力（6．研究力）を身に付ける。 

・学術院共通専門基盤科目、修士論文合同演習、専門基礎科目、専門科目（講義科目、演習科

目）、修士論文作成、研究会発表などにより、人文社会科学分野及び国際日本研究分野におけ

る高度な専門知識と運用能力（7．専門知識）を身に付ける。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、学術院共通専門基盤科目、研究法入門また

は Academic Writing and Research Ethics、専門科目（演習科目）、研究指導などにより、人文社

会科学分野及び国際日本研究分野の基礎的研究能力を有する人材にふさわしい倫理観と倫理的

知識（8．倫理観）を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・基礎科目：「研究法入門」または「Academic Writing and Research Ethics」では、研究倫理・情

報倫理の基礎、国際日本研究分野の研究の特質を学ぶ。「大学院共通科目」や「学術院共通基

盤科目」で研究に資する幅広い視野を修得する。 

・専門基礎科目：「国際日本研究のための日本語」「国際日本研究のための英語」においては、日

本語（非母語）や英語を使った研究に必要な知識やスキルを身につける。他の専門基礎科目に

おいては、学際的な人文科学、社会科学、日本語教育学の各ディシプリンの基礎を系統的に学

ぶとともに、人文科学と社会科学の融合を目指す複合研究によって特定のディシプリンにとら

われない幅広い視野や問題意識を涵養する。また演習科目では、院生は各科目において専門の

基礎的知識に根ざした議論や発表、分析等を学び実践する。 

・専門科目：「プロジェクト演習」においては、院生が研究プロジェクトの構想・研究過程・成

果を発表し、教員や他の院生との議論を行う。「リサーチ・プログラム開発」では、早期修了
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者を対象として集中的な演習を行う。 他の専門科目においては、学際的な人文科学、社会科

学、日本語教育学の各ディシプリンを系統的に学ぶとともに、人文科学と社会科学の融合を目

指す複合研究によって特定のディシプリンにとらわれない幅広い視野や問題意識を深化させ

る。また演習科目では、院生は各科目において専門知識に根ざした議論や発表、分析等を学び

実践する。 

・8 つのコンピテンスそれぞれについて修得基準を設け、１年次終了までに基準の６割以上、２

年次前半終了までに基準の 8 割以上、2 年次終了時に基準を満たすことを目指して学修する。

修得基準は以下の通りとする。 

1．知の活用力：該当科目 10 単位以上。 

2．マネジメント能力：該当科目 2 単位以上。 

3．コミュニケーション能力：該当科目 10 単位以上。 

4．チームワーク力：該当科目 2 単位以上。 

5．国際性：該当科目 8 単位以上。 

6．研究力：該当科目 10 単位以上。 

7．専門知識：該当科目 10 単位以上。 

8．倫理観：該当科目 2 単位以上。 

学修成果の 

評価 

・「プロジェクト演習」では修士論文構想や中間成果のプレゼンテーションに対する質疑応答に

よって今までの研究成果を批判的に評価することを通して、修士論文完成への道程のなかでの

自分の位置づけや今後の研究の方向性を明確にし、他の専門基礎科目・専門科目においては、

授業を学び、演習において教員や他の参加学生と議論することによって、既存の自分の知識や

発想を批判的に評価することを学ぶ。 

・コンピテンスの達成度は、以下のように評価する。 

①１年次終了時に、「プロジェクト演習」1A または 1B で指導教員が評価を行い、２年次前半

の習得について指導する。 

②２年次前半終了時に、「プロジェクト演習」2A または 2B で指導教員が評価を行い、２年次

後半の習得について指導する。 

③２年次終了時に、「プロジェクト演習」2C または 2D で指導教員が評価を行い、１〜８のい

ずれかのコンピテンスにおいて習得基準を満たしていない場合は不合格とする。 

■博士後期課程 

人文学学位プログラム（D） 

哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教育学の９領域を横断する人文学の高

度な研究力・先端的な専門知識・深い倫理観とともに、人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスに

わたる広い視野、社会の多様な場での活躍を支える汎用的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、大学院共通科目、研究群共通科目から 1 単位を履修することを推奨する。 

・大学院共通科目などにより、未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目などにより、俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行す

る能力を身に付ける。 

・大学院共通科目などにより、学術的成果の本質を積極的かつ分かりやすく伝える能力を身に付

ける。 

・大学院共通科目などにより、リーダーシップを発揮して目的を達成する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目などにより、国際的に活動し国際社会に貢献する高い意識と意欲を身に付け

る。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）、研究指導、博士論文作成、学会発表などにより、人

文社会科学分野及び人文学分野における最新の専門知識に基づいて先端的な研究課題を設定

し、自立して研究計画を遂行できる能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）、研究指導、博士論文作成、学会発表などにより、人

文社会科学分野及び人文学分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力を身に付ける。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、専門科目（演習科目）、研究指導などによ

り、人文社会科学分野及び人文学分野の研究者にふさわしい倫理観と倫理的知識、および専攻

する特定の分野に関する深い倫理的知識を身に付ける。 

・専門科目（演習科目）、博士論文作成、学会発表などにより、専門分野に関する高度な知識及

び関連する分野に関する深い学識をもとに、物事を論理的に考え、結論を導きだす能力を身に
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付ける。 

・専門科目（演習科目）、研究指導などにより、研究成果を人文知の中に位置づけ、広範な視野

で研究を遂行する能力を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・入学時、加えて年度当初に、学生の個々の研究テーマに基づき「履修計画」および指導体制を

設定し、授業履修、研究指導を行う。 

・各年次の演習科目を中心に、より高度で幅広い専門知識を得ながら、自らの研究を構築し、プ

レゼンテーションを行うことで、汎用コンピテンス「知の創生力」「マネジメント能力」「コミ

ュニケーション能力」「リーダーシップ力」「国際性」、専門コンピテンス「研究力」「専門知

識」「思考力」「総合力」を身に付ける。演習科目とともに研究指導を通じて、専門コンピテン

ス「倫理観」を身に付ける。 

学修成果の 

評価 

・コンピテンス修得に係る評価は、2 年次終了時に修得状況を指導教員が確認、それに基づき 3

年次に履修指導を行い、博士論文予備論文提出時にすべてのコンピテンスが以下の単位数を満

たしているか、評価を行う。 

知の創成力：5 単位 

マネジメント能力：2 単位 

コミュニケーション能力：5 単位 

リーダーシップ力：2 単位 

国際性：2 単位 

研究力：5 単位 

専門知識：5 単位 

倫理観：2 単位 

思考力：5 単位 

総合力：2 単位 

・2 年次後半に学会発表、論文投稿の状況、博士論文概要に基づき、主指導教員、副指導教員が

中間評価を行う。 

・3 年次前半に博士論文予備論文について、主指導教員、副指導教員が予備審査を行う。 

・博士論文の審査は、主査 1 名、副査 2 名以上で構成される審査委員会を設けて公開で行う。 

国際公共政策学位プログラム（D） 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学等の各分野を横断する国際公共政策研

究の高度な研究力・先端的な専門知識・深い倫理観とともに、人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジ

ネスにわたる広い視野、社会の多様な場での活躍を支える汎用的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、大学院共通科目、研究群共通科目から 1 単位を履修することを推奨する。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）などにより、未来の社会に貢献し得る新たな知を創成

する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）などにより、俯瞰的な視野から課題を発見し解決のた

めの方策を計画し実行する能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）などにより、学術的成果の本質を積極的かつ分かりや

すく伝える能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）などにより、リーダーシップを発揮して目的を達成す

る能力を身に付ける。 

・大学院共通科目、専門科目（演習科目）などにより、国際的に活動し国際社会に貢献する高い

意識と意欲を身に付ける。 

・専門科目（演習科目）、国際公共政策プロジェクト演習、研究指導、博士論文作成、学会発表

などにより、人文社会科学分野及び国際公共政策分野における最新の専門知識に基づいて先端

的な研究課題を設定し、自立して研究計画を遂行できる能力を身に付ける。 

・専門科目（演習科目）、研究指導、博士論文作成、学会発表などにより、人文社会科学分野及

び国際公共政策分野における先端的かつ高度な専門知識と運用能力を身に付ける。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、国際公共政策プロジェクト演習、研究指導

などにより、人文社会科学分野及び国際公共政策分野の研究者にふさわしい倫理観と倫理的知

識、および専攻する特定の分野に関する深い倫理的知識を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・学修は専門科目（演習科目）の履修を基本とし、演習でのディスカッションを通じて、自らの

取り組む課題に対する高度の専門知識・研究力・国際性を身につけると同時に、知の創成力、

コミュニケーション能力、リーダーシップ力といった汎用的な能力を養成する。 
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・大学院共通科目の履修を推奨し、汎用的能力や倫理性の養成を補完する。 

・博士論文執筆に向けて、「国際公共政策プロジェクト演習」等を通じた指導教員による論文指

導を通じて、マネジメント能力や倫理性の養成を含めた形で各自の研究プロセスを支援すると

ともに、国内外の学会発表や専門学術誌への投稿といった研究成果の発信を目指すことで、人

文社会科学・国際公共政策分野に関わる高度な研究力を高める。 

学修成果の 

評価 

ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・能力の達成度は、以下のように評価する。 

・2 年次終了時に履修状況と単位取得状況をチェックし、指導教員およびカリキュラム委員会に

よって、コンピテンスの達成度を中間評価する。それに基づき 3 年次における履修指導を行

う。 

・博士論文提出時に、各コンピテンスに対応する科目を 1 単位以上取得しているかを指導教員お

よびカリキュラム委員会によってチェックし、最終的なコンピテンスの達成度評価を行う。 

・国際公共政策プロジェクト演習における成果の認定、さらには論文審査の際の口頭試問によっ

て、各コンピテンスが身に付いていることを、指導教員及び副指導教員によって評価する。 

・指導教員・副指導教員を含む複数の審査員による論文審査及び公開発表会により、学位論文が

上記の能力に基づくものであり、博士（国際公共政策）を授与して良いと判定できる成果を有

しているかを判断する。 

国際日本研究学位プログラム（D） 

人文科学、社会科学、日本語教育学の３領域を横断する国際日本研究の高度な研究力・先端的な専門知識・深

い倫理観とともに、人文社会科学の幅広い基礎的素養、人文社会ビジネスにわたる広い視野、社会の多様な場で

の活躍を支える汎用的知識・能力を養う教育・研究指導を行う。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう大学院共通科目、研究群共通科目から１単位を履修することを推奨する。 

・大学院共通科目、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門科目、博士論文作成、学会発表な

どにより、未来の社会に貢献し得る新たな知を創成する能力（1．知の創成力）を身に付け

る。 

・大学院共通科目、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門科目、達成度自己点検、外部コン

テスト等への参加などにより、俯瞰的な視野から課題を発見し解決のための方策を計画し実行

する能力（2．マネジメント能力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門科目、学会発表、ポスター発表な

どにより、学術的成果の本質を積極的かつ分かりやすく伝える能力（3．コミュニケーション

能力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門科目、TA(大学院セミナー等）経

験、プロジェクトの参加経験などにより、リーダーシップを発揮して目的を達成する能力

（4．リーダーシップ力）を身に付ける。 

・大学院共通科目、比較日本文学論 1A などの専門科目、国外での活動経験、外国人（留学生を

含む）との共同研究、TOEIC、国際会議発表、英語論文作成などにより、国際的に活動し国際

社会に貢献する高い意識と意欲（5．国際性）を身に付ける。 

・大学院共通科目、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門科目、研究指導、博士論文作成、

学会発表などにより、人文社会科学分野及び国際日本研究分野における最新の専門知識に基づ

いて先端的な研究課題を設定し、自立して研究計画を遂行できる能力（6. 研究力）を身に付け

る。 

・大学院共通科目、比較日本文学論 1A などの専門科目、研究指導、博士論文作成、学会発表な

どにより、人文社会科学分野及び国際日本研究分野における先端的かつ高度な専門知識と運用

能力（7. 専門知識）を身に付ける。 

・大学院共通科目（生命・環境・研究倫理科目群）、プロジェクト演習 3A,3B,4A,4B などの専門

科目、研究指導などにより、人文社会科学分野及び国際日本研究分野の研究者にふさわしい倫

理観と倫理的知識、および専攻する特定の分野に関する深い倫理的知識（8. 倫理観）を身に付

ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・「プロジェクト演習」は、博士論文の構想や中間成果を多数の教員や博士後期課程の学生たち

の前で発表することで、プレゼンテーション能力を高めつつ研究を深めてゆくことをめざす。 

・他の専門科目は研究テーマと関連の深い領域の高度な演習を通じて、関連する幅広い知識を習

得しつつ博士論文の構想を彫刻することをめざす。 

・８つのコンピテンスそれぞれについて修得基準を設け、１年次終了までに基準の５割以上、２

年次終了までに基準の７割以上、３年次終了時に基準を満たすことを目指して学修する。修得
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基準は以下の通りとする。 

1．知の創成力：該当科目 2 単位以上 

2．マネジメント能力：該当科目 2 単位以上 

3．コミュニケーション能力：該当科目５単位以上 

4．リーダーシップ力：該当科目 2 単位以上 

5．国際性：該当科目 5 単位以上 

6. 研究力：該当科目５単位以上 

7. 専門知識：該当科目５単位以上 

8. 倫理観：該当科目２単位以上 

学修成果の 

評価 

・「プロジェクト演習」では博士論文構想のプレゼンテーションに対する質疑応答によって今ま

での研究成果を批判的に評価することを通して、博士論文完成への道程のなかでの自分の位置

づけや今後の研究の方向性を明確にし、他の専門科目においても演習のテーマと博士論文の研

究テーマとを有機的に関連付けるような発表をし、教員や他の参加学生との間での議論によっ

て既存の自分の発想やその成果を批判的に評価することを通して研究のレベルを高める。最終

的には博士学位請求論文の公開ヒアリング、予備審査および本審査を通じて学修成果が評価さ

れる。 

・コンピテンスの達成度は、以下のように評価する。 

①１年次終了時に、「プロジェクト演習」３A または３Ｂで指導教員が評価を行い、２年次の

習得について指導する。 

②２年次終了時に、「プロジェクト演習」４A または４Ｂで指導教員が評価を行い、３年次の

習得について指導する。 

③博士論文予備審査で指導教員が評価を行い、1～8 のいずれかの知識・能力において習得基

準を満たしていないか、満たす見込みがない場合は不合格とする。 

（４）ビジネス科学研究群の教育課程編成の考え方及び特色 

教育課程編成に関する全学的方針、及び人文社会ビジネス科学学術院コンピテンスを踏まえ、ビ

ジネス科学研究群における研究群コンピテンスを次のとおり設定する。研究群コンピテンスは本研

究群において養成する中核的専門コンピテンスである。コンピテンスと併せて、その修得に係る評

価の観点等について研究群としての指針を示す。コンピテンス及び評価の観点は学位レベル（修士

／博士）に応じて設定する。本研究群に置く学位プログラムはすべて区分制博士課程であることか

ら、学生にとってわかりやすいよう、軸は同じとして博士をより高度で先端的な水準として表す。 

各学位プログラムに、有職社会人学生が限られた学習時間内で修得すべき知識や方法を効果的に

学習できるように基礎科目や専門科目等を体系的に配置するが、ビジネスや社会における課題を経

営学、法学、数理情報科学の観点から多角的、重層的に捉え直し、新たな研究を推進することを促す

ために、博士前期課程および博士後期課程それぞれに研究群共通科目を設ける。 

① ビジネス科学研究群コンピテンス 

 コンピテンス 評価の観点 対応する主な学修 

修 

士 

1. 研究力：ビジネス科学分野

における研究課題設定と研

究計画を遂行するための基

礎的な知識と能力 

職業生活において得た知識や経験を体系化し

て、現代社会におけるさまざまな課題を新た

な視点から再構築できる研究力を有するか。 

経営基礎、会計基礎、コ

ーポレートガバナンス、

コーポレートファイナン

ス、論文発表会、学会発

表 

2. 専門知識：ビジネス科学分

野における高度な専門知識

と運用能力 

職業生活において得た知識や経験を体系化し

て、現代社会におけるさまざまな課題を新た

な視点から再構築できる専門知識と運用能力

を有するか。 

ビジネスマネジメント特

別演習Ⅰ‐Ⅰ、企業法特

別研究Ⅰ～Ⅸ、論文発表

会、学会発表 
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3. 倫理観：ビジネス科学分野

の基礎的研究能力を有する

人材または高度専門職業人

にふさわしい倫理観と倫理

的知識 

ビジネス科学分野の研究者または高度専門職

業人としてふさわしい倫理的知識を修得し、

倫理観として体得しているか。 

コーポレートガバナン

ス、コーポレートファイ

ナンス、論文発表会、学

会発表 

博 

士 

1. 研究力：ビジネス科学分野

における最新の専門知識に

基づいて先端的な研究課題

を設定し、自立して研究計

画を遂行できる能力 

企業や社会が直面する新たな類型の問題の認

識、分析、解決策の策定等を自立して創造的

に行い得る研究力を有するか。 

マーケティング・サイエ

ンス特論、経営戦略総

論、財務会計特論、知能

情報システム、企業法特

別研究Ⅰ～Ⅸ、論文発表

会、学会発表 

2. 専門知識：ビジネス科学分

野における先端的かつ高度

な専門知識と運用能力 

企業や社会が直面する課題に対して、先端的

かつ高度な専門知識を用いて分析および解決

策を策定する能力を有するか。 

経営基礎、会計基礎、論

文発表会、学会発表 

3. 倫理観：ビジネス科学分野

の研究者または高度専門職

業人にふさわしい倫理観と

倫理的知識、および専攻す

る特定の分野に関する深い

倫理的知識 

ビジネス科学分野の研究者または高度専門職

業人としてふさわしい高度な倫理的知識を修

得し、倫理観として体得しているか。 

ビジネスマネジメント特

別演習Ⅰ‐Ⅰ、企業法特

別研究Ⅰ～Ⅸ、論文発表

会、学会発表 

② 研究群共通科目 

博士前期課程においては、法学及び経営学の研究を遂行するにあたり、本研究群共通のコンピテ

ンスを修得するために、「コーポレートガバナンス」「コーポレート・ファイナンス」「経営基礎」「会

計基礎」の 4 科目（各 1 単位・選択）を共通科目として指定し、学生の研究能力を支援する。これ

らの科目では、経営学及び会計学における基本的事項を概説するとともに、コーポレートガバナン

ス及びコーポレートファイナンスを巡る法律問題、企業統治、企業価値を引き当てとする金融のあ

り方等を講義形式で実施する。 

博士後期課程においては、法学及び経営学の研究を遂行するにあたり、本研究群共通のコンピテ

ンスを修得するために、「ビジネスマネジメント特別演習 I-I」「マーケティング・サイエンス特論」

「経営戦略総論」「財務会計特論」「知能情報システム」の 5 科目（各 1 単位）を共通科目として指

定し、学生の研究能力を支援する。これらの科目では、博士研究遂行法、マーケティング、経営戦

略、財務会計、情報システムの基本理論の講義とディスカッションを行う。また、「企業法特別研究

Ⅰ～Ⅸ」においては、法学学位プログラムと経営学学位プログラムとの学際領域が存在することか

ら、必要に応じて、経営学学位プログラムの教員の協力を得て研究指導を行う。最先端のテーマは

学際分野に存在することが多く、また、従来、研究対象とされてきたテ－マも多角的に、また、視点

を変えて研究すれば、独創的な研究が可能となる。 

③ カリキュラム・ポリシー 

本研究群に置く学位プログラムのカリキュラム・ポリシーを以下に示す。また、ディプロマ・ポリ

シーに掲げる知識・能力と評価の観点及び対応する主な学修を資料 2 に示す。 

今回の学位プログラム化により、学位プログラムの専門領域を中心として、研究群の編成を活か

した幅広い教育・研究指導及び学術院単位で提供される専門基盤科目の履修を組み込むことが可能

となり、学生の専攻分野を軸とした体系的で幅広い学修が実現する。 
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たとえば、共通専門基盤科目として、法学学位プログラム前期課程では、「ビジネス法入門」「法文

献学」を配する。前者は、多法的専門知識と思考方法の基本及び研究作法を体得することを目的と

しており、国際的なビジネスの展開を視野に入れた思考方法も適宜学修する。後者は、リーガル・リ

サーチの基本知識の獲得とスキルを高めると共に、自らの研究成果を正確に社会へ発信するために

必要な国内外の文献の引用作法や引用文献の読み方・書き方を身に付けることを目的とする。文献

については外国法文献も当然含まれうるため、関連する外国法の最低限の知識等についても適宜学

修・獲得する機会を得ることで国際的な視野を持った研究に取り組む素地を養成する。 

また、経営学学位プログラムは「トップレクチャーⅠ」「トップレクチャーⅡ」を配している。こ

の科目は、社会の諸問題に対して企業や公的組織がどのような戦略ビジョンのもとに、どのような

対処を行ったのかについて、トップ・マネージャーの知見に触れ専門知識を学ぶことを目的とする。

このような、科目設定により、法学と経営学の入り口の垣根をさらに低くすることができる。 

 また、たとえば、法学・経営学の各修士プログラムでは、「コーポレートガバナンス」、「コーポレ

ートファイナンス」、「経営基礎」、「会計基礎」（4 単位）を、法学および経営学の研究を遂行するに

あたり、研究群として共通のコンピテンスを習得するために、4 単位の科目を共通科目指定し、学生

の研究能力を支援することとしている。さらに、博士後期課程においては、経営学と法学に学際領

域が存在することから、必要に応じて相互の教員の協力を得て 研究指導を行うことが予定されてお

り、これにより独創的な研究が可能となる。 

また、「国際性」に対応する学修について、経営学学位プログラム博士前期課程では、研究指導（必

修科目）において外国語の論文や書籍の輪読を積極的に取り入れるほか、国際経営に対する理解を

目的として、「経営戦略論」や「オペレーションズ・リサーチ」ではグローバル企業のケーススタデ

ィ、「財務会計」では国際会計基準に関する講義を行う。経営学学位プログラム博士後期課程におい

ては、大学院共通科目（国際性養成科目群）の履修を推奨するほか、ビジネスマネジメント輪講での

外国語文献・国際論文輪講、ビジネスマネジメント講究（必修科目）での国際学術論文執筆演習や国

際会議発表演習を通じて国際性の涵養を図るものである。法学学位プログラムでは前期課程におい

ては、先述の科目履修に加えて修士論文作成に関連した研究指導（必修科目）を通じて、後期課程に

おいては、同様に博士論文作成に関連した研究指導（必修科目）により「国際性」の獲得を目指すも

のであるが、とりわけ後期課程においては、博士論文執筆の前提として、原則として、少なくとも 1

か国の外国法に関する比較法研究を必須要件とし、高度な国際性を有する人材の養成を図る。 

 この学修体系は、個々の学生の研究計画やキャリアプラン等を踏まえて、各学位プログラムにお

いてきめ細かな履修指導や学修支援を行うことにより具体化される。研究群の専任教員は、主担当

となる学位プログラムを明確にした上で、必要に応じて副担当として他の学位プログラムにおける

研究指導を担当する。 

■博士前期課程 

法学学位プログラム（M） 

・基礎的専門知識：企業法学の分野における基本的な科目から、「企業関係法」「国際ビジネス法」、「知的財産

法」、「社会・経済法」及び「租税法」の各分野における応用的な科目までを広範囲に開講する。 

・諸文献等の調査・分析能力：諸文献の調査・分析能力を培うために、法文献学を開講する。 

・深い専門的知識の習得：専任教員による演習等の高度に専門的な科目を設置するとともに、最新の実務の現状

を学ぶ観点から、実務家の非常勤講師による科目を開講する。さらに、民事法研究、商事法研究、租税法研

究、労働判例研究等の、修了者、博士後期課程の学生等が参加する科目を設ける。 
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教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するように、研究群共通科目、学術院共通専門基盤科目を開講して、学生の研究能力を支援

する。 

共通専門科目を開講するとともに、「企業関係法」「国際ビジネス法」、「知的財産法」、「社会・

経済法」及び「租税法」の各分野について専門知識を習得できるよう分野設定を行い、さらに演

習等により高度な専門的知識の習得を図る。具体的には、次のような科目を開講する。なお、学

生は、どの分野に属する科目も自由に履修することができる。 

・共通専門科目 法文献学、ビジネス法入門、企業法学特別研究等 

・専門科目【企業関係法分野】 契約法、不動産法、担保法、会社法、企業会計法、金融商品取

引法、民事訴訟法等 

・専門科目【国際ビジネス法分野】 国際私法、国際経済法、国際民事訴訟法等 

・専門科目【知的財産法分野】 著作権法、特許法、不正競争防止法、商標法、デザイン法、国

際知的財産法等 

・専門科目【社会・経済法分野】 独占禁止法、労働関係法、社会保障法等 

・専門科目【租税法分野】 実務租税法学、租税手続法、国際課税法等 

・演習等 担保法演習、契約法・損害賠償法演習、会社法演習、民事手続法演習、国際私法演

習、知的財産法演習、労働法演習、社会保障法演習、租税計画演習等 

学修の方法 

・プロセス 

・入学時点で、各学生の研究計画等で示された研究テーマにもっとも近い専門領域の指導教員を

定め、必修科目である「企業法学特別研究 I～VI」の履修を通じて、各指導教員がマンツーマ

ン体制で学修指導を行う。 

・各専門科目の学修については、共通専門科目の履修はもちろん、自らの研究計画や問題関心に

応じた分野の専門科目を中心に選択することが推奨され、分野内の科目の履修選択にあたって

も、指導教員によるアドバイスを受けながら、そのニーズに応じた履修計画を作成して、それ

に沿った履修を行う。 

・修了には、必修科目 6 単位(企業法学特別研究 I～VI) の履修を含めて、30 単位以上を取得し、

加えて、中間報告を行った上で、専攻の定める規則に従って修士論文を提出し、その審査およ

び最終試験に合格することが必要とされる。 

学修成果の 

評価 

・共通専門科目及び専門科目の成果評価については、各科目担当教員によって、試験及びレポー

ト、授業参加状況や寄与度といった様々な形での成績評価を行い、これを基にした単位認定を

行う形で成果評価がなされる。 

・必修科目である専門科目「企業法学特別研究 I～VI」は、論文指導のための個別指導科目とし

て位置づけられていることから、修士論文研究における各学生の達成度・進度に応じて指導教

員によって単位が付与される。 

・修士論文の研究過程における成果評価としては、入学から２年目の学生に、より具体化した研

究計画書を提出することが求められ、２年目の秋には、修士論文中間報告会を開催し、修士論

文提出予定の学生は全員参加を原則として、各学生の進捗状況を専攻教員が把握するととも

に、より高品質な修士論文作成に向けての意見交換を行う機会を設けている。 

・修士論文の成果評価については、主査１名および副査２名(テーマによっては外部の専門家を依

頼することもある)からなる審査専門委員会を構成し、論文審査を行い、原則、専攻教員全員が

参加の下で行われる口述試験を実施して、論文の内容と最終試験の結果により、論文の合否を

判定する。 

経営学学位プログラム（M） 

高度専門職業人として求められる，経営学、数理科学、情報科学の 3 領域における研究力・専門知識・倫理観

を修得させるとともに、研究群共通科目を中心に企業法学における基礎的素養および汎用的知識を加味した教育

を行う。 

講義科目は経営学において一般的にコア領域とされる戦略・組織、マーケティング、会計、ファイナンスを中

心に据えつつ、現代の経営を考える上で重要となる計量分析関連領域や情報技術関連領域も含めて体系化されて

いる。研究面では、各学期に配置されている研究科目や各ステージ発表を通して、課題の明確化、専門的な分

析、結果の総括、最終的にはビジネスへのフィードバック検討と段階的に進める。また、複数教員による研究指

導体制により、問題発見力、論理構成力、新たな知の創造力を養い、多角的に思考する能力を身につける。 

教育課程の 

編成方針 

学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、研究群共通科目、学術院共通専門基盤科目、大学院共通科目を履修することを強

く推奨する。 

経営学において一般的にコア領域とされる経営戦略・経営組織、マーケティング、会計、ファ
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イナンスを中心に備えつつ、数理、情報関連領域の科目を配置するとともに、研究を介して、デ

ィプロマ・ポリシーに示した能力を育成する。研究面では、研究計画発表、概要発表、中間発

表、予備審査、最終試験のステージを用意することで、計画的な研究活動を支援する。複数教員

による指導体制を通して、多角的な思考能力を身につける。 

・学術院共通専門基盤科目「トップレクチャーⅠ・Ⅱ」により、経営に関する多角的思考能力を

身に付ける。 

・研究群共通科目「経営基礎」、「会計基礎」により経営に関する問題発見能力を身に付ける。 

・専門科目「消費者行動」により経営に関する問題解決能力を身に付ける。 

・専門科目「オペレーションズ・リサーチ」により経営に関する知の創造能力を身に付ける。 

・専門科目「マーケティングリサーチ」により経営に関する現場実践能力を身に付ける。 

・研究科目「経営システム科学研究」により経営に関する多角的思考能力、経営に関する問題発

見能力、経営に関する問題解決能力、経営に関する知の創造能力、経営に関する現場実践能力

を身に付ける。 

学修の方法 

・プロセス 

・経営学分野の基礎教育を行う「基礎科目」、専門的内容を講義する「専門科目」、学術院の共通

の基礎的リテラシーを講義する「学術院共通専門基盤科目」および研究群の共通の基礎的リテ

ラシーを講義する「研究群共通科目」から授業科目を履修する。 

・研究においては「研究科目」の履修を通して、主指導教員を中心に指導が行われる。2 年次か

らは、他領域も含めた 2 名の副指導教員が指導に加わり、多角的な視点から支援する。 

・修士論文については、概要（研究計画）発表、中間発表、予備審査を経て論文審査委員会が構

成され、論文審査および最終発表と最終試験が実施される。 

学修成果の 

評価 

・研究計画、概要発表、中間発表、ドラフト、予備審査、最終試験のそれぞれで達成すべき要件

を明確化し、研究発表会・審査会・最終試験でのプレゼンテーション並びに質疑応答を通し

て、その達成度を評価する。 

・発表会においては主指導教員と副指導教員が中心となり、教員全員で評価する。 

・予備審査会においては主指導教員と副指導教員を中心とする予備審査担当教員が評価を行う。 

・最終試験においては主査と副査からなる論文審査委員会が評価を行い、合否を判定する。 

■博士後期課程 

法学学位プログラム（D） 

上述した学位授与の方針等（DP）の能力を養うために、企業法特別研究ⅠからⅨを設置するほか、外国法文献

購読を主たる内容とする科目あるいは外国法科目を多数開講する。 

また、関連する学位プログラムの科目の聴講・履修等を認める。とりわけ、法学学位プログラム（博士前期課

程）の科目である租税法研究、労働判例法研究、商事法研究、民事法研究など、修了者・単位取得満期退学者や

一般実務家などが参加する科目の履修を認める。 

さらに、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養に資するための研究群共通科目、学

術院共通専門基盤科目を開講するほか、必要に応じて、経営学学位プログラム（D）担当教員の協力を得るなど

して、オリジナリティのある博士論文の執筆を支援する。 

教育課程の 

編成方針 

共通専門科目および専門科目を開講する。なお、専門科目は、法学学位プログラムにおける４つ

の教育研究分野である「企業のグローバル化」、「企業組織と金融」、「情報テクノロジーと企業」、

「社会・経済法」のそれぞれに対応して、様々な研究テーマに関連した科目である。具体的には、

次のような科目を開講する。 

・共通専門科目：企業法特別研究Ⅰ～Ⅸ 

・専門科目（企業のグローバル化分野）：外国会社法、国際租税計画Ⅱ、国際租税計画Ⅳ、米国民

事訴訟法、ドイツ民事訴訟法、国際取引と国際私法、外国資本市場法 

・専門科目（企業組織と金融分野）：現代株式会社法、国際会社法、比較金融法、現代契約法、現

代民事金融法 

・専門科目（情報テクノロジーと企業分野）：知的財産法による情報財保護、電子社会と法、現代

知的財産法、企業ノウハウと従業員、欧米知的財産法、アメリカ知的財産法、比較知的財産法、

知的財産法の現代的課題、外国知的財産法 

・専門科目（社会・経済法分野）：比較労働法の基礎、比較労働法の基礎Ⅱ、現代社会保障法 

学修の方法 

・プロセス 

・博士論文執筆に必要な専門科目群を、指導教員の指導・助言のもと、履修する。 

・法学分野の博士として必要となる広範な専門的知識や能力を、履修者の興味・関心に基づいて

履修する。 

・研究指導の面では、研究計画、中間発表(場合によっては、複数回)、予備審査、最終試験という
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ステージを踏むことによって、研究活動を計画的に遂行できるようにする。テーマによっては、

複数教員による指導体制を通して、多角的な思考能力を身につける。 

学修成果の 

評価 

・研究計画、中間発表(場合によっては、複数回)、予備審査、最終試験という、それぞれのステー

ジで達成すべき要件を明確化し、中間発表会・予備審査会におけるプレゼンテーション及び質

疑応答を通して、その達成度を評価する。 

経営学学位プログラム（D） 

営学分野に関するより高度で専門的な知識及び能力を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する幅広い基

礎的素養、ビジネスおよび人文社会における広い視野、社会の多様な場での活躍を支える汎用的知識・能力を涵

養するように適切に配慮して、理論と実践のいずれか一方に偏ることない体系的なカリキュラムを提供する。特

に、ビジネス科学をめぐる現代的な課題への理解を深める機会を積極的に設ける。また、社会人のための夜間大

学院として、平日の夜間及び土曜日を基本とした開講時間帯の中に科目を合理的に配置するなど、効率的で実効

的な教育課程を編成する。 

教育課程の 

編成方針 

経営学において一般的にコア領域とされる経営戦略・経営組織、マーケティング、会計、ファ

イナンスを中心に据えつつ、現代の経営を高度化する上で重要となる計量分析に代表される数理

科学やシステム科学、情報学関連領域の講義科目を配置するとともに、特別研究や講究等を介し

て、ディプロマ・ポリシーに示した能力を育成する。研究面では、研究計画、サーベイ論文、中

間論文、ドラフト、予備審査、最終試験からなる 6 ステージ制によるマイルストーンを用意する

ことで、計画的な研究活動を支援する。複数教員による指導体制を通して、多角的な思考能力を

身につける。 

・「経営戦略総論」等の専門科目群により、研究遂行能力、エビデンスベース分析能力や課題解

決能力を身につける。 

・「ビジネスマネジメント特別演習」等の研究科目群により、研究遂行能力、エビデンスベース

分析能力、課題解決能力に加え、知の伝達能力や知の伝承能力を身につける。 

・学生の専攻分野を軸として、関連する分野の基礎的素養や広い視野、汎用的知識・能力の涵養

に資するよう、研究群共通科目、学術院共通専門基盤科目、大学院共通科目から 1 単位を履修

することを推奨する。 

・研究指導により、研究遂行能力、エビデンスベース分析能力、課題解決能力に加え、知の伝達

能力や知の伝承能力を身につける。 

学修の方法 

・プロセス 

・博士論文研究の推進に必要な専門科目群を、指導教員の指導・助言のもと、履修する。 

・経営学分野の博士として必要となる広範な専門的知識や能力を、履修者の興味・関心に基づい

て履修する。 

・研究指導の面では、研究計画、サーベイ論文、中間論文、ドラフト、予備審査、最終試験から

なる 6 ステージ制によるマイルストーンを用意することで、計画的な研究活動を支援する。複

数教員による指導体制を通して、多角的な思考能力を身につける。 

学修成果の 

評価 

・研究計画、サーベイ論文、中間論文、ドラフト、予備審査、最終試験のそれぞれのステージで

達成すべき要件を明確化し、研究発表会・審査会でのプレゼンテーションならびに質疑応答を

通して、その達成度を評価する。 

・評価の体制について、研究計画、サーベイ論文、中間論文、ドラフトにおいては、審査会でそ

の達成度が評価される。予備審査においては論文指導委員会が予備審査委員（非公開）を指名

し，予備審査委員が論文ドラフトを査読する。そして、論文審査委員会が最終試験を行う。 

（５）法曹専攻の教育課程編成の考え方及び特色 

本専攻は、社会人を主たる対象とした専ら夜間に開講する法科大学院として、平成 17 年度に設置

された。平成 21 年度及び平成 26 年度に大学評価・学位授与機構（現大学改革支援・学位授与機構）

が行う認証評価を受審し、同機構が定める法科大学院評価基準に適合しているとの評価結果を得、

平成 31 年度に 3 回目の認証評価を受審予定である（同機構に申請済み）。本専攻は、今回の改組後

も引き続き設置当初の理念に基づき、社会人を対象とした夜間法科大学院として教育内容・方法の

充実を図っていく。本専攻のカリキュラム・ポリシーは以下のとおりである。 

有職社会人学生が日常において現実に割くことのできる極めて限定的な学習時間内において法学の体系的知識

を効果的に獲得するため、特に体系的知識が要求される法律基本科目群について、三段階の科目体系を採用し、
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体系的･反復的教育を通じ、法曹としての実務に必要な専門的な法知識、思考力、分析力、表現力等の修得を完

結させることを目指している。 

教育課程の 

編成方針 

社会人としての実務経験等を有する者に対し、司法試験に合格して法曹実務家となった場合は

もちろん、そうでない場合にも多様なリーガル・サービスを提供することができるように教育課

程を編成している。 

・法律基本科目群では、広く法学的な素養、いわゆるリーガルマインドを身につける。 

・法律実務基礎科目群では、具体的な紛争事案を素材として法的な問題を実務的に処理し、解決

に導くための手法を身につける。 

・基礎法学・隣接科目群では、実定法とは異なる視点から法に対する理解の視野を広げる。 

・展開・先端科目群では、実社会の最先端で生じている法的な問題にも対応することができる実

力を身につける。 

学修の方法 

・プロセス 

・法学未修者（3 年間修了予定）を対象とした「未修者コース」と、法学既修者（2 年間修了予

定）を対象とした「既修者コース」を併設する。 

・働きながら法曹資格の取得を目指す社会人のニーズに合わせて、「長期履修制度」を用意して

いる。 

未修者の場合、勤務等の都合により標準修業年限の 3 年間では修了が困難と見込まれる際

に、この制度を利用することで 4 年間での長期履修を認めている。なお、既修者は 3 年間の長

期履修となる。 

・入学まで本格的に法学を学んだことのない純粋未修者のため、基礎ゼミ等の導入教育にも力を

入れている。 

・ＩＣＴ（情報通信技術）を通じ、社会人学生が教室の外（出張先等）からでも授業を受講でき

る仕組作りに取り組んでいる。 

・実務法曹として活動するためには、紛争当事者との会話を通じて当該事案のどこに法的な問題

が存するかを的確に把握し、その問題に対処する方針を定め、そこから実際の交渉に入り、問

題を解決に導くという姿勢が求められる。 

そこで、こうした能力を修得しているか否かを判定するため、基本的に対話形式を採ってい

る授業の中での応答を重視する。 

学修成果の 

評価 

法学未修者コースは 3 年以上、法学既修コースは 2 年以上を在学して、修了所要総単位数を修

得すること、かつ最終学年時の成績についてＧＰＡが 1.50 以上である者に学位を授与する。 

また、各年次の進級要件としては、指定する単位数以上の必修科目の修得およびＧＰＡが 1.50

以上であるほか、法学未修者コースにおいては 1 年次から 2 年次への進級要件として共通到達度

確認試験の成績が課される。ＧＰＡは、履修登録した科目の評価につき、Ａ＋評価 4 点、Ａ評価

3 点、Ｂ評価 2 点、Ｃ評価 1 点、Ｄ評価 0 点として、それぞれの科目の単位数に乗じて算出する

こととしている。 

学修成果の評価方法としては、各科目の筆記試験により起案（文章作成）能力を判断すること

によって、専攻が掲げる知識・能力の達成度を評価する。 

（６）国際経営プロフェッショナル専攻の教育課程編成の考え方及び特色 

本専攻は、国際ビジネスにおいて活躍するグローバルマネジャーを育成する夜間開講の専門職大

学院として平成 17 年度に開設された。一般社団法人 ABEST21（THE ALLIANCE ON BUSINESS 

EDUCATION AND SCHOLARSHIP FOR TOMORROW、a 21st century organization）が行う認証評価を

これまでに 3 回受審しており（平成 20 年度、平成 25 年度、平成 30 年度）、平成 31 年 3 月に、

ABEST21 が定める認証評価基準に適合しているとの評価結果を得たところである。本専攻は、今回

の改組後も引き続き特色ある国際ビジネススクールとして教育内容・方法の充実を図っていく。本

専攻のカリキュラム・ポリシーは以下のとおりである。 

本専攻の教育目標を実現し、国際競争力のある専門職大学院にふさわしい教育プログラムを提供するため、以

下のような 3 点の具体的な教育方針を設定する。 

第１の教育方針は、新たな経営環境に関連して設置する 5 教育領域（「事業戦略領域」、「組織経営領域」、「国

際対応領域」、「応用情報領域」「共通領域」）間の教育が、互いに関連し、補完することを通じて、変化の激しい

国際経営において迅速かつ最適な意思決定ができる技能が身についていることである。 

第 2 の教育方針は、5 教育領域が層の厚い科目を開講することにより、国際経営プロフェッショナルを目指す
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修了生の多様なキャリアプランのニーズへの対応を可能にし、自律的にキャリアプランを立て、その実現に向け

て行動する精神をもっていることである。 

第 3 の教育方針は、国内外における実習科目を通して、国際経営プロフェッショナルとしての実践的な職務遂

行能力を養成し、国際的な経営環境における職務遂行能力が身についているとともに、その能力を本社あるい

は、現地法人において効果的に発揮できることである。 

教育課程の 

編成方針 

本専攻において、国際競争力のある専門職大学院にふさわしい教育プログラムを提供するた

め、言語、講義、実習に関して 4 つの特色ある教育課程を編成する。 

・必修科目、選択科目、演習科目、及びビジネスプロジェクトを設定し、ディプロマ・ポリシー

で示した 10 のコンピテンスを身につける。 

・国際ビジネスの各領域で活躍する実務家、専門的研究者による、理論と実践が統合された講義

を提供することにより、学生の多様性受容力、先見力やコミュニケーション力を身につける。 

・最終学期に行われるビジネスプロジェクトでは、①企業内プロジェクト、②日本インターンシ

ップ、③海外インターンシップ、④リサーチレポート、⑤ビジネスプラン開発の中から個人の

ニーズに合ったプログラムの選択が可能であり、講義科目で習得した知識や技能を実践に反映

するための統合プロジェクトが行われる。ビジネスプロジェクトにより、学生の創造力、戦略

立案力、達成力、情報収集力や分析思考力などを身につける。 

・学生の約 4 分の 1 は外国人学生であり、また海外の大学で学位を取得した日本人学生も在籍す

ることから、多様性と国際性の高い学習環境の中で、創発的な教育メソッド（討論、グループ

ワーク、シミュレーション）に基づく学習が行われる。また、社会人学生でも参加しやすい１

週間程度の短期海外研修プログラムも開講している。これらの教育により、学生の組織マネジ

メント力、コミュニケーション力や危機管理力などを身につける。 

学修の方法 

・プロセス 

・学生が必修科目、選択科目及び演習科目を、複数の指導教員のアドバイスのもと、履修する。 

・学生が講義・演習で学習した理論をより実践的に応用し、現場で応用可能な知識や技能に発展

するため、演習の段階より、「Preliminary Report/Presentation」、「Interim Report/Presentation」

のマイルストーンを用意することで計画的な学習をサポートするとともに、実習として修了学

期の 1 学期間のビジネスプロジェクトを、複数の指導教員のアドバイスのもと、実施する。 

学修成果の 

評価 

・2 年間の標準的な履修方法として、講義科目 32 単位（必修科目 8 単位、選択科目 24 単位）、演

習科目 5 単位を履修し、評価する。 

・「Preliminary Report/Presentation」および「Interim Report/Presentation」に合格、講義科目 32 単

位、演習科目 5 単位を修得し、平均ＧＰＡが 3.0 以上である者は、最終修了要件となっている

「Business Project（8 単位）」に進むことができる。 

・ビジネスプロジェクトにおいては、最終レポートの提出後、最終プレゼンテーションを実施

し、質疑応答を経た後、専攻のすべての専任教員が参加する判定会議においてその結果を評価す

る。 

・判定会議において最終レポート、最終プレゼンテーションに合格し、最終の平均ＧＰＡが 3.0

以上であることが学位授与の要件となる。 

４．教員組織の編成の考え方及び特色 

（１）教員組織の編成に関する全学的方針 

① 教育組織と教員の所属組織を区分した組織編成 

今回の改組再編により、学校教育法第 100 条ただし書に基づき、研究科以外の教育研究上の基本

組織として「学術院」及び「系」を置く。学術院は教育上の目的に応じて組織され、学生の所属組織

となる。系は研究上の目的に応じ、及び教育上の必要性を考慮して組織され、教員の所属組織とな

る。系は、その包含する学問分野にかかわる教育と研究の双方に基本的な責任を持ち、全学的な見

地から、当該分野の発展及び他の分野との連携・協力を総合的かつ計画的に推進する。教員は系に

所属し、研究活動を行いながら、学術院・研究群の目的に即して教育を担当する。 

このような組織編成とすることにより、学術院・研究群及びその下に置かれる学位プログラムは、
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教員の所属組織の枠にとらわれずに各々の教育上の目的にふさわしい担当教員の配置を行うことが

可能となる。系の編成は次のとおりである。 

＜系の編成＞ 

系 概 要 

人文社会系 
人文・社会科学の多領域にわたる基盤的な知と領域横断的な思考をもって、現代

世界の諸問題にチャレンジする教育研究を推進する教員組織 

ビジネスサイエンス系 
「グローバルネットワーク時代」のビジネス社会の諸問題を科学的な視点で解決

するための経営学、法律学等を対象とした教育研究を推進する教員組織 

数理物質系 
理学・工学両分野の協力により、自然科学の基礎からその科学技術への応用まで

を対象とした教育研究を推進する教員組織 

システム情報系 
「情報」、「システム」、「社会」の融合を目指した新しい学際分野における科学と

工学の教育研究を推進する教員組織 

生命環境系 

生命現象、地球環境、低環境負荷型の生物資源生産、グローバル環境問題、さら

には新たな価値観に基づく地球生命系と人類の共存といった統合的課題を対象と

した教育研究を推進する教員組織 

人間系 
教育学・心理学・障害科学の分野にわたり、人間の発達や支援を対象とした教育

研究を推進する教員組織 

体育系 
体育・スポーツ・健康について、自然科学から人文・社会科学におよぶ広範な分

野と連携し総合的に教育研究を推進する教員組織 

芸術系 
総合大学における芸術という特色を有し、理論から作品制作・実践まで芸術の多

彩な領域を対象とした教育研究を推進する教員組織 

医学医療系 
最先端医科学、高度医療及び社会医学・環境医学や看護科学にわたる領域を対象

とした教育研究及び附属病院における診療活動を推進する教員組織 

図書館情報メディア系 
人間の知的活動の基盤となる知識・情報の作成・流通・管理にかかわるソフトイ

ンフラ全体を対象とした教育研究を推進する教員組織 

学際研究系 
計算科学研究センター及び生存ダイナミクス研究センターに所属する組織から構

成される教員組織 

② 教育組織の担当教員配置に関する考え方 

改組後は、専攻相当の組織である研究群が専任教員配置の単位となり、研究群の下に置かれる学

位プログラムを運営する。学位プログラムの担当は、主担当、副担当（専任）、副担当（兼担）に区

分される。主担当は、学位プログラムの中核となる教員で、教育・運営の全般にわたって責任を持つ

担当教員である。副担当（専任）は、主担当となる学位プログラムの業務に支障のない範囲で教育・

運営に参画する担当教員である。副担当（兼担）は、専任となる研究群の業務に支障のない範囲で教

育の一部を担当する教員である。学位プログラムの担当教員数は、主担当と副担当（専任）を合わせ

て 10 人以上とすることを原則とする。また、個々の教員が担当できる学位プログラムの数について

も上限を設け、課程ごとに主担当 1 つ、副担当 4 つまでを原則とする。研究指導は、主担当及び副

担当（専任）による責任ある指導体制を構築した上で、教育上の必要性に応じて副担当（兼担）も協

力して研究指導に参画することができる。 

なお、筑波大学では毎年原則としてすべての教員に対して大学教員業績評価を実施しているが、
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当該評価で用いるシステムでは、「研究」「教育」「社会貢献・学内運営」の 3 つの領域における個々

の教員の活動状況を教員所属組織の長が確認できるようになっている。そこで、改組後も本システ

ムを活用し、「教育」の領域において学位プログラムの担当状況を含めて可視化することで、「研究」

や「社会貢献・学内運営」の領域に係る業務負担も考慮しながら適切にエフォート管理を行い、特定

の教員に業務が集中しないよう定期的な点検・改善を図る。 

（２）人文社会科学研究群における担当教員配置 

本研究群の専任教員は、本研究群に置く学位プログラムの教育上の必要性に応じて、次の教育研

究領域（学位プログラムの教育研究の柱となる領域）における高度の専門性を有する教員（博士前

期課程：教授 64 人、准教授 71 人、講師 3 人、助教 19 人の計 157 人、博士後期課程：教授 55 人、

准教授 69 人、講師 3 人、助教 16 人の計 143 人）から構成される。 

学位プログラム 教育研究領域 

人文学学位プログラム 
哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教

育学 

国際公共政策学位プログラム 国際関係論、地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学 

国際日本研究学位プログラム 人文科学、社会科学、日本語教育学を中心とする学際的領域 

 

本研究群の専任教員の年齢構成（完成年度末時点）は次のとおり偏りのない適切な分布となって

おり、継続的に教育研究の活性化、水準の維持・向上を図ることが可能である。 

・博士前期課程：30 歳代 5 人、40 歳代 35 人、50 歳代 65 人、60 歳代 52 人 

・博士後期課程：30 歳代 2 人、40 歳代 32 人、50 歳代 58 人、60 歳代 51 人 

（３）ビジネス科学研究群における担当教員配置 

本研究群の専任教員は、本研究群に置く学位プログラムの教育上の必要性に応じて、次の教育研

究領域（学位プログラムの教育研究の柱となる領域）における高度の専門性を有する教員（博士前

期課程：教授 17 人、准教授 7 人、助教 1 人の計 25 人、博士後期課程：教授 20 人、准教授 11 人の

計 31 人）から構成される。 

学位プログラム 教育研究領域 

法学学位プログラム 企業関係法、国際ビジネス法、社会・経済法、租税法、知的財産法 

経営学学位プログラム 
経営戦略・経営組織、マーケティング、会計、ファイナンス、数理領域、

情報領域 

 

本研究群の専任教員の年齢構成（完成年度末時点）は次のとおり偏りのない適切な分布となって

おり、継続的に教育研究の活性化、水準の維持・向上を図ることが可能である。 

・博士前期課程：30 歳代 1 人、40 歳代 10 人、50 歳代 10 人、60 歳代 4 人 

・博士後期課程：40 歳代 11 人、50 歳代 11 人、60 歳代 9 人 
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（４）法曹専攻における担当教員配置 

本専攻の専任教員は、12 名である。当専攻の収容定員は 108 名であるので、設置基準によれば、

必要専任教員数は 12 名ということになる。それら 12 名の専任教員はいずれも、当専攻に限り専任

教員として取り扱われている。そして、当専攻専任教員のうち半数以上（6 名）が教授である。 

また、当専攻では、法律基本科目（憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法）

について、すべての科目において、当該科目を適切に指導できる専任教員が配置されている。 

次に、当専攻の場合、専任の実務家教員 4 名のいずれもが弁護士活動等 5 年以上の実務経験を有

している。 

また、専任の実務家教員の主な担当科目であるが、「商法総合演習」、「民事訴訟法総合演習」、「民

事法総合演習」、「法曹倫理Ⅰ」、「民事訴訟実務の基礎Ⅰ」、「民事訴訟実務の基礎Ⅱ」、「民事模擬裁

判」、「刑事訴訟法総合演習」、「刑事訴訟実務の基礎Ⅰ」、「刑事模擬裁判」、「ロイヤリングⅠ」、「ロイ

ヤリングⅡ」、「国際取引法」、「英文法律文書作成」、「法曹実務基礎」、「要件事実論Ⅰ」、「要件事実論

Ⅱ」、「リーガルクリニック」といった、いずれもそれぞれの教員の実務経験と関係の深い科目を担

当している。当専攻では、基礎法学・隣接科目群では「刑事政策」、また展開・先端科目群では、「民

事執行・保全法」、「国際取引法」、「金融商品取引法」、「倒産法演習」、「英文法律文書作成」、「少年

法」といった、多様かつ有職の社会人である当専攻学生の需要の高い科目を、専任教員が担当して

いる。 

本専攻の専任教員 12 名の年齢構成（完成年度末時点）は、40 歳代が 6 人、50 歳代が 5 人、60 歳

代が 1 人と偏りのない適切な分布となっており、継続的に教育研究の活性化、水準の維持・向上を

図ることが可能である。 

（５）国際経営プロフェッショナル専攻における担当教員配置 

本専攻の専任教員は、アカデミック教員に加え、専攻分野における実務の経験を有し、高度の実

務の能力を有する実務家教員 5 名（うち 1 名みなし専任教員）を含めた計 12 名により構成される。

12 名の年齢構成（完成年度末時点）は、30 歳代が 2 名、40 歳代が 3 名、50 歳代が 4 名、60 歳代が

3 名と偏りのない適切な分布となっている。また、12 名のうち 7 名が外国人教員であり、国際ビジ

ネススクールにふさわしい環境を提供することが可能である。 

（６）教員の定年に関する規定 

本学における教員の定年は満 65 歳であり、定年に達した日以後における最初の 3 月 31 日に退職

すると定めている（資料 3：国立大学法人筑波大学本部等職員就業規則抜粋）。定年延長に関する規

定はあるが、本設置計画において定年延長の計画はない。 
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５．教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件 

（１）学修の方法・プロセス 

学修の方法・プロセスは、各学位プログラム又は専攻のカリキュラム・ポリシーに明示している

（上記 3（3）～（6）参照）。また、各学位プログラム及び専門職大学院の履修モデルを資料 4 に示

す。 

（２）履修方法及び修了要件 

本学大学院の基本的な修了要件は課程毎に次のとおりとする。 

課 程 修了要件 

博士前期課程又は修士課程 

当該課程に 2 年以上在学し、部局細則に定める所定の単位を修得し、かつ、必

要な研究指導を受けた上、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査

及び最終試験に合格すること。なお、部局細則で定める修了の要件として必要な

単位数は、30 単位以上でなければならない。 

なお、在学期間については、優れた業績を上げた者については 1 年以上在学す

れば足りるものとする。 

博士後期課程及び後期 3 年

のみの博士課程 

当該課程に 3 年以上在学し、部局細則に定める所定の単位を修得し、かつ、必

要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

なお、在学期間については、優れた研究業績を上げた者については 1 年以上

（ただし、修士課程又は専門職学位課程における在学期間を含めて 3 年以上）在

学すれば足りるものとする。 

一貫制博士課程 

当該課程に 5 年以上（医学の課程にあっては 4 年以上）在学し、部局細則に定

める所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、博士論文の審査及

び最終試験に合格すること。なお、部局細則で定める修了の要件として必要な単

位数は、30 単位以上でなければならない。 

なお、在学期間については、優れた研究業績を上げた者については 3 年以上在

学すれば足りるものとする。 

専門職学位課程（法科大学

院の課程を除く） 

当該課程に 2 年以上在学し、部局細則に定める所定の単位を修得し、かつ、そ

の他必要な教育課程を履修すること。なお、部局細則で定める修了の要件として

必要な単位数は、30 単位以上でなければならない。 

専門職学位課程（法科大学

院の課程） 

当該課程に 3 年以上在学し、部局細則に定める所定の単位を修得すること。 

なお、部局細則で定める修了の要件として必要な単位数は、93 単位以上でなけ

ればならない。 

（３）学位論文の審査体制及び公表方法 

本学術院運営委員会に、修士論文若しくは博士論文（以下「学位論文」という。）又は特定の課題

についての研究の成果（以下「特定課題研究」という。）の審査及び最終試験を行うため、学位論文

審査委員会を置く。 

学位論文審査委員会（以下「審査委員会」という。）は、受理した学位論文等の審査の願出毎にそ

の都度設置するものとし、当該学術院の教員のうちから、学術院運営委員会が指名する主査 1 人及

び副査 2 人以上で組織する。必要がある場合は、本学大学院の他の学術院、他大学の大学院又は他

の研究所等の教員等を副査として加えることができる。このほか、学術院運営委員会は、主査の申

出に基づき、最終試験を行うため必要があると認めるときは、主査及び副査に協力する最終試験委

員若干名を指名することができる。審査委員会は、委員の 3 分の 2 以上が出席しなければ議事を開

くことができない。また、議決を要する事項については、出席委員の 3 分の 2 以上で決するものと

する。 
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学術院長は、課程修了の認定について、修得単位並びに審査委員会から報告された学位論文の審

査及び最終試験の結果に基づき、学術院運営委員会の議を経て、学長に報告する。学長は、当該報告

に基づき、課程修了の認定を行い、修士又は博士の学位を授与する。 

博士の学位を授与したときは、学位規則（昭和 28 年文部省令第 9 号）に基づき、論文要旨等の公

表を遅滞なく行う。 

各学位プログラム又は専攻における学位論文に係る評価の基準は次のとおりである。 

① 人文社会科学研究群に置く学位プログラムにおける学位論文に係る評価の基準 

人文学学位プログラム 

M 

1．研究テーマが適切に設定され、意義・位置づけが明確であること。 

2．関連する先行研究を網羅し、批判的検討を加えていること。 

3．研究方法が明確に提示されていること。 

4．論の構成が適切で、実証的、論理的であること。 

5．新たな学術的な知見が含まれること。 

6．学位論文として適切な形式を具え、研究倫理が順守されていること。 

D 

1．研究テーマが適切に設定され、意義・位置づけが明確であること。 

2．関連する先行研究を網羅し、批判的検討を加えていること。 

3．研究方法が明確に提示されていること。 

4．論の構成が適切で、実証的、論理的であること。 

5．新たな学術的な知見が含まれること。 

6．学位論文として適切な形式を具え、研究倫理が順守されていること。 

国際公共政策学位プログラム 

M 

1．特定の研究課題を設定し、研究の意義及び必要性が明確に記述されていること。 

2．研究課題にふさわしい研究方法及び分析が用いられていること。 

3．当該研究分野の先行研究を十分に踏まえていること。 

4．論文の全体にわたって一貫した論理展開がなされていること。 

5．学術論文として体系的・統一的に構成されたものであること。 

6．引用文献・参照文献を明示し、適切な表現・表記法に従って記述されていること。 

7．個人情報や倫理に関して適切な配慮がなされていること。 

上記項目すべてを満たしていると認められる学位申請論文を、口述審査を経た上で合格とする。 

D 

1．特定の研究課題を設定し、研究の意義及び必要性が明確に記述されていること。 

2．研究課題にふさわしい研究方法及び分析が用いられていること。 

3．当該研究分野の先行研究を十分に踏まえていること。 

4．論文の全体にわたって一貫した論理展開がなされていること。 

5．学術論文として体系的・統一的に構成され、単行本または学術雑誌掲載論文として発表できる内容

と体裁を有するものであること。ただし気発表のものを含んでもよい。 

6．引用文献・参照文献を明示し、適切な表現・表記法に従って記述されていること。 

7．独創性を有し、今後、自立して研究活動を行い、学界に対して新たな知見をもって貢献する能力を

有すると判定されるものであること。 

8．個人情報や倫理に関して適切な配慮がなされていること。 

上記項目すべてを満たしていると認められる学位申請論文を、口述審査を経た上で合格とする。 

国際日本研究学位プログラム 

M 

1．課題の設定が適切であること 

2．論旨が明確であり、かつ一貫性を有していること  

3．正確な用語を用いて適切な分析を行っていること  

4．先行研究の成果を十分に把握していること 

5．文献・資料を適切に使用していること 

6．体裁及び構成が適切であること 

7．相応の学術的貢献が認められること 
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D 

1．課題の設定が適切であり、かつ独創性を有していること 

2．論旨が明確であり、かつ一貫性を有していること 

3．正確な用語を用いて完成度の高い分析を行っていること 

4．先行研究の成果を十分に把握し、かつ発展的に運用していること 

5．文献・資料を適切に使用していること 

6．体裁及び構成が適切であること 

7．当該分野において高度な学術水準に達し、かつ新たな学術的貢献が認められること 

② ビジネス科学研究群に置く学位プログラムにおける学位論文に係る評価の基準 

法学学位プログラム 

M 

1．オリジナリティを有していること（とりわけ、社会人としての経験等を背景とする問題意識に支え

られた論文であること） 

2．重要文献を渉猟し、その理解の上で、自分の理解を展開していること 

3．参考文献・引用文献を適切に表示していること 

D 

1．テーマについて、少なくとも 1 つの主要な国との比較法的手法を用いた研究、または、実証研究・

実態調査・歴史研究・経済学的手法を用いた研究が行われていること 

2．文献・資料を組織的に収集・調査し、批判的に分析されていること 

3．テーマに関連する専門的知識を有していること 

4．テーマについて、高いオリジナリティを有していること 

経営学学位プログラム 

M 

評価項目を下記の 7 つとし、 

1．経営の現場における重要な問題の発見あるいは，学術的に未解決の問題の発見 

2．基本的な先行研究の把握と，研究課題の位置づけの提示 

3．研究目的および方法の提示 

4．構成・論旨展開の適切さ 

5．学術的貢献および実務的貢献への言及 

6．研究倫理の遵守 

7．文献の適切な引用および規定に沿った体裁 

上記の評価項目を内容として含む学位申請論文を、学位論文としての水準の観点から、論文審査なら

びに最終試験において評価し、合否の判定を行う。 

D 

主査 1 名および副査 4 名以上（論文審査委員会の設置母体となる組織の専任教員以外を 1 名以上含

む）の論文審査委員会の合議で行う。 

次の評価項目 

1．研究課題の意義、 

2．内外の先行研究の包括的な理解と把握、 

3．研究方法の厳密な提示とその妥当性、 

4．論証方法や結論の妥当性と意義、 

5．論文の形式・体裁、 

上記の評価項目を内容として含む学位申請論文を、学位論文としての水準の観点から、論文審査なら

びに最終試験において評価し、合否の判定を行う。 

（４）教育方法の特色 

① 2 学期 6 モジュール制 

本学は平成 25 年度より、開学以来の 3 学期制から 2 学期 6 モジュール制に移行した。改組後もこ

の学期制を維持する。学期の期間は、春学期を 4 月 1 日から 9 月 30 日まで、秋学期を 10 月 1 日か

ら翌年 3 月 31 日までとする。春学期は、春 A・春 B・春 C モジュールで、秋学期は秋 A・秋 B・秋

C モジュールで構成する。各モジュールは 5 週の授業日数を確保する。各学期の AB モジュールによ

り 10 週又は ABC モジュールにより 15 週の授業期間を基本としつつ、授業科目の特性により十分な
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教育効果をあげることができると認められる場合には、単一モジュールで 2 コマ連続（10 コマ）の

授業科目を開設するなど、教育上の必要性に応じて柔軟な授業科目の開設を可能とする。 

② 秋季入学 

本学術院では、人文社会科学研究群において秋入学を実施する。秋入学で受け入れる学生、教育

課程上の配慮等は次のとおりである。 

■人文社会科学研究群 

学位プログラム 事項 内容 

国際公共政策学位プロ

グラム（M） 

秋季入学で受

け入れる学生 

独立行政法人国際協力機構（JICA）／一般財団法人日本国際協力セ

ンター（JICE）や世界銀行などの協力によって行われる特別選抜に

合格した者 

教育課程上の

配慮 

秋学期入学者を主たる対象として、「Academic Writing and Research 

Ethics」を開講する。また、英語のみで修了できるように科目を配置

する。 

国際日本研究学位プロ

グラム（M/D） 

秋季入学で受

け入れる学生 
指定校推薦入試の合格者（M/D） 

教育課程上の

配慮 

秋学期入学者を主たる対象として、「Academic Writing and Research 

Ethics」、「プロジェクト演習 1B,2B,2D」（博士前期課程）、「プロジェ

クト演習 3B,4B」（博士後期課程）を開講する。 

③ 早期修了及び長期履修制度 

個々の学生の能力や事情に応じて、早期修了及び長期履修制度を有効に活用する。博士後期課程

においては、一定の研究業績や能力を有する社会人を対象とした「社会人のための博士後期課程早

期修了プログラム」を平成 19 年度から実施しており、改組後も引き続き実施する。 

（５）研究の倫理審査体制 

（ヒトを対象とする研究） 

本学では、人間の尊厳と人権が尊重され、社会の理解を得た適正な研究の実施を確保することを

目的として、「筑波大学におけるヒトを対象とする研究の倫理に関する規則」を定め、当該研究の適

正な実施に関する学長の統括と部局長の責務、研究実施者の責務とともに、研究倫理審査委員会を

置くことを規定し、研究の倫理審査体制を整備している。（資料 5：「筑波大学におけるヒトを対象と

する研究の倫理に関する規則」 

本規則に基づき、学長の統括の下、当該研究の円滑化かつ機動的な実施のため、その実施に関す

る権限及び事務を部局長に委任し、部局においては、当該研究に関する計画の適正な実施及び審査

を行うため、部局細則に基づき研究倫理審査委員会を置いている。研究実施者は、所属する部局の

研究倫理審査委員会に研究計画を申請し、審査・承認を受けた後に、研究を実施する。部局長は、所

属する研究者等に個人の尊厳及び人権の尊重に配慮した研究の実施について周知徹底している。当

該研究に関する研究倫理審査委員会は、次のとおりである。 

ａ）「ヒトを対象とする研究倫理委員会」（全学委員会） 

ｂ）特定の審査を対象としたヒトを対象とする研究倫理審査委員会（部局委員会） 
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「人文社会系研究倫理審査委員会」 

「ビジネスサイエンス系研究倫理委員会」 

「数理物質科系研究倫理委員会」 

「システム情報系研究倫理委員会」 

「生命環境系研究倫理委員会」 

「人間系研究倫理委員会」 

「体育系研究倫理委員会」 

「芸術系研究倫理委員会」 

「図書館情報メディア系倫理審査委員会」 

「附属学校教育局研究倫理委員会」 

本学術院の人文社会科学研究群では、学生が人に対して侵襲性ないし危険性を伴うアンケート調

査や実験などを行う場合に、指導教員が、人文社会系研究倫理審査委員会に研究計画を申請し、審

査・承認を受けた後に、研究を実施することとしている。 

また、ビジネス科学研究群では、学生が行う人を対象とする研究のうち、倫理的な問題が生じる

可能性があるものについて、指導教員が、ビジネスサイエンス系研究倫理審査委員会に「研究倫理

審査申請書」等を提出し、審査・承認を受けた後に、研究を実施することとしている。 

６．施設・設備等の整備計画 

本設置計画は、本学大学院の全研究科を改組再編するものであり、現在の 8 研究科が使用してい

るすべての施設・設備は新たに設置する 3 つの学術院に引き継がれる。このため、基本的に既存の

施設・設備により 3 学術院の教育研究を行うことが可能である。 

（１）校地・校舎及び研究室・講義室等 

本学は、メインキャンパスである筑波キャンパスと、社会人を対象とした夜間大学院を開設する

東京キャンパスの 2 つのキャンパスを有している。本学術院では、筑波キャンパスにおいて人文社

会科学研究群の教育研究を行い、東京キャンパスにおいてビジネス科学研究群、法曹専攻、国際経

営プロフェッショナル専攻の教育研究を行う。両キャンパスの校地・校舎面積及び研究室・講義室

等の整備状況は表 7-(1)-①及び 7-(1)-②のとおりであり、両研究群とも母体となる改組前の研究科

の施設・設備を引き継ぐため、各々の教育研究を行うために必要となる基本的な施設・設備は備わ

っている。また、各研究群の教育研究エリアには共用パソコンを配置した大学院生用の研究室や学

生ラウンジを整備し、学生が常駐して学修に専念できる環境を整えている。 

筑波キャンパスには、陸上競技場、サッカー場、ラグビー場、多目的グラウンド、野球場、テニス

コート、ハンドボールコート、体育館、プール、弓道場を整備している。これらの充実した体育施設

を活用し、大学院共通科目として「大学院体育」を提供している。 

表 7-(1)-① 校地・校舎面積 

 筑波キャンパス 東京キャンパス 運動場用地 

校地面積 1,360,257 ㎡ 12,997 ㎡ 344,887 ㎡ 

校舎面積 462,693 ㎡ 16,049 ㎡ － 
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表 7-(1)-② 研究室・講義室等 

 教員研究室 講義室 演習室 
実験・ 

実習室 

情報処理 

学習施設 

語学学習 

施設 

筑波キャンパス 1,722 室 300 室 293 室 2,013 室 28 室 7 室 

東京キャンパス 109 室 32 室 7 室 18 室 2 室 － 

（２）図書館 

本学附属図書館は、中央図書館、体育・芸術図書館、医学図書館、図書館情報学図書館（以上、筑

波キャンパス）、大塚図書館（東京キャンパス）の 5 館からなる。全学共同利用制としており、閲覧

座席数は総数 2,230 席である。 

蔵書数は 5 館合わせて和書約 164 万冊、洋書約 104 万冊、視聴覚資料は約 1 万 7 千点、学術雑誌

（冊子）は約 3 万タイトルであり、これに加えて契約している電子ジャーナル約 3 万 1 千タイトル、

電子ブック約 3 万 3 千タイトル、データベース 29 種が利用可能である。 

すべての分野の教育研究活動を支援する均衡のとれた蔵書構成と豊かな蔵書を維持・発展させる

ため、「筑波大学附属図書館資料の収集について」、「新刊学術図書収集のための選書基準」、「学生希

望図書採択基準」、「視聴覚資料の選定基準」等の基準により整備している。また、主要な電子ジャー

ナル・データベースについては、「平成 31 年度以降の筑波大学における電子ジャーナル等の整備方

針」を定め、全学経費により安定的に整備している。 

教育用図書については、教員個人から、シラバスに掲載された図書や試験・課題のために必読を

課す図書の推薦をウェブサイトで随時受け付けている。 

開館時間は表 7-(2)-①のとおりであり、最長 24 時まで開館し、日中・夜間、また土・日・祝日を

問わず学修・研究を支援している。図書館内には、研究個室、セミナー室、全学計算機サテライト、

閲覧席、視聴覚ブース等を設置し、資料を利用しながら自主的学習ができる環境を整備している。

また、アクティブ・ラーニングを推進するためのラーニングコモンズを設置し、多様な学修支援を

行っている。 

表 7-(2)-① 研究室・講義室等 

■筑波キャンパス 

図書館 曜日 学期中 休業中 

中央図書館 
月～金 8:30-24:00 9:00-20:00 

土・日・祝 9:00-20:00 9:00-18:00 

体育・芸術図書館 

図書館情報学図書館 

月～金 8:30-22:00 9:00-17:00 

土・日・祝 10:00-18:00 休館 

医学図書館 
月～金 8:30-22:00 9:00-20:00 

※2 月, 9 月は学期中と同じ 土・日・祝 9:00-22:00 

■東京キャンパス 

図書館 月 火～金 土 日 祝 

大塚図書館 10:30-18:30 10:00-21:10 10:00-19:50 10:00-18:00 休館 
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７．基礎となる学部（又は修士課程）との関係 

人文社会科学研究群に主に対応する学士課程の教育組織は、人文・文化学群（人文学類、比較文化

学類、日本語・日本文化学類）及び社会・国際学群（社会学類、国際総合学類）である。これらの学

群・学類が人文社会科学研究群への学内からの主たる進学元となる。資料 6 にその対応関係を示す。 

ビジネス科学研究群は社会人を対象とした夜間大学院であり、基礎となる学群・学類を持たない。 

８．入学者選抜の概要（アドミッション・ポリシー） 

（１）人文社会科学研究群の入学者選抜の概要 

■博士前期課程 

人文学学位プログラム（M） 

求める人材 人文学諸分野への強い関心、研究課題に真摯に取り組む情熱、研究に必要な基礎的知識、語学

力、論理的思考力、論述力を持ち、研究成果を社会に還元する意欲を持つ人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試、推薦入試などの入学者選抜方式によって多様な入学志願

者に対応するとともに、募集人員を分割し、同一年度に複数回の入学試験を実施する。 

・一般入試では、専門科目の筆記試験、及び口述試験を実施し、総合的に判定する。専門科目は、

出願時に申し出た哲学・思想、歴史・人類学、文学、言語学、現代文化学、英語教育学など人文

学に関係する分野から１つを選択し、外国語（１カ国語）で書かれた専門文献を使った設問を含

む出題を行い、人文学諸分野の研究に必要な基礎的知識、論理的思考力、研究しようとしている

分野の専門的知識、研究に必要な語学力を判定する。口述試験は、卒業論文（ないしはそれに準

ずる論文）や研究計画書等の提出書類を参考とし、志願者の基礎的研究能力、研究に対する関心・

情熱・適性、研究を通して社会に貢献しようとする意欲、研究しようとしている分野の専門的知

識に加え、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力なども判定する。提出書類のうち、

卒業論文（ないしはそれに準ずる論文）により、専門分野に関する論述力を判定する。 

・推薦入試では、小論文の筆記試験、及び口述試験を実施し、総合的に判定する。推薦入試は、学

士課程等において志願者を指導し、その諸能力や性格、資質などを知悉する教員から、人文学諸

分野の研究に必要な基礎的知識や論理的思考力をすでに身に付けているとして推薦された者を対

象としている。このため、専門科目の筆記試験は行わず、修士論文の執筆を進められるのに十分

な論理的思考力、論述力、語学力があるかどうかを判定するために、外国語（１カ国語）で書か

れた専門文献を読ませ、それに基づいて論述させる小論文の筆記試験を行う。口述試験は、推薦

書および研究計画書を参考とし、専門分野の基礎的知識と研究遂行能力、研究しようとしている

分野の専門的知識を確認し、研究に対する関心・情熱・適性、研究を通して社会に貢献しようと

する意欲に加え、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

国際公共政策学位プログラム（M） 

求める人材 卒業論文の執筆やその他の学修の成果、または社会的経験を踏まえ、複雑化する現代社会や国際

問題について、人間が共に生きることができるよう、継続的に理論的・実践的な研究を遂行する能

力と専門的知識、またその研究への情熱、高度な知識をただ吸収するだけでなく、自らの関心から

積極的に課題を発見し、専門実務へ応用できる柔軟性を持った人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試、推薦入試、英語の授業のみを履修して修了することを希

望する者への特別選抜などの入学者選抜方式によって多様な入学志願者に対応するとともに、募集

人員を分割し、同一年度に複数回の入学試験を実施する。 

・一般入試では、専門科目及び外国語の筆記試験、並びに口述試験を実施し、総合的に判定する。

専門科目は、出願時に申し出た国際関係論・社会開発論・人類学・社会学・政治学・地域研究な

ど国際公共政策に関係する分野から１つを選択して解答させ、修士論文執筆に十分な継続的研究

能力、専門的知識、専門実務へ応用できる柔軟性を判定する。外国語の筆記試験は、研究・実務

に必要不可欠な外国語運用能力を判定する。口述試験は、研究計画書等を参考とし、志願者の研

究に対する情熱・意欲、研究しようとしている分野の専門的知識、専門実務へ応用できる柔軟性

などの資質、研究計画の実現性に加え、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力など
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も判定する。 

・推薦入試では、小論文の筆記試験、及び口述試験を実施し、総合的に判定する。推薦入試は、学

士課程等において志願者を指導し、その諸能力や性格、資質などを知悉する教員から、国際公共

政策研究に必要な専門的知識や継続的研究能力、外国語運用能力をすでに身に付けているとして

推薦された者を対象としている。このため、専門科目や外国語の筆記試験は行わず、研究しよう

としている分野の専門的知識や専門実務へ応用できる柔軟性を判定するために小論文の筆記試験

を行う。口述試験は、推薦書および研究計画書を参考とし、研究計画の実現可能性、研究への情

熱・意欲、研究しようとしている分野の専門的知識、研究に対する資質に加え、プレゼンテーシ

ョン能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

・開発途上国・新興国の若手行政官や有職者など、英語の授業のみを履修して修了を希望する者に

対しては特別選抜を実施する。特別選抜では、書類審査と口述試験を行い、総合的に判定する。

書類審査は、研究計画書や推薦書などに基づき、研究計画の実現可能性、研究への情熱・意欲な

どを判定する。口述試験では、書類を参考にし、継続的研究能力、研究しようとしている分野の

専門的知識、研究に対する情熱・意欲、英語の運用能力、研究計画の実現可能性に加え、プレゼ

ンテーション能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

国際日本研究学位プログラム（M） 

求める人材 国際的・比較的な視野のもとに日本の文化・社会や日本語教育について研究し、その成果をもと

に、日本や東アジアを中心に世界が抱えるさまざまな問題に主体的に取り組んでいく意欲をもつ人

材を求める。前期課程ではこのような問題に対して研究者（基礎レベル）としてあるいは職業人と

して、正面から取り組む意欲を持つ学生や社会人から広く人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試、指定校推薦入試、社会人特別選抜などの入学者選抜方式

によって多様な入学志願者に対応するとともに、募集人員を分割し、同一年度に複数回の入学試験

を実施する。 

・一般入試では、専門科目及び外国語の筆記試験、並びに口述試験を実施し、総合的に判定する。

専門科目は、国際日本研究に関係する「政治」「経済」「文学・文化・思想」「法律・社会・メディ

ア・情報」「言語」「日本語教育学」の分野から１つを解答時に選択して日本語または英語（「日本

語教育学」のみ日本語）で解答させ、博士前期課程において国際日本研究を遂行しうる能力、研

究しようとしている分野の専門的知識を判定する。外国語の筆記試験は、国際日本研究に必要な

外国語運用能力を判定する。口述試験は、研究計画書等を参考とし、学修成果や思考力、研究に

対する情熱・意欲、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション能力や

コミュニケーション能力も判定する。 

・指定校推薦入試では、口述試験を実施する。指定校推薦入試は、海外協定校（ベトナム教育訓練

省ホーチミン市師範大学日本語学部）において志願者の諸能力や性格、資質などを知悉する教員

等から、国際日本研究を遂行しうる能力をすでに身に付けているとして推薦された者を対象とし

ている。このため、専門科目や外国語の筆記試験は行わず、口述試験により、国際日本研究に正

面から取り組む意欲、研究計画、協定校における学修や本学位プログラムを志望する理由、研究

しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力

なども判定する。 

・社会人特別選抜では、専門科目の筆記試験及び口述試験を実施する。社会人特別選抜は、社会人

としての経験を有している者を対象としている。専門科目は、国際日本研究に関係する「政治」

「経済」「文学・文化・思想」「法律・社会・メディア・情報」「言語」「日本語教育学」の分野から

１つを解答時に選択して日本語または英語（「日本語教育学」のみ日本語）で解答させ、国際日本

研究を遂行しうる専門的能力を判定する。口述試験は、研究計画や社会人として得られた問題意

識、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション能力やコミュニケーシ

ョン能力なども判定する。 

■博士後期課程 

人文学学位プログラム（D） 

求める人材 人文学諸分野への強い関心、研究課題に真摯に取り組む情熱、研究に必要な専門的知識、語学力、

論理的思考力、論述力を持ち、専門性を追求するのみならず、自らの研究を人文学の中に位置づけ、

学際的な新たな領域を開拓する意欲を持つ人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試を行う。 
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・一般入試では、専門科目の筆記試験、並びに口述試験を実施し、総合的に判定する。専門科目は、

出願時に申し出た哲学・思想、歴史・人類学、文学、言語学、現代文化学、英語教育学など人文

学に関係する分野から１つを選択し、外国語（１カ国語）で書かれた専門文献を使った設問を含

む出題を行い、人文学諸分野の研究に必要な専門的知識、論理的思考力、研究しようとしている

分野の専門的知識、研究に必要な語学力を判定する。口述試験は、提出された修士論文（ないし

はそれに準ずる論文）や研究計画書等を参考としつつ、志願者の研究しようとしている分野の専

門的知識、研究に対する関心・情熱・適性、研究を通して社会に貢献しようとする意欲に加え、

プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力なども判定する。提出書類のうち、修士論文

により、専門分野に関する論述力を判定する。 

国際公共政策学位プログラム（D） 

求める人材 修士論文の執筆や社会的経験を通じ、グローバル化・複雑化する世界における現代社会や国際問

題について洗練された論理的思考力や専門的知識、多様な社会問題・政治情勢を把握できる感性を

身に付け、また、それを基盤として、高度な専門性を実務に積極的に活用し、現代社会や国際関係

の諸問題について具体的な政策提言や解決方策を言語化できる高度かつ柔軟な思考力、意欲を備え

た人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試を行う。 

・一般入試では、専門科目及び外国語の筆記試験、並びに口述試験を実施し、総合的に判定する。

専門科目は、出願時に申し出た国際関係論・社会開発論・人類学・社会学・政治学・地域研究な

ど国際公共政策に関係する分野から１つを選択して解答させ、志願者の論理的思考力、研究しよ

うとしている分野の専門的知識、社会・政治問題に対する感性を判定する。口述試験では、修士

論文と研究計画書を参考とし、高度な専門性を実務に積極的に活用する能力、社会・政治問題へ

の政策提言を行える高度かつ柔軟な思考力、意欲、研究しようとしている分野の専門的知識に加

え、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

国際日本研究学位プログラム（D） 

求める人材 国際的・比較的な視野のもとに日本の文化・社会について研究し、その成果をもとに、日本や東

アジアを中心に世界が抱えるさまざまな問題に主体的に取り組んでいく意欲をもつ学生および社会

人。後期課程ではこのような問題に対して研究者としてあるいは高度な研究能力を持つ職業人とし

て、正面から取り込む意欲を持つ学生や社会人を広く求める。また、日本語教育に関して国際的な

研究・教育領域を掘り下げて研究し、また日本語教育に関する専門的な学識を世界に向けて発信す

る意欲を持つ学生および社会人。後期課程ではこのような問題に対して研究者としてあるいは高度

な研究能力を持つ職業人として、正面から取り込む意欲を持つ学生や社会人を広く求める。 

入学者選抜 

方針 

入学者の選抜にあたっては、一般入試、推薦入試、指定校推薦入試、社会人特別選抜などの入学

者選抜方式によって多様な入学志願者に対応するとともに、募集人員を分割し、同一年度に複数回

の入学試験を実施する。 

・一般入試では、専門科目の筆記試験、及び口述試験を実施し、総合的に判定する。専門科目は、

国際日本研究に関係する「政治」「経済」「文学・文化・思想」「法律・社会・メディア・情報」「言

語」「日本語教育学」の分野から１つを解答時に選択して日本語または英語（「日本語教育学」の

み日本語）で解答させ、博士後期課程において高度な国際日本研究を遂行しうる専門的能力、研

究しようとしている分野の専門的知識を判定する。専門科目は、博士論文を執筆する言語で解答

させるので、解答における語学力、及び修士論文や研究計画書等の書類の語学力で判定するため、

外国語の筆記試験は行わない。口述試験は、研究計画書等を参考とし、学修成果や思考力、語学

力、研究に対する情熱・意欲、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーシ

ョン能力やコミュニケーション能力も判定する。 

・推薦入試では、小論文の筆記試験、及び口述試験を実施する。推薦入試は、研究者として大学等

研究機関に就職することを目指す修士の学位を取得した、あるいは取得予定の学生、もしくは海

外の大学教員や高度職業人を対象とする。受験者は、修士の学位を取得しているか、取得予定で

あるため、専門科目の試験に代えて、小論文により、専門分野に関する知識、理解力、論理的思

考能力等、博士後期課程において高度な国際日本研究を遂行しうる専門的能力を判定する。口述

試験は、研究計画書等を参考とし、国際日本研究に正面から取り組む意欲、研究計画、本学位プ

ログラムを志望する理由、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション

能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

・指定校推薦入試では、口述試験を実施する。指定校推薦入試は、海外協定校（高麗大学校中日語

日文学科、韓国外国語大学校日本語大学、仁荷大学校文科大学日本言語文化学科、釜山大学校人

文大学日語日文学科、政治大学日本語文学系、輔仁大学日本語文学系、東呉大学日本語文学系、
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ベトナム教育訓練省ホーチミン市師範大学日本語学部）において志願者の諸能力や性格、資質な

どを知悉する教員等から、高度な国際日本研究を遂行しうる専門的能力をすでに身に付けている

として推薦された者を対象としている。このため、専門科目や外国語の筆記試験は行わず、口述

試験により、国際日本研究に正面から取り組む意欲、研究計画、協定校における学修や本学位プ

ログラムを志望する理由、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション

能力やコミュニケーション能力なども判定する。 

・社会人特別選抜では、専門科目の筆記試験及び口述試験を実施する。社会人特別選抜は、社会人

としての経験を有している者を対象としている。専門科目は、国際日本研究に関係する「政治」

「経済」「文学・文化・思想」「法律・社会・メディア・情報」「言語」「日本語教育学」の分野から

１つを解答時に選択して日本語または英語（「日本語教育学」のみ日本語）で解答させ、高度な国

際日本研究を遂行しうる専門的能力を判定する。口述試験は、研究計画や社会人として得られた

問題意識、研究しようとしている分野の専門的知識に加え、プレゼンテーション能力やコミュニ

ケーション能力なども判定する。 

（２）ビジネス科学研究群の入学者選抜の概要 

■博士前期課程 

法学学位プログラム（M） 

求める人材 企業において一定の実務経験を有しており、現代社会において生じる多様な諸問題を法学的専門

知識と法的思考方法によって解決できる高度専門職業人としての能力を涵養しうる、強い学習意欲

と熱意を有する人材が望まれる。 

入学者選抜 

方針 

研究計画書、筆記試験（小論文）、面接試験により選抜する。 

・研究計画書   研究に対する問題設定能力、計画策定能力、専門知識等を中心に評価する。 

・筆記試験（小論文） 基本的な法的思考能力、文章構成・記述能力を中心に評価する。 

・面接試験  研究能力、専門知識、コミュニケーション能力等を中心に評価する。 

ただし、弁護士・公認会計士等の一定の国家資格を有する者については、筆記試験（小論文）を

免除する。 

経営学学位プログラム（M） 

求める人材 社会人大学院であるためビジネスに根差した問題意識を持つことはもちろんのこと、研究として

行う以上は学術的なアプローチに対する関心や知識も重要になる。また、研究を計画し遂行する過

程では、自ら文献等調査の上、考察し解を導く積極的な姿勢が求められる。年齢も経歴も異なる多

様な学生が集まるため、担当業務や専門領域を超えて幅広い関心を持つことが大切である。 

入学者選抜 

方針 

以下を評価し、総合的に判定する。 

・研究計画書により：問題意識、研究のアプローチ、専門的知識、研究の有用性・実現可能性およ

び独創性、文章表現能力 

・小論文試験により：ビジネスや社会の諸問題に対する関心の広さと理解の深さ、論理的思考能力、

文章表現能力 

・口述試験により：研究計画書の理解度、専門的知識、学習や研究への意欲、考えを表現する能力 

■博士後期課程 

法学学位プログラム（D） 

求める人材 企業や社会が直面する新たな類型の法的諸問題について、総合的かつ高度な判断能力を持ち適切

な解決策を提示できる高度専門職業人、及び、その経験を有効に活用し得る研究者となる人材を求

める。 

入学者選抜 

方針 

以下を評価し、それぞれに対応する能力評価を踏まえて総合的に判定する。 

・研究計画書、論文審査（修士論文又はそれに相当する学術論文）：研究課題設定能力、計画策定能

力、専門知識及び論理的思考等の能力 

・筆記試験（外国語、専門科目（法学））：外国語で書かれた法学に関連する文章の大意を比較的短

い時間で把握する能力。法学についての専門的知識及び論述能力。 

・口述試験：研究意欲や専門知識に関する能力、コミュニケーション能力 
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経営学学位プログラム（D） 

求める人材 社会人としてビジネスに根差した問題意識に根ざした博士論文研究を実践する上で、現代の経営

学分野の先進的かつ先端的な学術上のアプローチに強い関心があり専門的な知識・能力を有する人

材を求める。加えて、研究を計画し遂行する過程では、自ら調べたり考えたりする積極的な姿勢を

有し、担当業務や専門領域を超えて幅広い関心を持つ人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

以下を評価し、総合的に判定する。 

・提出論文と研究計画書：研究目的、研究方法の妥当性、研究の有用性・新規性ならびに文章表現

能力 

・外国語試験（TOEIC で代替）：英語でのコミュニケーション能力 

・面接試験：プレゼンテーション能力、研究意欲やディスカッション能力 

（３）法曹専攻の入学者選抜の概要 

求める人材 社会人としての実務経験等を有する者であって、法的な問題を発見し、理論的に分析する能力を

獲得することによって、将来、すでに獲得した知識・経験・技能と法的な知識・技能とを結びつけ

て、リーガル・サービスを提供しようと希望する人材を求める。 

入学者選抜 

方針 

【法学未修者】 

①１次試験：筆記試験 

筆記試験（論文）の点数により合格者を決定している。なお、筆記試験は、読解力、論理的思考

力、分析力、論述能力を適確に評価できる問題を出題している。 

②２次試験：口述試験及び書面審査（１次試験合格者のみ対象） 

２名の教員による個別面接を実施し、法曹になるための資質、高い志、熱意があるか等を評価す

る。その上で、口述試験の評価と出願の提出書類に記載された、大学学部等での成績、顕著な語学

資格、各種資格、志願者の社会人経験と本学・法曹志望理由との関係などを総合評価して合否（最

終合格者）を決定している。 

【法学既修者】 

１次試験（筆記試験）として法律科目論文試験を実施し、必要とされる法学の基礎的な学識を有

する者と認められるか否かを判定する。筆記試験（法律科目論文試験）の点数により１次試験の合

格者を決定する。この１次試験の合格者に対し２次試験（口述試験）を課し、最終合格者を決定す

ることは未修者と同様である。 

（４）国際経営プロフェッショナル専攻の入学者選抜の概要 

求める人材 ①多様性の高い学習環境において、文化的感受性と創発的なコミュニケーションができる英語力

を持ち、②主体的な問題意識や自律的な行動様式を備え、③将来、営利又は非営利グローバル組織

の国際本部及び現地事業所、あるいは地域横断的なプロジェクトにおいて、中枢マネジメント人材

として活躍するキャリアを目指す社会人有職者（もしくは職務経験者）を求める。 

入学者選抜 

方針 

出願書類の審査と英語能力の審査及び口述試験に基づいて受験者を総合的に評価する。  

・第１段階選抜：出願書類の審査と英語能力の審査 

出願書類には所定様式の願書、ビジネスプロジェクトの実習計画等を記したエッセイ、卒業大学

における成績証明書、推薦状等が含まれる。 

・第２段階選抜：口述試験（第１段階選抜の合格者のみ）  

口述試験では、受験者の職業経験、出願動機、分析・コミュニケーション技能、将来へのビジョ

ン等を評価する。 

９．取得可能な資格 

本学術院において取得可能な資格及び資格取得の条件等は次のとおりである。 
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■人文社会科学研究群 

資格名称 国家資格／民間資格の別、資格取得／受験資格の別、資格取得の条件 

1．中学校教諭専修免許状（国語、

社会、英語） 

2．高等学校教諭専修免許状（国

語、地理歴史、公民、英語） 

人文学学位プログラム（博士前期課程）の修了要件単位に含まれる科目

を履修することで、左記の各専修免許状（国家資格）を取得できる。（ただ

し、一種免許状の資格要件を満たすことが必要。）なお、資格取得は修了の

必須条件ではない。 

■法曹専攻 

資格名称 国家資格／民間資格の別、資格取得／受験資格の別、資格取得の条件 

司法試験の受験資格 法科大学院の課程である当該専攻を修了することにより、国家試験であ

る司法試験の受験資格を取得できる。 

１０．企業実習（インターンシップを含む）を実施する場合の具体的計画 

＜大学院共通科目＞ 

事項 内容 

実習先の確保の

状況 

大学院共通科目「国際インターンシップ」において、国際的な職業体験（海外の大学にお

ける Preparing Future Faculty：PFF 体験を含む）や海外の大学・研究機関が主催する各種トレ

ーニングコースへの参加の成果を単位認定している。 

当該科目は、学生自らが海外における受け入れ先の開拓、海外渡航の手続き、海外での研

究・実習、受入先でのコミュニケーション、海外での生活等を経験することで、研究、海外

生活、外国人とのコミュニケーションに十分な能力と語学力のスキルアップを図ることを目

的としている。よって、実習先を大学で確保するという実施方法は馴染まず、学生自らが開

拓した実習先・プログラム内容を当該授業科目の単位認定をするにふさわしいか、担当教員

が判断することとなっている。したがって実習先は毎年変動するため、参考として過去 3 年

分の実習先を添付する。（資料 7） 

実習先との連携

体制 

申請の段階で受け入れ先責任者の承認を証明する資料の提出を学生に求めることとしてい

る。また、実習先の担当者の連絡先を求めることとし、緊急時には速やかに学生と連絡が取

れる状態としている。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

大学院共通科目委員会委員長及び副委員長による複数名の成績評価体制を敷いている。訪

問前レポート（実施計画書）、実習後のレポートの評価をもって単位認定している。 

＜人文社会科学研究群共通科目＞ 

事項 内容 

実習先の確保の

状況 

人文社会科学研究群共通科目「人文社会科学のためのインターンシップ」において、職業

実習への参加の成果を単位認定している。 

当該科目は、①大学院生が研究職、非研究職を含めた多様なキャリアの方向性を考える機

会を提供することにより、積極的に将来の選択肢を広げると同時に、キャリアデザインにお

けるリスク管理について考えるサポートを行い、②社会のニーズと自らの研究テーマの接点

を理解し、研究へのフィードバックを狙うと同時に、これまでの研究蓄積を積極的に社会へ

と還元していく素地を身に付け、③受講経験を就職活動において積極的に利用えきるように

することを目的にしている。 

実習先探しの段階から自らの研究テーマと社会のニーズと接点について考え始めたり、自

ら行動を起こしたりすることによる教育効果を重視していることから、実習先は受講希望者

が自ら、就職課や各企業・官公庁の公募等を通じて見つけるのを原則としている。過去の実

習先としては、一般財団法人人文情報学研究所、公益財団法人中東調査会、独立行政法人国

際協力機構、特定非営利活動法人つくばアグリチャレンジ、株式会社学研辞典編集室、イオ

ンフィナンシャルサービスなどがある。 
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実習先との連携

体制 

インターンシップの受け入れ先決定後に学生に報告させ、受け入れ先の組織と連携が取れ

るようにする。受け入れ先の組織には、学生の活動について報告・評価を行ってもらい、成

績評価の参考にする。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

担当教員は、事前・事後の個別指導やグループディスカッションを通じて、インターンシ

ップからキャリア面、学術面で何を学びたいのか（目標）、どのようなアプローチで臨めば目

標を達成できるのか（方法）、実際に何を学んだのか（実践からのフィードバック）を具体的

に明らかにさせている。インターンシップ報告書・課題の提出を通じて評価し、単位認定を

行う。 

＜人文社会科学研究群国際公共政策学位プログラム＞ 

事項 内容 

実習先の確保の

状況 

「国際協力インターンシップ I」は、独立行政法人国際協力機構つくば国際センター（JICA

筑波）が海外研修員向けに実施している直営型研修コースに参加し、技術協力活動の現場に

接する機会を通して、農村開発分野、国際協力分野における途上国社会のニーズや問題点、

必要とされる協力の姿などに関する理解を深めることを目的とするものである。 

JICA 筑波は、毎年春に、「大学生・大学院生向け国際協力理解講座」への参加募集を行

い、応募書類の審査に基づいて参加者の選考を行う。この選考に合格して選抜された学生

は、1 単位の科目として「国際協力インターンシップ I」の履修登録を行う。講座は、夏休み

期間中の 7 月から 8 月にかけて、各コース 5 日間の日程で開設される。 

実習先との連携

体制 

JICA 筑波とは、本学位プログラムの母体となる国際地域研究専攻の英語特別プログラムを

中心に、緊密な連携関係を維持してきた。そのかかわりの一環として本講座への参加募集を

受けており、在籍学生の中から希望者に応募させている。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

JICA 講座の参加者は、参加プログラムの最終日もしくは修了 3 日以内に受講レポートの提出が義

務付けられている。提出されたレポートの評価と講座への出席状況の報告に基づき、本学の担当教

員が成績評価・単位認定を行う。 

事項 内容 

実習先の確保の

状況 

「国際協力インターンシップ II（SEND 活動）」において、主に海外の大学、研究センター、大使館、

自治体等の公的機関における SEND 活動（日本語・日本文化の発信）、「国際協力インターンシップ

III」において、主に海外の企業、国際機関、団体等におけるインターンシップ活動の成果を単位とし

て認定している。 

当該科目は、①現地社会との関係の中で実務経験を積み日本と現地の懸け橋となる人材の具体

像を学ぶ、②事業経験に裏付けられた現場の視点から自分が専門とする国・地域を学ぶ機会を得

る、③大学での学びと社会における経験を結びつける意識を育て新たな学習意欲を喚起する、④そ

れぞれの職業適性や大学院修了後の将来設計について主体的に考える機会を得る、⑤多世代・多

国籍の人々と人間関係を形成しコミュニケーション能力を高めることを目的としている。 

実習先の確保については、原則として、受講希望者が自ら当該国・地域における実習先を

選定した後、それらの国・地域を専門とする担当教員および職員と綿密な相談を行なった上

で、最終的な実習先を決定することになっている。参考として、上記科目の過去 3 年分の実習

先を添付する（資料 7）。 

実習先との連携

体制 

実習の受け入れ候補先が決まった後、実習先組織への連絡を行い、当該組織、担当教職

員、学生の三者による連携を開始する。実習開始前に三者間でそれぞれの緊急連絡先等を共

有している。実習期間中、実習先組織から随時学生の活動について報告を行ってもらう。ま

た、可能な場合は担当教職員が受け入れ先を訪問する。実習終了後、実習先組織から実施内

容、実施期間、実施総時間、評価等が記載された実施証明書の提出を受けて、成績評価の参

考にする。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

実習終了後、学生は実習先から受け取った実施証明書と報告書等を提出する。これらの提出種類

をもとに、教育会議において活動内容を評価し、成績を決定する。なお、「国際協力インターンシップ

III」については、1 日＝6 時間の活動を基準とし、「30 時間＝1 単位」とする。実施総時間に応じて、最

大で 3 単位まで認定している。「国際協力インターンシップ II（SEND 活動）」では、「15 時間＝1 単

位」とし、最大 1 単位まで認定している。 

その他特記事項 原則として学生は、特に海外における実習を実施する前に、海外インターンシップ準備セ

ミナーや海外危機管理セミナーに参加し、現地における安全の確保を中心に学んでいる。 
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事項 内容 

実習先の確保の

状況 

英語特別プログラムである「経済公共政策プログラム」では、中央銀行、財務省、経済計

画省等で働くエコノミスト、厚生省、教育省、農業省で働く行政官を対象に大学院修士レベ

ルの経済学教育を行い、母国の経済発展に役立つ人材育成を行っている。そのプログラムの

趣旨から、大学院生が幅広い行政的な経験を積み、政策立案、行政実務への知識を広げるこ

とを目的にインターンシップを奨励している。「インターンシップ I」[インターンシップ II」

において、職業実習への参加の成果を単位認定している。 

当該科目は、原則として、受講希望者が自ら、国際機関、NGO,官公庁の公募等を通じて実

習先を見つけることとしている。過去５年間のインターンシップ実績を添付する（資料 7）。 

実習先との連携

体制 

インターンシップ受け入れ先決定後に報告をさせて、指導教員が受け入れ先の組織と連携

が取れるようにする。受け入れ先の組織には、学生の活動について報告・評価を行ってもら

い、成績評価の参考にする。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

事前オリエンテーションを通じて、インターンシップからキャリア面、学術面で何を学び

たいのかを具体的に明らかにさせ、計画書を提出させている。また事前に指導教官から承認

を得ることを必要としている。インターンシップ報告書・課題の提出を通じてプログラム長

が評価し、単位認定を行う。 

＜国際経営プロフェッショナル専攻＞ 

事項 内容 

実習先の確保の

状況 

一般的な修士論文に代わる「Business Project」を修了要件とし、最終学期（3 カ月）に取り

組むこととしている。この Business Project については企業内プロジェクト、ビジネスプラン

開発など 5 つのタイプから選択することができ、うち 2 つがインターンシップ（国内、海

外）である。インターンシップ先の選定に際しては本専攻が社会人大学院であることの特性

を活かして学生本人が手配をすることとしていることから、本学では派遣先の紹介を行って

いない。学生がインターンシップを選択する場合には、自身の勤務先の海外支社等、よりス

ムーズな対応が可能なインターンシップ先が選定されることが多い。 

実習先との連携

体制 

学生本人が手配をして実習に当たるため、基本大学と実習先が連携体制を構築することは

ない。しかし、まれに派遣先より「インターンシップ」についての覚書締結を求められる場

合があり、その場合のみ個別に対応している。 

成績評価体制及

び単位認定方法 

他の Business Project と同様、最終レポートの提出および最終プレゼンテーションを実施

し、複数教員による多面的評価を実施している。また、最終プレゼンテーション実施後、プ

レゼンテーションにおける質疑応答やコメントを十分に咀嚼し、必要に応じて追加分析や最

終レポートの再構成後に再提出させることで、単位を認定している。 

その他特記事項 社会人大学院である特性から、実習先は学生本人の勤務先を含むことがあり、実習先一覧

の提出は難しい。参考までに、過去 5 年間（2018 年度を含む）でのインターンシップ実施者

は、国内 2 名、海外 6 名となっている。 

１１．「大学院設置基準第 2 条の 2 又は第 14 条による教育方法の実施 

（１）大学院設置基準第 2 条の 2 による教育方法の実施 

本学術院において大学院設置基準第 2 条の 2 に基づく教育方法を実施する研究群・専攻、及び該

当する学位プログラムは次のとおりである。 

 ビジネス科学研究群：法学学位プログラム、経営学学位プログラム 

 法曹専攻 

 国際経営プロフェッショナル専攻 

これらの研究群・専攻、及び学位プログラムは、いずれも本学が 1989 年に全国初の夜間大学院と

して設置した東京キャンパスに置かれるもので、改組前の旧組織においても現職社会人を対象に専
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ら平日の夜間及び土曜日において教育を実施してきた実績があり、新組織においてもこれを引き継

ぐ。これらの研究群・専攻、及び学位プログラムでは以下の教育方法を実施する。 

＜ビジネス科学研究群＞ 

事項 内容 

修業年限 博士前期課程は 2 年、博士後期課程は 3 年とする。 

履修指導及び研

究指導の方法 

指導教員は、履修科目及び研究活動全般について学生の相談に応じ、学修及び研究の進行

に必要な指導を行う。 

授業の実施方法 現職社会人であっても標準修業年限内に修了できるよう、火曜日から金曜日は第 7 時限

（18:20-19:35）及び第 8 時限（19:45-21:00）に、土曜日は第 1 時限（8:55-10:10）から第 8

時限（19:45-21:00）に授業を開講する。また、必要に応じて休業期間等を活用した集中講義

を実施することで、現職社会人が履修しやすいカリキュラムを提供する。 

教員の負担の程

度 

2 学期 6 モジュール制を採る本学においては、モジュールごと（5 週単位）に時間割を設定

することができるため、学生の履修と教員の負担の両方を考慮した柔軟なカリキュラムを編

成することができる。また、教員の所属組織である系のエフォート管理の下、教育業務に係

る負担が少数の教員に集中しないよう適切に調整する。 

図書館・情報処

理施設等の利用

方法や学生の厚

生に対する配

慮、必要な職員

の配置 

現職社会人を対象として大学院教育を行う東京キャンパスでは、図書館・情報処理等の施

設も社会人学生の学修に配慮した利用時間を予め設定しており、必要な職員も適切に配置し

ている。具体的には以下の通りである。 

①図書館：東京キャンパスに置かれる大学附属の大塚図書館（文京校舎 B1F）では、月曜が

10:30-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-19:50、日曜が 10:00-18:00 の開館

時間となっており、また開館時間以外の 9 時〜23 時、祝日・その他休館日（夏季一斉休業

等）にも時間外利用ができるようになっている。 

②情報処理施設：教育課程の遂行に必要な情報環境を統一的に提供する全学計算機システム

のサテライトとして、大塚図書館に 11 台、東京サテライト（文京校舎 4F454）に 20 台の

端末を設置している。なお、東京サテライトは 24 時間利用が可能であり、社会人学生であ

っても利用しやすい環境となっている。 

③必要な職員の配置：東京キャンパスに置かれる社会人大学院等支援室では、変形労働時間

制を採用することにより、現職社会人に合わせた開室時間を予め設定している。具体的な

開室時間については、月曜が 10:00-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-

20:00 となっている。 

入学者選抜の概

要 

【法学学位プログラム】 

企業法学の分野における人材需要に応えて、現代社会において企業や社会が直面する法的

諸課題について適切な解決策を提示し、あるいは、研究することができる人材であるかとい

う観点を考慮した筆記試験（前期課程：小論文試験、後期課程：外国語及び専門科目）及び

口述試験を実施する。 

【経営学学位プログラム】 

社会人大学院であるためビジネスに根差した問題意識を持つことはもちろんのこと、修士

論文または博士論文研究として行う以上は学術的なアプローチに対する関心や知識も重要に

なる。また、研究を計画し遂行する過程では、自ら文献等調査の上、考察し解を導く積極的

な姿勢が求められる。年齢も経歴も異なる多様な学生が集まるため、担当業務や専門領域を

超えて幅広い関心を持つことが大切である。これらの点を中心に評価し、入学者選抜を行

う。なお、社会人を対象とした大学院であるため、社会人特別選抜等の制度はそもそも存在

しない。 

必要とされる分

野であること

（博士課程の

み） 

【法学学位プログラム】 

前期課程（修士課程）は、幅広い職域の社会人に対して、自らの専門領域の拡大・獲得・

深化やキャリアの転換などを通じた高度専門職業人の養成の場として、企業をめぐる多様な

法律問題に関し、高度の専門能力・より高度な視点からの問題解決能力を有する人材を育成

するニーズが高いといえる。 

後期課程（博士課程）は、企業法務等に従事しているスペシャリスト・法律専門家を中心

とした社会人を念頭において、企業法務に関する実務のみならず理論面にも通じた高度な能

力を涵養する場として、企業法学という新しい学問分野について実務経験を踏まえて教授で
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きる教育研究者や、法律顧問を含めた総合的な経営判断をできるジェネラリストを育成する

ニーズが高いといえる。 

いずれの課程においても、現実のビジネスの現場で生起している法的問題に対する実践的

な学問領域を対象として、十分な研究指導環境を提供できていることから、社会情勢の目覚

ましい変動にもかかわらず、安定的な学生確保ができているといえる。 

【経営学学位プログラム】 

ビジネスの分野における，高度専門職業人の養成・再教育に関する社会的要請に応えるた

め、ならびに，複雑・高度化する問題について適切な判断力と解決策，高度な専門知識を求

める現職社会人のニーズに応えるため，経営戦略・経営組織、マーケティング、会計、ファ

イナンス、数理領域、情報領域という広範な領域に対応する教員組織を構成し，多彩な学術

的学際的知見を提供する．それらと現職社会人による実務経験と合わせて，問題解決へと接

近する．そのため，入試では高い競争率を保ち，博士定員は充足している． 

教員組織の整備

状況 

学士課程を持たず、専ら平日の夜間及び土曜日において大学院教育を行う東京キャンパス

を本拠にする教員組織として、ビジネスサイエンス系を整備している。ビジネス科学研究群

は、ビジネスサイエンス系に所属する教員が中心となって運営する教育組織であり、十分な

体制を確保している。 

＜法曹専攻＞ 

事項 内容 

修業年限 

3 年とする。ただし、法科大学院の課程において必要とされる法学の基礎的な学識を有する

と認めた者（法学既修者）については、1 年間を在学したものとみなし、2 年間での修了を認

める。また、長期履修制度を設け、申し出のあった場合には事前に履修計画を確認し個別審査

を行った上で 4 年間（法学既修者の場合は 3 年間）の長期履修を認める。 

履修指導及び研

究指導の方法 
指導教員は、履修科目全般について学生の相談に応じ、学修に必要な指導を行う。 

授業の実施方法 現職社会人であっても標準修業年限内に修了できるよう、火曜日から金曜日は第 7 時限

（18:20-19:35）及び第 8 時限（19:45-21:00）に、土曜日は第 1 時限（8:55-10:10）から第 8

時限（19:45-21:00）に授業を開講する。また、必要に応じて休業期間等を活用した集中講義

を実施することで、現職社会人が履修しやすいカリキュラムを提供する。 

教員の負担の程

度 

2 学期 6 モジュール制を採る本学においては、モジュールごと（5 週単位）に時間割を設定

することができるため、学生の履修と教員の負担の両方を考慮した柔軟なカリキュラムを編

成することができる。また、教員の所属組織である系のエフォート管理の下、教育業務に係

る負担が少数の教員に集中しないよう適切に調整する。 

図書館・情報処

理施設等の利用

方法や学生の厚

生に対する配

慮、必要な職員

の配置 

現職社会人を対象として大学院教育を行う東京キャンパスでは、図書館・情報処理等の施

設も社会人学生の学修に配慮した利用時間を予め設定しており、必要な職員も適切に配置し

ている。具体的には以下の通りである。 

①図書館：東京キャンパスに置かれる大学附属の大塚図書館（文京校舎 B1F）では、月曜が

10:30-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-19:50、日曜が 10:00-18:00 の開館

時間となっており、また開館時間以外の 9 時〜23 時、祝日・その他休館日（夏季一斉休業

等）にも時間外利用ができるようになっている。 

②情報処理施設：教育課程の遂行に必要な情報環境を統一的に提供する全学計算機システム

のサテライトとして、大塚図書館に 11 台、東京サテライト（文京校舎 4F454）に 20 台の

端末を設置している。なお、東京サテライトは 24 時間利用が可能であり、社会人学生であ

っても利用しやすい環境となっている。 

③必要な職員の配置：東京キャンパスに置かれる社会人大学院等支援室では、変形労働時間

制を採用することにより、現職社会人に合わせた開室時間を予め設定している。具体的な

開室時間については、月曜が 10:00-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-

20:00 となっている。 

入学者選抜の概

要 

① 募集人員：36 名（法学未修者コースと法学既修者コースに区分して実施） 

② 出願資格は、学校教育法または同法施行規則に規定する大学を卒業した者（学歴要件）

などで、かつ現在社会人である者又は社会人経験を有する者（職歴要件）である。 

上記の学歴要件及び職歴要件のいずれか、又は両方の要件を満たさない者は、当専攻に
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おいて出願資格審査を行い、厳格な審査のもとで出願資格を付与している。 

③ 選抜方法 

入学候補者の選抜は、以下のとおり行う。 

ⅰ 第 1 次試験：筆記試験 

法学未修者コースについては、筆記試験（小論文）の点数で、第１次試験の合格者を決

定している。筆記試験は、読解力、論理的思考力、分析力、論述能力を試す問題を出題

し、法律の専門知識を問うことはしていない。 

法学既修者コースについては、筆記試験（法律科目論文試験）の点数により、第１次試

験の合格者を決定している。筆記試験は公法（憲法）、民事法（民法、民事訴訟法）、刑事

法（刑法、刑事訴訟法）について、専門知識を前提とした問題分析力、思考力、論述能力

を問う問題を出題している。 

ⅱ 第 2 次試験：書面審査および口述試験（第１次試験合格者のみ） 

いずれのコースについても、書面審査および口述試験の評価と第１次試験の評価を総合

的に考慮して、合否（最終合格者）を決定している。 

■当専攻の社会的使命とアドミッション･ポリシーに基づく入学者選抜方式 

当専攻の入学者選抜は、上記の出願資格や入学者選抜試験の内容から明らかなとおり、多

様なキャリアを有する法曹人の養成という社会的要請に応えることを目的とし、実務経験等

を有する社会人を広く受け入れることを当専攻のアドミッション・ポリシーとしており、こ

のポリシーに基づき公平性と開放性を確保しつつ、入学者選抜を実施している。 

教員組織の整備

状況 

学士課程を持たず、専ら平日の夜間及び土曜日において大学院教育を行う東京キャンパス

を本拠にする教員組織として、ビジネスサイエンス系を整備している。ビジネス科学研究群

は、ビジネスサイエンス系に所属する教員が中心となって運営する教育組織であり、十分な

体制を確保している。 

＜国際経営プロフェッショナル専攻＞ 

事項 内容 

修業年限 2 年とする。 

履修指導及び研

究指導の方法 

指導教員は、履修科目及び研究活動全般について学生の相談に応じ、学修及び研究の進行に

必要な指導を行う。（ただし、研究指導については専門職学位課程である法曹専攻と国際経営

プロフェッショナル専攻を除く。） 

授業の実施方法 現職社会人であっても標準修業年限内に修了できるよう、火曜日から金曜日は第 7 時限

（18:20-19:35）及び第 8 時限（19:45-21:00）に、土曜日は第 1 時限（8:55-10:10）から第 8 時

限（19:45-21:00）に授業を開講する。また、必要に応じて休業期間等を活用した集中講義を実

施することで、現職社会人が履修しやすいカリキュラムを提供する。 

教員の負担の程

度 

2 学期 6 モジュール制を採る本学においては、モジュールごと（5 週単位）に時間割を設定

することができるため、学生の履修と教員の負担の両方を考慮した柔軟なカリキュラムを編成

することができる。また、教員の所属組織である系のエフォート管理の下、教育業務に係る負

担が少数の教員に集中しないよう適切に調整する。 

図書館・情報処

理施設等の利用

方法や学生の厚

生 に 対 す る 配

慮、必要な職員

の配置 

現職社会人を対象として大学院教育を行う東京キャンパスでは、図書館・情報処理等の施設

も社会人学生の学修に配慮した利用時間を予め設定しており、必要な職員も適切に配置してい

る。具体的には以下の通りである。 

①図書館：東京キャンパスに置かれる大学附属の大塚図書館（文京校舎 B1F）では、月曜が

10:30-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-19:50、日曜が 10:00-18:00 の開館

時間となっており、また開館時間以外の 9 時〜23 時、祝日・その他休館日（夏季一斉休業

等）にも時間外利用ができるようになっている。 

②情報処理施設：教育課程の遂行に必要な情報環境を統一的に提供する全学計算機システムの

サテライトとして、大塚図書館に 11 台、東京サテライト（文京校舎 4F454）に 20 台の端末

を設置している。なお、東京サテライトは 24 時間利用が可能であり、社会人学生であって

も利用しやすい環境となっている。 

③必要な職員の配置：東京キャンパスに置かれる社会人大学院等支援室では、変形労働時間制

を採用することにより、現職社会人に合わせた開室時間を予め設定している。具体的な開室

時間については、月曜が 10:00-18:30、火曜から金曜が 10:00-21:10、土曜が 10:00-20:00 とな

っている。 
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入学者選抜の概

要 

「職務経歴書」「（勤務先の）推薦状」や、自身のキャリア形成について述べることが求めら

れる Personal Essay に基づき第 1 段階選抜（書類選抜）を実施することで、志願者の社会経験

を入学者選抜に反映している。 

教員組織の整備

状況 

学士課程を持たず、専ら平日の夜間及び土曜日において大学院教育を行う東京キャンパスを

本拠にする教員組織として、ビジネスサイエンス系を整備している。ビジネス科学研究群は、

ビジネスサイエンス系に所属する教員が中心となって運営する教育組織であり、十分な体制を

確保している。 

（２）大学院設置基準第 14 条による教育方法の実施 

本学術院では、人文社会科学研究群人文学学位プログラムの英語教育学サブプログラム、国際公

共政策学位プログラム及び国際日本研究学位プログラムにおいて大学院設置基準第 14 条に基づく

教育方法を実施する。 

人文学学位プログラム英語教育学サブプログラムは、大学から進学する大学院生と共に、学校現

場での豊かな経験や実践上の明確な課題を有する現職教員など社会人が机を並べて学ぶことにより、

各自が問題意識を鮮明に持ち、英語教育学における理論と実践の統合を目指す。これらの社会人に

対しては、一部の専門科目を、勤務状況などに応じて、夜間などに開講し、随時適切な時間に指導教

員の指導を受けられるようにする。 

国際公共政策学位プログラムは、東京を勤務地とするものを主たる対象者として、企業人として

の現場に活かせる知識、たとえば経営や法律を学びながら、学部で積み上げた政治学・国際関係分

野の専門知識をさらに深めて修士論文にまとめ、修士の学位を取得する公共経営履修モデルを置く。

これらの対象者に対しては、ビジネス科学研究群で専門科目を 10 単位以内、学術院共通専門基盤科

目を 1 単位以上履修し、筑波キャンパスで研究指導などを受ける。 

国際日本研究学位プログラムは、社会人としての経験やそこで得られた問題意識をもとに大学院

での研究を志す人々を受け入れることによって研究教育の多様化や活性化をめざし、昼夜開講制を

採用する。社会人特別入試では前後期とも若干名を募集し、最近 5 年間の受験者（合格者）累計は

前期 31 人（18 人）、後期 19 人（17 人）であるように、ニーズはかなりあるが、年度によるばらつ

きが大きいため募集人員を特定することは難しい。 

 

事項 内容 

修業年限 博士前期課程は 2 年、博士後期課程は 3 年とする。また、長期履修制度を設け、申し出の

あった場合には事前に履修計画を確認し個別審査を行った上で、博士前期課程では 3 年また

は 4 年間、博士後期課程では 4 年または 5 年間の長期履修を認めている。 

履修指導及び研

究指導の方法 

人文社会科学研究群人文学学位プログラム英語教育学サブプログラムでは、社会人学生の

勤務状況などに応じて、履修科目や研究全般の相談に応じ、随時適切な時間に指導教員の指

導を受けられるようにする。 

人文社会科学研究群国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデル及び国際日本研究

学位プログラムの指導教員は、履修科目及び研究活動全般について学生の相談に応じ、学修

及び研究の進行に必要な指導を行う。 

人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラムでは、「リサーチ・プログラム開発

1,2,3,4」（博士前期課程）、「同 5,6,7,8」（博士後期課程）を履修して指導教員による指導の成

果をレポートにまとめ、単位化することも可能である。 

授業の実施方法 人文社会科学研究群人文学学位プログラム英語教育学サブプログラムでは、一部の科目を

受講生の勤務状況などに応じて、夜間などに開講する。また、「英語教育学論文演習Ⅰ, Ⅱ」

（博士前期課程）、「英語教育学特別論文演習 IA, IB, IIA, IIB, IIIA, IIIB」（博士後期課程）で

は、個別に論文指導を行う。 

人文社会科学研究群国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデルでは、夜間開講の
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ビジネス科学研究群で専門科目や学術院専門基盤科目を履修できるほか、つくばキャンパス

での研究指導は休業期間などを活用して行う。 

人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラムでは「プロジェクト演習

1A,1B,2A,2B,2C,2D」（博士前期課程）、「同 3A,3B,4A,4B」（博士後期課程）の実施日時は個々

の学生の希望に合わせ、必要に応じて Skype を活用する。 

教員の負担の程

度 

2 学期 6 モジュール制を採る本学においては、モジュールごと（5 週単位）に時間割を設定

することができるため、学生の履修と教員の負担の両方を考慮した柔軟なカリキュラムを編

成することができる。また、教員の所属組織である系のエフォート管理の下、教育業務に係

る負担が少数の教員に集中しないよう適切に調整する。 

図書館・情報処

理施設等の利用

方法や学生の厚

生に対する配

慮、必要な職員

の配置 

現職社会人を含む多様な学生が学ぶ筑波キャンパスでは、図書館・情報処理等の施設も社

会人学生の学修に配慮した利用時間を設定しており、必要な職員も適切に配置している。具

体的には以下の通りである。 

①図書館：人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラムの学生が主として利用する筑波

大学附属中央図書館の開館時間について、平日は 8:30-24:00（休業期間は 9:00-20:00）、土

日は 9:00-20:00（同 9:00-18:00）となっており、社会人学生であっても利用しやすい環境を

整備している。 

国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデルでは、東京キャンパスにおかれる大

学院附属の大塚図書館（文京校舎 B1F）も利用できる。 

②情報処理施設：教育課程の遂行に必要な情報環境を統一的に提供する全学計算機システム

のサテライトとして、中央図書館に 101 台の端末を設置している。なお、中央図書館の開

館時間は前項の通りであり、社会人学生であっても利用しやすい環境となっている。 

国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデルでは、東京キャンパスの大塚図書

館、東京サテライト（文京校舎４F454）の端末を使用できる。 

③必要な職員の配置：人文社会科学研究群の学生を支援する人文社会エリア支援室を置くと

ともに、指導教員等と連携して社会人学生の支援を適切に行う体制を確保している。 

入学者選抜の概

要 

人文社会科学研究群人文学学位プログラム英語教育学サブプログラムでは、社会人向けに

特別な選抜は行わないが、面接および提出する教育実績を通して、その教育実践経験を評価

する。 

人文社会科学研究群国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデルでは、社会人向け

に特別な選抜は行わない。 

人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラム 2 月期入試において、社会人特別選抜入

試を行い、博士前期課程と博士後期課程いずれも若干名を募集する。 

必要とされる分

野であること

（博士課程の場

合のみ） 

人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラムでは、一般企業に勤務中あるいは勤務経

験のある人だけでなく、日本語教師としての経験を有する人、現職新聞記者、国内外の大学

や研究所などですでに日本の社会や文化などに関する研究教育に従事している人も博士後期

課程に志願し、入学している。 

教員組織の整備

状況 

人文社会科学研究群人文学学位プログラム英語教育学サブプログラムでは、学校現場経験

や教員研修等における講師経験を有する人文社会系教員を整備しており、幅広い立場からの

学術的または実践的な研究指導が可能である。 

人文社会科学研究群国際公共政策学位プログラムの公共経営履修モデルでは、同学位プロ

グラムで政治学・国際関係分野を担当する人文社会系教員を整備しており、指導には支障が

ない。 

人文社会科学研究群国際日本研究学位プログラム国際日本研究学位プログラムを運営する

中核となる教員組織として人文社会系を整備している。2018 年度、大学院を専ら担当する教

員として研究指導担当の准教授１名を新規採用した。 

１２．2 以上の校地において教育研究を行う場合 

本学術院では、人文社会科学研究群についての教育は筑波キャンパス、ビジネス科学研究群・法

曹専攻・国際経営プロフェッショナル専攻についての教育は東京キャンパスで行うこととしており、

それぞれに必要な専任教員を配置している。 

各研究群または専攻での教育は、筑波キャンパスが昼間開講、東京キャンパスが夜間開講である
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という特性を踏まえて、各キャンパスで完結できるようにカリキュラムと時間割を組んでおり、任

意で履修する学術院共通専門基盤科目以外には学生はキャンパス間を移動することなく必要な教育

を受けることができる。また、各キャンパスとも、図書館や情報処理施設を含む充実した施設設備

を有している。 

教員の移動についても、基本的にはそれぞれのキャンパスで教育研究が完結できるようカリキュ

ラムを設計しており、例外的に両キャンパス間を移動する必要が生じる場合でも約 90 分の移動時間

で対応可能である。なお、両キャンパス間を教員が移動する場合については、前後の用務を適切に

調整することで無理なく移動できるよう十分に配慮する。 

１３．社会人を対象とした大学院教育の一部を本校以外の場所で実施する場合 

人文・社会系学部卒業者がそのまま修士課程に進学する割合は 2 割前後と高くないが、社会に出

て一定の社会人経験を経た後に、職を有したまま大学院の進学を目指す者は人文・社会系学部卒業

者の中に一定数存在する。学部で培った知識・専門性を深めながら、かつ企業人として必要な知識

を身につけたいと考える者も存在する。そこで、ビジネス科学研究群と人文社会科学研究群が一つ

の学術院を構成することの優位性を活かし、東京を勤務地とする者を主たる対象として、企業人と

して現場に生かせる知識、例えば経営や法律を学びながら、学部で積み上げた政治学・国際関係分

野の専門知識をさらに深めて修士論文にまとめ、修士（国際公共政策）の学位を取得する公共経営

履修モデルを置く。受入数は、国際公共政策学位プログラム 51 名のうち若干名である。これらの学

生は、ビジネス科学研究群で専門科目を 10 単位以内、学術院共通専門基盤科目を 1 単位以上履修

し、筑波キャンパスで休業期間などを生かして研究指導を受ける。図書館・情報処理などの施設は、

東京キャンパス文京校舎に置かれる大学附属の大塚図書館（文京校舎 B1F）や東京サテライト（文

京校舎 4F454）などを利用することができる。指導は、日常的には電子メールや Skype を利用するな

どして、学生の負担をできるだけ少なくする。 

１４．多様なメディアを高度に利用して、授業を教室以外の場所で履修させる場合 

筑波大学大学院学則（平成 16 年 4 月 1 日法人規則第 11 号）の第 30 条第 2 項において、「授業は、

多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で実施することができる。」と

定めており、また、同条第 3 項において「授業は、外国において履修させることができる。前項の

規定により、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場

合についても同様とする。」と規定している。 

本学学術院では、学術院共通専門基盤科目のうち「トップレクチャーⅠ（1 単位）」「トップレクチ

ャーⅡ（1 単位）」及び法曹専攻においてテレビ会議システムを活用した同時双方向型の授業を行う。 

■学術院共通専門基盤科目 

事項 内容 

当該授業の概要 

学術院共通専門基盤科目のうち東京キャンパスで開講する「トップレクチャーⅠ（1 単

位）」「トップレクチャーⅡ（1 単位）」を、筑波キャンパスで受講できるよう、テレビ会議シ

ステムを通じた同時双方向型の授業を行う。 
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実施場所 東京キャンパスの教室、筑波キャンパスの人文社会学系棟 A101 教室を利用する。 

実施方法 東京キャンパスと筑波キャンパスとを結ぶテレビ会議システムを用いる。 

告示の要件 東京キャンパスの授業をテレビ会議システムで配信し、授業中に教員と学生が互いに映

像・音声等によるやりとりを行うことができ、学生の教員に対する質問の機会を確保する。

また筑波キャンパスの教室にシステムの管理・運営を行う補助員やティーチング・アシスタ

ントを配置する。 

■法曹専攻 

事項 内容 

当該授業の概要 

法曹専攻が開講する科目のうち、数科目を除いた全ての科目でインターネットを通じた同

時双方向型の授業の出席を事由と回数制限等の条件付で認める。 

これは、法科大学院の認証評価等において授業の出席率を重要事項として扱っているが、

当専攻の学生が有職者であり、出張等の仕事の都合で全ての授業に出席することは困難であ

ることから、その時間的制約を配慮した制度である。 

実施場所 
授業は講義室等で実施されているが、学生は個人のパソコン等の端末を利用し、国内・国

外を問わずインターネットが接続できる環境であれば受講が可能となる。 

実施方法 当専攻が採用するグーグルハングアウトを活用したインターネットによる受講（モバイル

方式）では、授業担当教員と利用学生が同時双方向に質疑応答が可能である。 

告示の要件 学生個人が所有するパソコン等の端末を利用し、授業をライブで受講することができる

が、同時双方向形式となるので、利用学生と担当教員が画面を通して対面しながら質疑応答

が可能である。 

授業で使用する資料等は事前に利用学生へ電子メール等で配信し、またインターネットの

接続は主として専攻事務職員が対応する。 

その他に、各科目 1 限あたりの利用者数は 10 名以内とし、受講者が過度に多数にならない

ように配慮もする。 

メディア授業に

より十分な教育

効果が得られる

専攻分野であ

り、当該効果が

認められる授業

科目であること 

法曹専攻では、インターネットによる受講を条件付で認めるが、全授業回数をメディアで

実施する科目は配置していない。 

なお、インターネットでの受講は同時双方向形式であり、実施にあたっては様々な配慮を

していることから、講義室での受講と同様の教育効果を得ることができる。 

１５．管理運営 

本学では、教育活動に係る重要事項を審議するための全学的組織として、国立大学法人法に定め

られた教育研究評議会の下に大学院教育会議を設置し原則毎月開催している。これらの会議体は、

全学的な見地から大学院教育の方針や制度に関する意見調整と審議を行う機関として重要であるた

め、本学術院の設置後も引き継ぐこととする。 

そして、今回新たに設置する本学術院には、学校教育法が規定する教学面における管理運営を担

う教授会に相当する組織として、人文社会ビジネス科学学術院運営委員会を置く。また、各研究群・

専攻には、各研究群・専攻における教育課程の編成や、大学院担当教員の資格審査等の役割を担う

研究群運営委員会と専攻教育会議を置く。さらに、研究群の下には、個々の学位プログラムの学問

分野の特性に配慮した柔軟性を確保し、かつ機動的な運営を実現するため学位プログラム教育会議

を設けることとする。 

なお、各教育組織及び学位プログラムの長については、人文社会ビジネス科学学術院に学術院長

を 1 名、人文社会科学研究群とビジネス科学研究群にそれぞれ研究群長と副研究群長を 1 名ずつ置

くこととする。加えて、法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル専攻にはそれぞれ専攻長を 1 名
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置くとともに、各学位プログラムには学位プログラムリーダーを 1 名ずつ置くこととする。 

以下、学術院運営委員会、研究群運営委員会、専攻教育会議、学位プログラム教育会議の各会議体

の役割等を記載する。 

＜学術院運営委員会＞ 

学術院運営委員会は、大学の目的に従い当該学術院における教育の基本方針を定めるとともに、

学生の入学及び課程の修了、学位の授与、学生の転学・退学・除籍、その他学長が教授会の意見を聴

くことが必要なものとして学長が定める教育研究上の重要事項について学長が決定を行うに当たり

意見を述べるものとする。また、学長及び学術院長（以下、「学長等」。）がつかさどる教育に関する

事項及びその他学長等が意見を求める事項を審議するものとして年に数回開催し、適切な管理運営

を行うこととする。当該運営委員会は、学術院長が主宰し、研究群長及び専攻長等を構成員として

組織する。 

＜研究群運営委員会＞ 

研究群運営委員会は、大学の目的及び学術院の定める教育の基本方針に従い、当該研究群におけ

る教育課程編成や担当教員の資格審査等を行うとともに、学術院運営委員会が審議する事項につい

て発議するものとする。また、研究群運営委員会は、原則として毎月開催し、円滑な管理運営を行う

こととする。当該運営委員会は、研究群長が主宰し、副研究群長、当該研究群に置かれる学位プログ

ラムリーダー等を構成員として組織する。 

＜専攻教育会議＞ 

専攻教育会議は、大学の目的及び学術院の定める教育の基本方針に従い、当該専攻における教育

課程編成や担当教員の資格審査等を行うとともに、学術院運営委員会における審議事項について発

議するものとする。また、専攻教育会議は、原則として毎月開催し、円滑な管理運営を行うこととす

る。当該教育会議は、専攻長が主宰し、及び当該専攻の担当教員を構成員として組織する。 

なお、専攻教育会議を置く法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル専攻はいずれも専門職大学

院となるが、これらの専攻にはそれぞれ教育課程連携協議会を置くものとする。当該協議会は必要

に応じて適宜開催するとともに、法令の規定に従い当該専攻の教員や当該専攻の分野に係る職業に

就いている者または当該職業の実務に関し豊富な経験を有する者等によって組織する。これにより、

産業界等との連携の下で教育課程を編成し、及び円滑かつ効果的に実施する。 

また、国際経営プロフェッショナル専攻ではみなし専任教員 1 名を配置することとしているが、

当該教員は専攻教育会議の構成員となり教育課程の編成その他の組織運営に責任を担う者として専

攻の運営に参画する。 

＜学位プログラム教育会議＞ 

学位プログラム教育会議は、大学の目的及び学術院の定める教育の基本方針に従って研究群が行

う教育課程編成や担当教員の認定等の事項のうち、当該学位プログラムに関する内容を立案する。

また、学位プログラムの運営に基礎的な責任を有する組織として、学術院が定める教育の基本方針

に従い研究群が定める教育課程の実施に際して必要な事項を審議するものとする。学位プログラム

教育会議は原則として毎月開催し、機動的かつ柔軟な学位プログラムの運営を実現する。当該教育
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会議は、学位プログラムリーダーが主宰し、当該学位プログラムの担当教員を構成員として組織す

る。 

１６．自己点検・評価 

（従来から継続する取組） 

本学では、従来から、学内各組織の活動状況を検証し、教育研究活動等の改善及び質の向上を図

るため、全学的な組織評価制度を整備している。これに基づき、学長を委員長とし評価を担当する

副学長を副委員長とする組織評価委員会において、毎年度、各組織の教育研究活動等の状況につい

て点検・評価を実施している。現行、大学院の教育組織に対する組織評価にかかる定量的評価指標

は、志願倍率、入学定員充足率、外国人学生率（留学生含む）、海外渡航率、学生の論文生産性、学

位授与率、就職・進学決定率、インターンシップ参加率の 8 項目であり、これらの指標に中期目標・

中期計画に関連する取組や特筆すべき事項等の定性的評価に係る項目を組み合わせた組織評価を実

施している。なお、組織評価の実施結果は「筑波大学年次報告書」にまとめており、大学ウェブサイ

トに掲載して社会に公表している。本学術院にかかる教育活動の状況についても、これに基づき実

施・公表する。また、組織評価結果の活用については、学内の資源配分の決定過程に反映するシステ

ムを整備するとともに、学長や評価対象組織の将来計画の策定や、国立大学法人評価や機関別認証

評価等の第三者評価にも活用している。 

（本改組によって新たに実施する取組） 

本学術院を設置する 2020 年度からは、上記の組織評価委員会と連携し全学的な教学マネジメント

を推進する教学マネジメント室（仮称）を置き、教育の質保証及び質向上を一層推進する計画であ

る。具体的には、教学マネジメント室（仮称）と組織評価委員会が連携した上で、個々の学位プログ

ラム等の質保証に関する定量的・定性的データを毎年収集し関係者間で課題やグッドプラクティス

を共有する「モニタリング」の実施、5 年から 7 年ごとに学位プログラム等の総合的な評価を行う

「プログラムレビュー」の実施、新たな学位プログラムの開設等について学内で審査を行う仕組み

の構築と実施を行うことにより、全学レベループログラムレベルー授業レベルの 3 つの階層で教育

PDCA のサイクルを確立するとともに、本学における教育の内部質保証を強化・徹底する。 

なお、これらの質保証に関する取組については、事前に関係する本部組織間で十分な調整を行っ

た上で効率的・効果的な運用を行うとともに、現場の学位プログラム等において過重負担が生じな

いよう最大限配慮する方針である。加えて、教学マネジメント室（仮称）には、高等教育研究の成果

を基盤として内部質保証に関する実践可能なモデルの開発、試行及び提供を行う大学教育研究セン

ターを置くことで、教学マネジメントの高度化と実質化を推進する。 

１７．認証評価 

本学術院に置く専門職大学院に係る分野別の認証評価への対応計画については以下の通りである。 
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（１）法曹専攻 

ア 認証評価を受ける計画等の全体像 

本専攻は、これまで平成 21（2009）年度及び平成 26（2014）年度に分野別認証評価を受けて

おり、平成 31（2019）年度に 3 回目の分野別認証評価を受審する予定である。また、設置後

は 2024 年度（改組後 4 年目）に大学改革支援・学位授与機構から分野別認証評価を受けるこ

とを前提に、以下の計画で進める。 

2020 年 1 月 学内検討チームの設置 

2020 年 9 月 認証評価機関との協議 

2023 年 10 月 認証評価のための申請 

イ 認証評価を受けるための準備状況 

平成 31（2019）年度に受審予定の 3 回目の分野別認証評価を含めてこれまで 3 回の受審実績

があり、すでに結果の出ている 2 回についてはいずれも大学改革支援・学位授与機構の定め

る基準に適合しているとの評価を受けている。したがって、2024 年度（改組後 4 年目）に受

審する分野別認証評価についても、上記計画に基づいて滞りなく準備を行うための実績を十

分に有している。 

ウ 認証評価を確実に受けることの証明 

平成 31（2019）年度に大学改革支援・学位授与機構から分野別認証評価を受審することを証

する資料は資料 8 の通りである。なお、本専攻については今回の改組による大きな変更は無

く、2024 年度（改組後 4 年目）もこれまで同様に大学改革支援・学位授与機構からの分野別

認証評価を受審する予定である。 

（２）国際経営プロフェッショナル専攻 

ア 認証評価を受ける計画等の全体像 

本専攻は、一般社団法人 ABEST21（THE ALLIANCE ON BUSINESS EDUCATION AND 

SCHOLARSHIP FOR TOMORROW、a 21st century organization）からこれまで 3 回（H20, H25, 

H30）の分野別認証評価を受審している。また、設置後は 2023 年度（改組後 3 年目）に ABEST21

による分野別認証評価を受けることを前提に、以下の計画で進める。 

2021 年 10 月 学内検討チームの設置 

2021 年 12 月 認証評価機関との協議 

2022 年 2 月 認証評価のための申請 

イ 認証評価を受けるための準備状況 

これまで 3 回の受審実績があり、すでに結果の出ている 3 回についてはいずれも ABEST21 の

定める基準に適合しているとの評価を受けている。したがって、2023 年度（改組後 3 年目）

に受審する分野別認証評価についても、上記計画に基づいて滞りなく準備を行うための実績

を十分に有している。 

ウ 認証評価を確実に受けることの証明 

平成 30 年度に ABEST21 から分野別認証評価を受審していることを証する資料は資料 8 の通

りである。なお、本専攻については今回の改組による大きな変更は無く、2023 年度（改組後

3 年目）もこれまで同様に ABEST21 からの分野別認証評価を受審する予定である。 
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１８．情報の公表 

本学は、公的な教育機関として社会に対する説明責任を果たすとともに、教育の質を向上させる

観点から、大学ウェブサイト等において教育研究活動等の情報を積極的に公表している。さらに、

ステークホルダーに対して教育の質を保証する観点から、各研究科・専攻が授与する学位毎に、教

育上の目的に応じて学生が修得すべき知識及び能力を含む「筑波スタンダード」を策定し、公表し

ている。具体的な公表項目の内容と掲載しているウェブサイトのアドレスは次のとおりであり、本

学術院にかかる教育活動等についても同様の内容を公表する計画である。 

項目 大学ウェブサイト掲載情報 

①大学の教育研究上の目的に関すること 

建学の理念／学群・学類の人材の養成に関する目的及びその他

教育研究上の目的／研究科・専攻の人材の養成に関する目的及び

その他教育研究上の目的 

②教育研究上の基本組織に関すること 教育研究組織の概要／学群・学類の概要／研究科・専攻の概要 

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する

学位及び業績に関すること 

教員組織（系）／教員数（職別、年齢別、男女別、専任教員数）

／教員の業績 

④入学者に関する受入れ方針及び入学者の

数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者

数その他進学及び就職等の状況に関すること 

入学者受入れの方針／入学者数／定員及び学生数／留学生数／

卒業者・修了者数／卒業生・修了生の進路状況 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間

の授業の計画に関すること 

学群・学類の開設授業科目及びシラバス／研究科・専攻の開設

授業科目及びシラバス 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の

認定に当たっての基準に関すること 

学群履修要覧／大学院便覧／関係規則（学群学則、大学院学則、

学位規程、論文審査委員会に関する法人細則） 

⑦校地・校舎等の施設及び設備その他学生の

教育研究環境に関すること 

キャンパス・施設の概要／教室案内／附属図書館／運動施設／

課外活動／食堂・売店／交通・キャンパスマップ 

⑧授業料、入学料その他の大学が徴収する費

用に関すること 
授業料・入学料／学生宿舎 

⑨大学が行う学生の学修、進路選択及び心身

の健康等に係る支援に関すること 

学生のための組織（クラス制度、学生担当教員制度、公的学生

組織）／奨学制度・就学支援／キャリア支援・就職支援／留学生

支援／障害学生支援／相談窓口 

⑩教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識

及び能力に関する情報 

筑波スタンダード（学群スタンダード、教養教育スタンダード、

大学院スタンダード） 

⑪その他 

・学則等各種規程 

http://www.tsukuba.ac.jp/public/ho_kisoku/kisoku_index.html 

・設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況報告書 

http://www.tsukuba.ac.jp/public/education/soshiki.html 

・自己点検・評価報告書、認証評価の結果 

http://www.tsukuba.ac.jp/public/statistics/ 

上記ウェブサイトのアドレス 

・大学ホームページ：http://www.tsukuba.ac.jp/ 

・上記①～⑩：http://www.tsukuba.ac.jp/public/education/ 

・上記⑪：上記⑪の各項目に記載のとおり 

１９．教育内容等の改善のための組織的な研修等 

本学は、従来から、カリキュラムの改善や教授法の向上、単位の実質化、成績評価の厳格化など教

育の質の向上と保証に向けた総合的な取組を「筑波大学 FD」と位置付け、恒常的に教育改善に取り

組んでいる。具体的には、学生の履修状況等の情報を保持している教育情報システムの蓄積データ
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を活用した教育実態の可視化資料、学生による授業評価結果、各種ステークホルダー（卒業生や企

業等）へのアンケート調査結果などを用いて、現状の傾向の把握・分析を行い、改善に活用してい

る。各教育組織は、毎年度、FD 活動の実施状況を教育担当副学長に報告し、教育担当副学長はこれ

を「筑波大学 FD 活動報告書」としてとりまとめ、公表している。 

さらに、本学術院を設置する 2020 年度以降は、従来は委員会方式で行っていた上記の FD 活動の

一層の体系化と拡充を図ることを目的として、全学 FD 委員会を改組し教学マネジメント室（仮称）

の中に全学的な FD を企画・実施する部門を置く計画としている。これにより、新たに同室が行うモ

ニタリングやプログラムレビュー等の取組と連動した FD 活動の推進と、同室に置かれる大学教育

研究センターが有する高等教育研究の成果の反映が可能となり、FD 活動の高度化と実質化を一層推

進する体制が確保される。 

本学術院人文社会科学研究群の改組前の人文社会科学研究科では、研究科 FD 委員会が、全学共通

の授業評価アンケート等を用いて授業評価を実施し、各専攻の教育・研究支援体制に対する検証と

改善を目的とする研究科独自の「教育・研究支援体制評価アンケート」を行ってきた。また、研究科

の担当教員のほとんどが所属している人文社会系に設けられた教育推進室も、独自の FD 研修を実

施している。これらの活動は、改組後も継続される。 

同様に、改組前の教育組織であるビジネス科学研究科のＦＤ委員会が担っていた以下の事項につ

いては、関係する研究群及び専攻が連携し、機能を引き継ぐものである。 

①教員の教育に係る研修に関すること 

②教員の教育技術の向上に関すること 

③その他ＦＤの推進に関すること 

一方、職員の能力及び資質を向上させるための取組としては、本学事務職員の「人材育成基本方針」

に基づき、一般職員から部長級まで、それぞれの職位に応じた能力開発のために、OJT、階層別研修、

目的別研修（語学研修・ICT 研修等）及び自己啓発のための資格取得等支援を実施している。また、

目標管理システムを導入し、職務評価実施要項に基づく定期評価（職務能力評価・達成度評価）によ

り、各職員の担当業務の遂行について PDCA サイクルを通じた改善を行うとともに、業務を通じた

能力開発を行っている。本学術院においても、このような本学の方針に基づき FD 活動及び職員の能

力開発を推進する。 
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現専攻から学位プログラムへの移行表

人文社会科学研究科 人文社会ビジネス科学学術院
　人文社会科学研究群

M D M D

哲学・思想 一貫 博士（文学） 哲学・思想

歴史・人類学 一貫 博士（文学） 歴史・人類学

博士（文学） 文学

博士（言語学） 言語学

現代文化学

英語教育学

86 37

ビジネス科学研究科 　ビジネス科学研究群

M D M D

専門学位

研究学位

63 21

　法曹専攻

　国際経営プロフェッショナル専攻

60 23 36

36 30

30  

収容定員 合計 M D 収容定員 合計

536 294 830 572 261 833

人
文
社
会
科
学

6

人文学 区分
修士（文学）
博士（文学）

54

研究科 専攻 課程
入学定員

学位名 学位プログラム／専攻 課程 サブプログラム

国際公共政策 区分 15 10

修士（国際政治経済学）
修士（政治学）
修士（社会学）
修士（国際公共政策）
博士（国際政治経済学）
博士（政治学）
博士（社会学）
博士（国際公共政策）

12

文芸・言語 一貫 20

現代語・現代文化 区分 10

学位名
入学定員

学位系統

8

修士（文学）
修士（言語学）
博士（文学）
博士（言語学）

42 研究学位

国際日本研究 区分 25 19

修士（国際日本研究）
修士（社会科学）
修士（人文科学）
修士（日本語教育学）
博士（国際日本研究）
博士（社会科学）
博士（人文科学）
博士（日本語教育学）

国際日本研究 区分
修士（国際日本研究）
博士（国際日本研究）

国際公共政策 区分
修士（国際公共政策）
博士（国際公共政策）

51 10 研究学位

34 14 研究学位

国際地域研究 修士 36

修士（地域研究）
修士（公共政策）
修士（経済学）
修士（国際学）

入学定員 計

研究科（前、後） 合計
 人文社会（前、後） 入学定員  合計 139 66

研究科（5年一貫） 合計 38

課程 サブプログラム 学位名
入学定員

学位系統研究科 専攻 課程
入学定員

学位名 学位プログラム／専攻

ビ
ジ
ネ
ス
科
学

企業法学 前期 30 修士（法学）

国際経営プロフェッショ
ナル

専門職 30

企業科学 後期 23
博士（法学）
博士（経営学）
博士（ｼｽﾃﾑｽﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

研究学位

経営システム科学 前期 30
修士（経営学）
修士（経営システム科学）

経営学 区分

法学 区分
修士（法学）
博士（法学）

33 6

修士（経営学）
博士（経営学）

30 15

ビジネス（前､後）入学定員  合計

法曹

法曹 専門職 36
法務博士
（専門職）

専門職
法務博士
（専門職）

36
専門職
学位

専門職
学位

入学定員 計

研究科（前､後） 合計       専門職3年 入学定員

国際経営修士
（専門職）

国際経営プロフェッ
ショナル

専門職
国際経営修士
（専門職）

30

研究科（専門職3年）       専門職2年 入学定員

研究科（専門職2年）

人社+ビジネス 収容定員 人文社会ビジネス科学学術院  収容定員

2



現専攻から学位プログラムへの移行表

数理物質科学研究科 理工情報生命学術院
　数理物質科学研究群

M D M D

電子・物理工学

物性・分子工学

240 111 276 88

システム情報工学研究科 　システム情報工学研究群

M D M D

431 94

427 106

生命環境科学研究科 　生命地球科学研究群

M D M D

生物科学 区分 49 26

修士（理学）
修士（生物科学）
博士（理学）
博士（生物科学）

生物学 区分
修士（理学）
博士（理学）

55 22 研究学位

環境バイオマス共生学 一貫 博士（学術） 山岳科学 前期 修士（山岳科学） 20 専門学位

（グローバル教育院）

311 118

　国際連携持続環境科学専攻
（学位の新設）

269 138 6

1,914 1,128 3,042 2,064 924 2,988

研究科 専攻 課程
入学定員

学位名

数
理
物
質
科
学

数学 区分 27 12
修士（理学）
博士（理学）

数学 区分

学位プログラム／専攻 課程 サブプログラム 学位名
入学定員

学位系統

修士（理学）
博士（理学）

32 8 研究学位

物理学 区分 50 20
修士（理学）
博士（理学）

研究学位

化学 区分 48 16
修士（理学）
博士（理学）

化学 区分

物理学 区分
修士（理学）
博士（理学）

60 17

修士（理学）
博士（理学）

51 15 研究学位

電子・物理工学 区分 54 16
修士（工学）
博士（工学）

物性・分子工学 区分 61 13
修士（工学）
博士（工学）

NIMS連携物質・材
料工学（後期のみ）

応用理工学 区分
修士（工学）
博士（工学）

123
42 研究学位

ナノサイエンス・ナノテク
ノロジー

後期
3年

25
博士（理学）
博士（工学） 入学定員 計

区分
修士（工学）
博士（工学）

10 6 研究学位
物質・材料工学

後期
3年

9 博士（工学） 国際マテリアルズイ
ノベーション

研究科 合計  数理物質（前､後）入学定員  合計

研究科 専攻 課程
入学定員

学位名 学位プログラム／専攻 課程 サブプログラム 学位名
入学定員

学位系統

シ
ス
テ
ム
情
報
工
学

社会工学 区分 108
26

修士（社会工学）
博士（社会工学）

研究学位

修士（サービス工学） サービス工学 前期 修士（サービス工学） 24

社会工学 区分
修士（社会工学）
博士（社会工学）

88 22

専門学位

リスク工学 区分 30 12

修士（工学）
修士（社会工学）
博士（工学）
博士（社会工学）

リスク・レジリエンス
工学

区分
修士（工学）
博士（工学）

32 13 研究学位

コンピュータサイエンス 区分 113 28
修士（工学）
博士（工学）

研究学位

知能機能システム 区分 108 24
修士（工学）
博士（工学）

知能機能システム 区分

情報理工 区分
修士（工学）
博士（工学）

116 25

修士（工学）
博士（工学）

100 16 研究学位

構造エネルギー工学 区分 68 16
修士（工学）
博士（工学）

G
教
育
院

エンパワーメント情報学 一貫 博士（人間情報学）

研究学位

（グローバル教育院）
エンパワーメント情
報学

一貫 博士（人間情報学） 8 研究学位

構造エネルギー工
学

区分
修士（工学）
博士（工学）

68 16

専門学位

ライフイノベーション 区分 （学位の新設）
入学定員 計

システム情報（前､後）入学定員  合計

ライフイノベーショ
ン（生物情報）

区分
修士（生物情報学）
博士（生物情報学）

3 2

研究科 合計 システム情報（5年一貫）入学定員  合計 8

研究科 専攻 課程
入学定員

学位名 学位プログラム／専攻 課程 サブプログラム 学位名
入学定員

学位系統

生
命
環
境
科
学

生物資源科学 前期 106

国際地縁技術開発
科学

後期 22
博士（農学）
博士（生物資源工学）

農学 後期

修士（農学）
修士（生物資源工学）
修士（生物工学）
修士（ﾊﾞｲｵﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏｼｰ）

生物資源科学 前期

博士（農学） 34 研究学位

NARO連係先端
農業技術科学

研究学位修士（農学） 124

生物圏資源科学 後期 20 博士（農学）

先端農業技術科学
後期
3年

6 博士（農学）

生命産業科学 後期 12
博士（生物科学）
博士（農学）
博士（生物工学）

生命産業科学 後期 博士（生物工学）

後期 博士（生命農学） 15 研究学位生物機能科学 後期 21
博士（農学）
博士（生物工学）

生命農学

12 研究学位

地球科学 前期 39
修士（理学）
修士（地球科学）
修士（地球環境科学）

地球科学

博士（理学）
博士（地球科学）

地球環境科学 後期 11
博士（理学）
博士（地球環境科学）

地球進化科学 後期 8

修士（理学）
博士（理学）

52 19 研究学位

21

専門学位修士（環境科学） 55環境科学 前期

後期

環境科学 前期 69 修士（環境科学）

区分

専門学位

国際連携持続環境科学 前期 6 修士（持続環境科学）
ライフイノベーショ
ン（食料革新）

博士（環境学） 12 専門学位持続環境学 後期 12 博士（環境学） 環境学

〃 （生体分子材料） 区分
修士（生物工学）
博士（生物工学）

専門学位

学位P 山岳科学 前期 修士（山岳科学） 〃 （環境制御） 区分

区分
修士（食料革新学）
博士（食料革新学）

5 4

専門学位

修士（環境制御学）
博士（環境制御学）

生命地球（前､後）入学定員  合計

国際連携持続環境科学 前期 修士（持続環境科学） 6

G
教
育
院

ライフイノベーション 区分

修士（食料革新学）
修士（環境制御学）
博士（食料革新学）
博士（環境制御学）

研究科（5年一貫） 合計 21 収容定員 合計 M D 収容定員 合計

専門学位

研究科（前、後） 合計   国際連携専攻 入学定員

数理+シス+生命収容定員  理工情報生命学術院  収容定員

3



現専攻から学位プログラムへの移行表

人間総合科学学術院
　人間総合科学研究群

M D M D

 スクールリーダーシップ開発 修士 20 修士（教育学）

教科教育 修士 80 修士（教育学）

学位P 教育学（国際教育） 修士 修士（教育学）

教育学 前期 18 修士（教育学）

教育基礎学 後期 8 博士（教育学）

学校教育学 後期 6 博士（教育学）

専門学位
研究学位

学位P スポーツウエルネス 後期 博士（ｽﾎﾟｰﾂｳｴﾙﾈｽ学）

世界遺産 前期 15 修士（世界遺産学） 専門学位

世界文化遺産学 後期 7 博士（世界遺産学） 研究学位

575 141
80

ヒューマンバイオロジー 一貫 博士（人間生物学）

　大学体育スポーツ高度化共同専攻

555 140 　国際連携食料健康科学専攻
62

14 3

収容定員 合計 14 3

M D 収容定員 合計

1,194 776 1,970

次世代学校教育
創成

人間総合科学研究科
教育基盤科学

前期

後期

修士（教育学）

博士（教育学）

102

20

教育研究科

研究科 専攻 課程
入学定員

学位名 学位プログラム／専攻 課程 サブプログラム 学位名
入学定員

学位系統

教
育

教育学

国際教育

研究学位

人
間
総
合
科
学

心理 前期 修士（心理学）
博士（心理学）

16 6 研究学位
心理学 後期 6 博士（心理学）

16 修士（心理学）
心理学 区分

心理基礎科学

心理臨床学

生涯発達 前期 46
修士（カウンセリング）
修士（リハビリテーション）

カウンセリング 前期 修士（カウンセリング）

区分
修士（障害科学）
博士（障害科学）

38 10 研究学位障害科学 区分 45 10
修士（障害科学）
修士（特別支援教育学）
博士（障害科学）

障害科学

23 研究学位

カウンセリング科学 後期 博士（カウンセリング科学） 4 研究学位

23 4 研究学位

フロンティア医科学 修士 50
修士（医科学）
修士（公衆衛生学）
修士（ﾋｭｰﾏﾝ･ｹｱ科学）

生涯発達科学 後期 6
博士（生涯発達科学）
博士（ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ科学）
博士（ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科学）

リハビリテーション科
学

区分
修士（ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科学）
博士（ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科学）

ヒューマン・ケア科学
後期
3年

18

博士（ﾋｭｰﾏﾝ･ｹｱ科学）
博士（教育学）
博士（心理学）
博士（体育科学）
博士（公衆衛生学）

ヒューマン・ケア科学

研究学位

公衆衛生学 修士 修士（公衆衛生学） 10 専門学位

フロンティア医科学 修士 修士（医科学） 50

パブリックヘルス
後期
3年

博士（公衆衛生学） 9 研究学位

後期
3年

博士（ヒューマン・ケア科
学）

9 研究学位

看護科学 区分 15 8
修士（看護科学）
博士（看護科学）

看護科学 区分
修士（看護科学）
博士（看護科学）

区分
修士（神経科学）
博士（神経科学）

10 5 研究学位感性認知脳科学 区分 14 10

修士（感性科学）
修士（行動科学）
修士（神経科学）
博士（感性科学）
博士（行動科学）
博士（神経科学）

ニューロサイエンス

15 8

スポーツ医学
後期
3年

10 博士（スポーツ医学） スポーツ医学
後期
3年

博士（スポーツ医学） 10 研究学位

体育学 前期 115
修士（体育学）
修士（コーチング学）
修士（ｽﾎﾟｰﾂ･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ学）

研究学位

ｽﾎﾟｰﾂ･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ学 前期 修士（ｽﾎﾟｰﾂ･ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ学） 8 研究学位

体育学 前期 修士（体育学） 120

スポーツ健康システム・
マネジメント

修士 24
修士（体育学）
修士（保健学） スポーツウエルネス

学
区分

修士（ｽﾎﾟｰﾂｳｴﾙﾈｽ学）
博士（ｽﾎﾟｰﾂｳｴﾙﾈｽ学）

後期 博士（体育科学） 15 研究学位体育科学 後期 15
博士（体育科学）
博士（健康ｽﾎﾟｰﾂ科学）

体育科学

24 3 専門学位

人
間
総
合
科
学

コーチング学
後期
3年

5 博士（コーチング学） 研究学位

芸術専攻 区分 60 10

修士（デザイン学）
修士（芸術学）
博士（デザイン学）
博士（芸術学）

芸術学 区分

コーチング学
後期
3年

博士（コーチング学） 6

修士（芸術学）
博士（芸術学）

45 7 研究学位

デザイン学 区分
修士（デザイン学）
博士（デザイン学）

18 5 研究学位

世界遺産学 区分
修士（世界遺産学）
博士（世界遺産学）

15 5

修士 5 修士（ｽﾎﾟｰﾂ国際開発学） 情報学

80 研究学位
疾患制御医学

医学
4年

34 博士（医学）

医学
4年

博士（医学）

生命システム医学
医学
4年

28 博士（医学）

医学

国際連携食料健康科学 修士 9 修士（食料健康科学）
ライフイノベーション
（病態機構）

区分

大学体育ｽﾎﾟｰﾂ高度化
共同

後期
3年

3 博士（体育スポーツ学）
ヒューマンバイオロ
ジー

一貫 博士（人間生物学）

区分
修士（情報学）
博士（情報学）

54 12 研究学位ｽﾎﾟｰﾂ国際開発学共同

修士（病態機構学）
博士（病態機構学）

4 3

専門学位

8 専門学位

人間総合（前､後）入学定員  合計
人間総合（医学4年）入学定員  合計
人間総合（5年一貫）入学定員  合計 8

（グローバル教育院） スポーツ国際開発学共同専攻

図書館情報メディア研究科

図
書
館

情
報

図書館情報メディア 区分 37 21

修士（図書館情報学）
修士（情報学）
博士（図書館情報学）
博士（情報学）

ライフイノベーション
（創薬開発）

区分
修士（医科学）
博士（医科学）

専門学位

研究科（医学4年） 合計 国際連携食料健康
科学

修士 修士（食料健康科学） 9

G
教
育
院

スポーツ国際開発学
共同

修士 修士（ｽﾎﾟｰﾂ国際開発学） 5

博士（体育スポーツ学）

 人間総合科学学術院   収容定員

専門学位

ライフイノベーション 区分

修士（病態機構学）
修士（医科学）
博士（病態機構学）
博士（医科学）

大学体育スポーツ
高度化共同

後期
3年

3 専門学位

専門学位
共同､国際：3専攻の合計

共同､国際：3専攻  入学定員  合計

人総+図情+教育収容定員 1,137 677 1,814

研究科（前､後） 合計

4



 
 

資料２ 

 
 
 
 

 
ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・能力と

評価の観点及び対応する主な学修 

 
 

人文社会ビジネス科学学術院 

 
  

5



6



 

【人文社会科学研究群】 

■人文学学位プログラム（博士前期課程） 

授与する学位の名称 修士（文学）〔Master of Arts in Humanities〕 

人材養成目的 

人文学の研究・教育を取り巻く環境の変化及びグローバル化に伴う社会の変化に対

応するため、哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語

教育学などの人文学諸分野における優れた専門的知識を身に付けると共に、地球規模

の新たな問題の発見と解決をめざし、専門の異なる人々と共同して問題解決に貢献で

きる研究能力及び教育能力を兼ね備えた研究者、大学教員となる博士後期課程への進

学を目指す者を養成する。 

養成する人材像 

人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身に付

け、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するととも

に、現代の諸問題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還

元することのできる人材。 

修了後の進路 
博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博

物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPO など。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1.知の活用力：高度な知識を社
会に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か 
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
研究法入門、研究指導科目、講義科
目、修士論文作成、中間発表、研究会
発表、学会発表、ポスター発表等 

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか 

大学院共通科目、研究指導科目、演習
科目、他研究室と共同の演習科目、達
成度自己点検、インターンシップ科目、
修士論文作成、中間発表等 

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか 
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
研究指導科目、演習科目、研究発表に
関する科目、中間発表、研究会発表、学
会発表、ポスター発表等 

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか 
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか 

大学院共通科目、インターンシップ科
目、研究指導科目、演習科目、他研究
室と共同の演習科目、TA 経験、チーム
でのコンテスト参加、学会での質問、セミ
ナーでの質問等 

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか 
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
人文社会科学のためのグラントライティ
ング入門、語学力養成科目、外国語の
講義科目、外国語の演習科目、国際的
な活動を伴う科目、外国語文献を利用し
た修士論文作成、国外での活動経験、
留学生との交流、TOEIC 得点等 

6．研究力：人文学分野におけ
る研究課題設定と研究計画を
遂行するための基礎的な知識
と能力 

①人文学分野における研究課題を設定する能
力を身につけたか 
②人文学分野における研究計画を遂行する能
力を身につけたか 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、研究法入門、演習科目、修士
論文作成、研究会発表、学会発表、ポス
ター発表等 

7．専門知識：人文学分野にお
ける高度な専門知識と運用能
力 

①人文学分野における高度な専門知識を身に
つけたか 
②人文学分野における専門知識の運用能力を
身につけたか 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、専門基礎科目、講義科目、演
習科目、修士論文作成（口述試験を含
む）、中間発表、研究会発表、学会発
表、ポスター発表等 
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8．倫理観：人文学分野の基礎
的研究能力を有する人材にふ
さわしい倫理観と倫理的知識 

①人文学分野において必要な倫理観を身につ
けたか 
②人文学分野において必要な倫理的知識を身
につけたか 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、学術院共通専門基盤科目、
研究法入門、演習科目、研究指導、修
士論文（口述試験を含む）、中間発表、
INFOSS 情報倫理、APRIN e-learning
等 

9．思考力：専門分野に関する
知識をもとに物事を論理的に
考え、結論を導き出す能力 

専門分野に関する知識をもとに物事を論理的に
考え、結論を導きだす能力を身につけたか 

演習科目、修士論文作成、研究会発
表、学会発表、ポスター発表等 

10．総合力：研究成果を関連分
野の中に位置づけ、応用、実
践する能力 

研究成果を関連分野の中に位置づけ、応用、実
践する能力を身につけたか 

大学院共通科目、学術院専門基盤科
目、演習科目、他学位プログラム科目、
研究指導等 
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■国際公共政策学位プログラム（博士前期課程） 

授与する学位の名称 修士（国際公共政策）〔Master of Arts in International Public Policy〕 

人材養成目的 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学など国際公共

政策に関わる各分野の高度の専門性と、それらを横断する学際性とを備えた教育と研究指

導を通じて、専門知識を基盤とし、グローバル化、複雑化する現代の国際問題や個別地域

の諸問題、また社会・文化問題へと柔軟に適用できる研究能力と、それらを公共政策へと導

く実践的問題解決能力を身に付けた大学教員、研究者等となる博士後期課程への進学を

目指す者を養成する。 

養成する人材像 

国際公共政策に関わる各分野に関する専門知識を生かし、理論・実証に関わる論理的思

考力・分析力に基づいた高度な研究能力を踏まえ、国内外の政治経済や社会政策上の諸

問題、また個別地域や国際関係に関わる諸問題に関し、公共政策へと結びつける観点から

問題解決能力・実践的能力を有する人材。有職社会人向けの公共経営履修モデルについ

ては、以上の能力に加え、経営学の専門知識および論理的に深く思考する能力やその内容

を論理的に構成するための能力も併せ持つ人材。 

修了後の進路 

博士後期課程への進学。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、金融機

関やメディア等の民間企業、NGO・NPO など、研究力を生かした職業人。有職社会

人向けの公共経営履修モデルについては、有職者の一部は、博士後期課程への進学や

転職をすることが考えられる。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1.知の活用力：高度な知識を社
会に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か 
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
研究法入門、国際公共政策論、講義科
目、修士論文作成、中間発表、研究会
発表、学会発表、ポスター発表等 

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか 

大学院共通科目、国際公共政策リサー
チワークショップ、国際公共政策論、専
門基礎科目、達成度自己点検、インター
ンシップ科目、修士論文作成、中間発表
等 

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか 
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
国際公共政策リサーチワークショップ、
演習科目、中間発表、研究会発表、学
会発表、ポスター発表等 

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか 
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか 

大学院共通科目、国際公共政策リサー
チワークショップ、演習科目、インターン
シップ科目、TA 経験、学会での質問、
セミナーでの質問等 

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか 
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
人文社会科学のためのグラントライティ
ング入門、専門基礎科目、外国語の講
義科目、外国語の演習科目、外国語文
献を利用した修士論文作成、外国語に
よる中間発表、国外での活動経験、留
学生との交流、TOEIC 得点等 

6. 研究力：国際公共政策分野

における研究課題設定と研究

計画を遂行するための基礎的

な知識と能力 

① 国際公共政策の各分野に関する専門性を生
かして課題にアプローチし、自らの研究プロセス
を管理する能力を持つか 
② 国際公共政策に関わる研究成果を内外に発
信するとともに、それに基づいた問題解決や実
践を行う能力があるか 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、研究法入門、国際公共政策リ
サーチワークショップ、専門基礎科目、
専門科目における演習科目、修士論文
作成、研究会発表、学会発表、ポスター
発表等 
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7．専門知識：国際公共政策分
野における高度な専門知識と
運用能力 

① 国際公共政策に関わる各分野の専門知識
や理論的思考に裏付けられた分析力を持つか 
② 国際公共政策に関わる複数のディシプリン
に通じた柔軟な思考力を持つか 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、専門科目における講義科目、
演習科目、修士論文作成（口述試験を
含む）、中間発表、研究会発表、学会発
表、ポスター発表等 

8．倫理観：国際公共政策分野
の基礎的研究能力を有する人
材にふさわしい倫理観と倫理
的知識 

高い倫理観に基づいて自らの研究プロセスを管
理する力を持つか 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、学術院共通専門基盤科目、
研究法入門、国際公共政策リサーチワ
ークショップ、演習科目、研究指導、修
士論文（口述試験を含む）、中間発表、
INFOSS 情報倫理、APRIN e-learning 等 
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■国際日本研究学位プログラム（博士前期課程） 

授与する学位の名称 修士（国際日本研究）〔Master of Arts in International and Advanced Japanese Studies〕 

人材養成目的 

日本は非西洋社会のなかではいちはやく産業化をなしとげ、第二次世界大戦後のベビー

ブームが世界の主要国のなかで最も早く終わって高度成長を遂げたが、90 年代以降は少

子高齢化が最も深刻な課題先進国となった。このような日本の経験に基づく学問的知見は

今後の日本のみならず世界のあるべき姿を模索するうえで意義深いものであろう。本学位プ

ログラムは、日本のこのような立ち位置をふまえ、グローバル化する現代社会の中で、日本や

世界が直面するさまざまな問題に正面から取り組むことのできる研究者（基礎レベル）を養成

する。国際的・学際的・比較的な視野のもとに日本の文化・社会について人文科学、社会科

学、日本語教育学にかかわる研究及び教育能力を有し、その成果を広く国内のみならず海

外にも発信していける研究者（基礎レベル）を養成する。また、人文科学、社会科学、日本語

教育学の各分野の専門的かつ国際的な学識を備え、世界で活躍する人材を養成する。 

養成する人材像 

グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なも

のの見方を身に付け、そのための基礎的な素養を修得するとともに、幅広い関連領域を学

修することを通して、研究職をめざして後期課程に進学しうる能力のある人材。 

修了後の進路 
博士後期課程への進学。それ以外に、国際関係組織、日本語教育機関、情報メディア産

業、日本やアジアをマーケットとする製造業や商社、金融機関などの民間企業。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1.知の活用力：高度な知識を社
会に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か 
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
研究法入門、プロジェクト演習 1A, 1B, 
2A, 2B, 2C, 2D、講義科目、修士論文
作成、中間発表、研究会発表、学会発
表、ポスター発表等 

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか 

大学院共通科目、プロジェクト演習 1A, 
1B, 2A, 2B, 2C, 2D、達成度自己点検、
インターンシップ科目、外部コンテスト等
への参加、修士論文作成、中間発表等 

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか 
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか 

大学院共通科目、修士論文合同演習、
国際日本研究のための日本語、国際日
本研究のための英語、演習科目、中間
発表、研究会発表、学会発表、ポスター
発表等 

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか 
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか 

大学院共通科目、日本政治と市民社会
１, 2、演習科目、インターンシップ科目、
TA 経験、チームでのコンテスト参加、学
会での質問、セミナーでの質問等 

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか 
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
人文社会科学のためのグラントライティ
ング入門、国際日本研究のための日本
語、国際日本研究のための英語、外国
語の講義科目、外国語の演習科目、外
国語文献を利用した修士論文作成、外
国語による中間発表、国外での活動経
験、留学生との交流、TOEIC 得点、国
際会議発表、外国人との共同研究等 

6．研究力：国際日本研究分野
における研究課題設定と研究
計画を遂行するための基礎的
な知識と能力 

①国際日本研究分野における研究課題を設定
する能力を身につけたか。 
②国際日本研究分野における研究計画を遂行
する能力を身につけたか。 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、研究法入門、プロジェクト演習
1A, 1B, 2A, 2B, 2C, 2D、演習科目、修
士論文作成、研究会発表、学会発表、
ポスター発表等 
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7．専門知識：国際日本研究分
野における高度な専門知識と
運用能力 

①国際日本研究分野における高度な専門知識
を身につけたか。 
②国際日本研究分野における専門知識の運用
能力を身につけたか。 

学術院共通専門基盤科目、修士論文合
同演習、複合研究基礎論等の専門基礎
科目、日本社会と家 1 などの専門科目、
演習科目、修士論文作成（口述試験を
含む）、中間発表、研究会発表、学会発
表、ポスター発表等 

8．倫理観：国際日本研究分野
の基礎的研究能力を有する人
材にふさわしい倫理観と倫理
的知識 

①国際日本研究分野において必要な倫理観を
身につけたか。 
②国際日本研究分野において必要な倫理的知
識を身につけたか。 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、学術院共通専門基盤科目、
研究法入門、国際日本研究のための日
本語、国際日本研究のための英語、演
習科目、研究指導、修士論文（口述試
験を含む）、中間発表、INFOSS 情報倫
理、APRIN e-learning 等 
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■人文学学位プログラム（博士後期課程） 

授与する学位の名称 博士（文学）〔Doctor of Philosophy in Humanities〕 

人材養成目的 

人文学の研究・教育を取り巻く環境の変化及びグローバル化に伴う社会の変化に対応す

るため、哲学、倫理学、宗教学、歴史学、人類学、文学、言語学、文化学、英語教育学など

の人文学諸分野における国際的レベルの高度な研究・教育能力を有すると共に、地球規模

の新たな問題の発見と解決をめざし、領域横断的な研究を遂行し、学際的な研究・教育に

従事できる大学教員、研究者等を養成する。 

養成する人材像 
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行す

る能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。 

修了後の進路 
研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、

国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPO など。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．知の創成力：未来の社会に
貢献し得る新たな知を創成する
能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等がある
か 
② 人類社会の未来に資する知を創成すること
が期待できるか 

大学院共通科目、研究指導科目、論文
発表に関する科目、博士論文作成、中
間発表、学会発表、研究会発表、ポスタ
ー発表、論文投稿等 

2．マネジメント能力：俯瞰的な
視野から課題を発見し解決の
ための方策を計画し実行する
能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、
的確に実行することができるか 
② 専門分野以外においても課題を発見し、俯
瞰的な視野から解決する能力はあるか 

大学院共通科目、研究指導科目、演習
科目、他研究室と共同の演習科目、イン
ターンシップ科目、達成度自己点検、博
士論文作成、中間発表、学会発表、研
究会発表、ポスター発表、論文投稿等 

3．コミュニケーション能力：学術
的成果の本質を積極的かつわ
かりやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対し
て、研究内容や専門知識の本質を分かりやすく
論理的に説明することができるか 
② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を
積極的に伝えるとともに、質問に的確に答えるこ
とができるか 

大学院共通科目、研究指導科目、演習
科目、研究発表に関する科目、中間発
表、学会発表、研究会発表、ポスター発
表等 

4．リーダーシップ力：リーダー
シップを発揮して目的を達成す
る能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定するこ
とができるか 
② 目標を実現するための体制を構築し、リーダ
ーとして目的を達成する能力があるか 

研究指導科目、演習科目、大学院共通
科目（JAPIC 科目）、TA（大学院セミナー
等）経験、プロジェクトの参加経験等 

5．国際性：国際的に活動し国
際社会に貢献する高い意識と
意欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る高い意識と意欲があるか 
② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
外国語の演習科目、国際的な活動を伴
う科目、外国語の講義科目、外国語の
演習科目、外国語文献を利用した博士
論文作成、国外での活動経験、外国人
（留学生を含む）との共同研究、TOEIC
得点、国際会議発表、英語論文投稿等 

6. 研究力：人文学分野におけ
る最新の専門知識に基づいて
先端的な研究課題を設定し、
自立して研究計画を遂行でき
る能力 

①人文学分野における先端的な研究課題を設
定する能力を身につけたか 
②人文学分野において自立して研究計画を遂
行する能力を身につけたか 

大学院共通科目、演習科目、研究指
導、博士論文作成、論文投稿、学会発
表、研究会発表、ポスター発表等 

7. 専門知識：人文学分野にお
ける先端的かつ高度な専門知
識と運用能力 

①人文学分野における先端的かつ高度な専門
知識を身につけたか。 
②人文学分野における専門知識の総合的な運
用能力を身につけたか。 

大学院共通科目、演習科目、研究指
導、博士論文作成、中間発表、論文投
稿、学会発表、研究会発表、ポスター発
表等 

8. 倫理観：人文学分野の研究
者にふさわしい倫理観と倫理
的知識、および専攻する特定
の分野に関する深い倫理的知
識 

①人文学分野の研究者または高度専門職業人
にふさわしい倫理観と倫理的知識を身につけた
か 
②専攻する特定の分野に関する深い倫理的知
識を身につけたか 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、演習科目、研究指導、博士論
文作成、中間発表、INFOSS 情報倫理、
APRIN e-learning 等 
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9．思考力：専門分野に関する
知識及び関連する分野に関す
る深い学識をもとに、物事を論
理的に考え、結論を導き出す
能力 

専門分野に関する高度な知識及び関連する分
野に関する深い学識をもとに、物事を論理的に
考え、結論を導きだす能力を身につけたか 

演習科目、博士論文作成、学会発表、
研究会発表、ポスター発表等 

10. 総合力：研究成果を人文
知の中に位置づけ、広範な視
野で研究を遂行する能力 

研究成果を人文知の中に位置づけ、広範な視
野で研究を遂行する能力を身につけたか。 

大学院共通科目、演習科目、他学位プ
ログラム科目演習科目、研究指導等 
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■国際公共政策学位プログラム（博士後期課程） 

授与する学位の名称 博士（国際公共政策）〔Doctor of Philosophy in International Public Policy〕 

人材養成目的 

国際関係論や地域研究、社会学、政治学、経済学、人類学、公共政策学など国際公共

政策に関わる各分野のディシプリンに基づく高度の研究能力を基礎としながら、複数の分野

を横断した俯瞰的・学際的視野をもって、国際問題、国内外の政治経済、社会問題等の本

質を理解・分析することによって、変化する諸課題に対する問題解決・政策提言能力を備

え、グローバルオピニオンを形成できる大学教員、研究者等を養成する。 

養成する人材像 

国際公共政策に関わる専門知識や、理論・実証に関わる論理的思考力・分析力に基づい

た国際水準の研究能力および、国内外の政治経済や社会政策上の諸問題、または個別の

地域や国際関係の諸問題に関する政策分析・立案・実施に資する高度の実践的能力を有

する人材。 

修了後の進路 

社会科学・国際関係の研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、

官公庁・自治体職員、国際機関職員、金融機関やメディア等の民間企業、NGO・NPO など、

高度な研究力を生かした職業人。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．知の創成力：未来の社会に
貢献し得る新たな知を創成する
能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等がある
か 
② 人類社会の未来に資する知を創成すること
が期待できるか 

大学院共通科目、研究指導科目、演習
科目、博士論文作成、中間発表、学会
発表、研究会発表、ポスター発表、論文
投稿等 

2．マネジメント能力：俯瞰的な
視野から課題を発見し解決の
ための方策を計画し実行する
能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、
的確に実行することができるか 
② 専門分野以外においても課題を発見し、俯
瞰的な視野から解決する能力はあるか 

大学院共通科目、国際公共政策プロジ
ェクト演習、研究指導科目、演習科目、
インターンシップ科目、達成度自己点
検、博士論文作成、中間発表、学会発
表、研究会発表、ポスター発表、論文投
稿等 

3．コミュニケーション能力： 学
術的成果の本質を積極的かつ
わかりやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対し
て、研究内容や専門知識の本質を分かりやすく
論理的に説明することができるか 
② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を
積極的に伝えるとともに、質問に的確に答えるこ
とができるか 

大学院共通科目、国際公共政策プロジ
ェクト演習、研究指導科目、演習科目、
中間発表、学会発表、研究会発表、ポス
ター発表等 

4．リーダーシップ力：リーダー
シップを発揮して目的を達成す
る能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定するこ
とができるか 
② 目標を実現するための体制を構築し、リーダ
ーとして目的を達成する能力があるか 

国際公共政策プロジェクト演習、研究指
導科目、演習科目、大学院共通科目
（JAPIC 科目）、TA (大学院セミナー等）
経験、プロジェクトの参加経験等 

5．国際性：国際的に活動し国
際社会に貢献する高い意識と
意欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る高い意識と意欲があるか 
② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
国際公共政策プロジェクト演習、国際関
係分野を中心とした演習科目、外国語
文献を利用した博士論文作成、国外で
の活動経験、外国人（留学生を含む）と
の共同研究、TOEIC 得点、国際会議発
表、英語論文投稿等 

6．研究力：国際公共政策分野
における最新の専門知識に基
づいて先端的な研究課題を設
定し、自立して研究計画を遂行
できる能力 

① 国際公共政策に関する高度な専門性を生か
して課題にアプローチし、オリジナリティのある研
究成果を生み出しているか 
② 国際公共政策に関わる研究成果を内外に発
信するとともに、それに基づいた教育や指導を
行う能力を持つか 

国際公共政策プロジェクト演習、演習科
目、博士論文作成、研究指導、論文投
稿、学会発表、研究会発表、ポスター発
表等 

7．専門知識：国際公共政策分
野における先端的かつ高度な
専門知識と運用能力 

① 国際公共政策の分野における高度な専門性
や理論的思考に裏付けられた分析力を持つか 
② 国際公共政策上の諸問題に関し、政策提言
や解決方策を志向する能力を持つか 

演習科目、博士論文作成、研究指導、
中間発表、論文投稿、学会発表、研究
会発表、ポスター発表等 

8．倫理観：国際公共政策分野
の研究者にふさわしい倫理観
と倫理的知識、および専攻する
特定の分野に関する深い倫理
的知識 

高い倫理観に基づいて自らの研究プロセスを管
理する力を持つか 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、国際公共政策プロジェクト演
習、演習科目、研究指導、博士論文作
成、中間発表、論文投稿、学会発表、
INFOSS 情報倫理、APRIN e-learning 等 
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■国際日本研究学位プログラム（博士後期課程） 

授与する学位の名称 博士（国際日本研究）〔Doctor of Philosophy in International and Advanced Japanese Studies〕 

人材養成目的 

グローバル化する社会の中で、国際的・比較的な視野のもとに日本の文化・社会について

人文科学、社会科学、日本語教育学に跨がる研究及び教育能力を有し、その成果を広く国

内のみならず海外にも発信していける研究者・教育者、並びに人文科学、社会科学両分

野、日本語教育学の各分野の専門的かつ国際的な学識を備え、世界で活躍する大学教

員、研究者等を養成する。 

養成する人材像 

グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なも

のの見方を身に付け、そのための基礎的な素養の修得と、幅広い関連領域を学修し、高度

専門職、研究職を担いうる能力のある人材。また日本語教育に関しては、国際的な研究・教

育領域を掘り下げて研究できる能力、また日本語教育に関する専門的な学識を世界に向け

て発信する研究能力、教育能力、高度な専門能力のある人材。 

修了後の進路 

研究職・教育職（大学・研究所・民間シンクタンクなど各種研究機関）。それ以外に、企業

（海外に現地法人を持つ日本企業・商社、外国企業等）、官公庁・自治体職員、国際公務

員、日本語教育機関、国際関係組織・メディア関係など。進路は日本だけでなく、広く海外

（シンガポール、ベトナム、中央アジア、南米、中国、タイ、韓国、台湾、等）にも開かれてい

る。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1.知の創成力：未来の社会に
貢献し得る新たな知を創成する
能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等がある
か 
② 人類社会の未来に資する知を創成すること
が期待できるか 

大学院共通科目、プロジェクト演習 3A, 
3B, 4A, 4B などの専門科目、研究指導
科目、論文発表に関する科目、博士論
文作成、中間発表、学会発表、研究会
発表、ポスター発表、論文投稿等 

2.マネジメント能力：俯瞰的な
視野から課題を発見し解決の
ための方策を計画し実行する
能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、
的確に実行することができるか 
② 専門分野以外においても課題を発見し、俯
瞰的な視野から解決する能力はあるか 

大学院共通科目、プロジェクト演習 3A, 
3B, 4A, 4B などの専門科目、研究指導
科目、演習科目、他研究室と共同の演
習科目、インターンシップ科目、達成度
自己点検、博士論文作成、中間発表、
学会発表、研究会発表、ポスター発表、
論文投稿、外部コンテスト等への参加等 

3.コミュニケーション能力：学術
的成果の本質を積極的かつわ
かりやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対し
て、研究内容や専門知識の本質を分かりやすく
論理的に説明することができるか 
② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を
積極的に伝えるとともに、質問に的確に答えるこ
とができるか 

大学院共通科目、プロジェクト演習 3A, 
3B, 4A, 4B などの専門科目、研究指導
科目、演習科目、研究発表に関する科
目、中間発表、学会発表、研究会発表、
ポスター発表等 

4.リーダーシップ力：リーダーシ
ップを発揮して目的を達成する
能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定するこ
とができるか 
② 目標を実現するための体制を構築し、リーダ
ーとして目的を達成する能力があるか 

大学院共通科目、プロジェクト演習 3A, 
3B, 4A, 4B などの専門科目、研究指導
科目、特別指導科目、他研究室と共同
の演習科目、大学院共通科目（JAPIC
科目）、TA(大学院セミナー等）経験、プ
ロジェクトの参加経験等 

5.国際性：国際的に活動し国際
社会に貢献する高い意識と意
欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る高い意識と意欲があるか 
② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
比較日本文学論1Aなどの専門科目、外
国語の演習科目、国際的な活動を伴う
科目、外国語文献を利用した博士論文
作成、国外での活動経験、外国人（留学
生を含む）との共同研究、TOEIC 得点、
国際会議発表、英語論文投稿等 

6.研究力：国際日本研究分野
における最新の専門知識に基
づいて先端的な研究課題を設
定し、自立して研究計画を遂
行できる能力 

①国際日本研究分野における先端的な研究課
題を設定する能力を身につけたか。 
②国際日本研究分野において自立して研究計
画を遂行する能力を身につけたか。 

大学院共通科目、プロジェクト演習 3A, 
3B, 4A, 4B などの専門科目、研究指導、
博士論文作成、論文投稿、学会発表、
研究会発表、ポスター発表等 
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7. 専門知識：国際日本研究分
野における先端的かつ高度な
専門知識と運用能力 

①国際日本研究分野における先端的かつ高度
な専門知識を身につけたか。 
②国際日本研究分野における専門知識の総合
的な運用能力を身につけたか。 

大学院共通科目、比較日本文学論 1A
などの専門科目、研究指導、博士論文
作成、中間発表、論文投稿、学会発表、
研究会発表、ポスター発表等 

8. 倫理観：国際日本研究分野
の研究者にふさわしい倫理観
と倫理的知識、および専攻する
特定の分野に関する深い倫理
的知識 

①国際日本研究分野の研究者または高度専門
職業人にふさわしい倫理観と倫理的知識を身に
つけたか。 
②専攻する特定の分野に関する深い倫理的知
識を身につけたか。 

大学院共通科目（生命・環境・研究倫理
科目群）、研究法入門、国際日本研究の
ための日本語、国際日本研究のための
英語、プロジェクト演習 3A, 3B, 4A, 4B
などの専門科目、演習科目、研究指導、
博士論文作成、中間発表、INFOSS情報
倫理、APRIN e-learning 等 
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【ビジネス科学研究群】 

■法学学位プログラム（博士前期課程） 

授与する学位の名称 修士（法学）〔Master of Laws〕 

人材養成目的 

企業法学の分野における人材需要に応えて、現代社会において企業が直面する法的諸

問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育

成・再教育を目的とする。 

養成する人材像 
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において生じる多様な諸問題を法学的

専門知識と法的思考方法によって解決することができる、高度専門職業人を育成する。 

修了後の進路 

学生の大部分については、在学中から民間会社・官公庁・弁護士事務所・会計事務所等

に勤務しているか、弁護士・公認会計士・税理士等として開業していると思われるが、学位取

得後に大学等の高等教育機関の教員となる者も一定数いるものと想定される。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1.知の活用力：高度な知識を社
会に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か 
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか 

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中
間報告、修士論文作成等 

2.マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか 

商事法研究 I―Ⅱ、民事法研究 I―Ⅱ、
租税法研究 I―Ⅱ、修士論文中間報告、
修士論文作成等 

3. コミュニケーション能力：専
門知識を的確に分かり易く伝え
る能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか 
② 研究内容や専門知識について，その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか 

社会保障法演習、会社法演習、知的財
産法演習、修士論文中間報告、修士論
文作成等 

4. チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか 
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか 

法文献学、担保法演習、労働法演習Ⅰ
―Ⅱ、民事手続法演習Ⅰ―Ⅱ、知的財
産法判例演習、修士論文中間報告、修
士論文作成等 

5. 国際性：国際社会に貢献す
る意識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか 
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか 

法文献学、ビジネス法入門、アメリカ取
引法文献講読、ヨーロッパ契約法、国際
民事訴訟法、修士論文中間報告、修士
論文作成（必修科目）等 

6. 基礎的専門知識：法律学

の基本的な考え方及び企業法

学の各分野に係る基礎的専門

知識  

① 法律学の基礎的な考え方が身についている
か 
② 企業法学各分野の基礎的な知識を獲得でき
ているか 

現代民法の基礎、現代商法の基礎等 

7．文献・判例の調査・分析能
力：企業法学の研究に必要な
諸文献・裁判例等の調査・分析
能力 

① 企業法学の学習・研究に必要な諸文献や裁
判例等を自ら検索・調査して、入手するリテラシ
ーを体得しているか 
② 入手した諸文献や裁判例等を正確に読解・
分析して、内容を整理することができるか 

法文献学、修士論文中間報告、修士論
文作成等 

8．特定の企業法学分野に係る
深い知識：企業法学の少なくと
も 1 つの主要分野に係る理解・
研究に必要な専門的知識 

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を獲得し、その内容を理解してい
るか 
② 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識及び理解を基に研究を遂行する
能力を体得しているか 

契約法、担保法、会社法、金融商品取
引法、民事訴訟法、国際私法、国際経
済法、著作権法Ⅰ、特許法Ⅰ、労働関
係法、社会保障法、実務租税法学、租
税手続法、修士論文中間報告、修士論
文作成等 
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9．論文執筆能力：企業法学の
少なくとも１つの主要分野につ
いての深い知識を基にした論
文（とりわけ、社会人としての経
験などを背景とする問題意識
に支えられた論文）を執筆する
能力 

① 企業法学の少なくとも１つの主要分野につい
ての深い知識を基に適切な研究テーマを設定
の上で研究を行い、論文としてまとめることがで
きるか 
② 社会人としての経験などを背景とした問題意
識を取り入れた研究を行い、論文に反映させる
ことができるか 

企業法学特別研究Ⅰ―Ⅵ、修士論文中
間報告、修士論文作成等 
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■経営学学位プログラム（博士前期課程） 

授与する学位の名称 修士（経営学）〔Master of Business Administration〕 

人材養成目的 
ビジネスの変革、技術の複雑化に伴う新たな経営課題に対応可能な高度専門職業人の

養成を目的とする。 

養成する人材像 

修士（経営学）の学位に相応しい専門知識、および論理的に深く思考する能力やその内

容を論理的に構成するための能力を有する人材を育成する。具体的には、ビジネス上の問

題を発見する能力、研究とビジネスを融合する能力を持ち、自ら積極的に解を探求し専門領

域を超えて幅広い関心を持つことができる人材、ビジネスに根差した問題意識はもちろんの

こと、学術的なアプローチに対する関心や知識を有し、かつそれらをビジネス上の課題に基

づく研究テーマに適用する能力を有する人材を育成する。 

修了後の進路 

社会人大学院であるため、学生のバックグラウンドは幅広く、さまざまな業種の企業からさ

まざまな職種の学生が集まることが想定される。現行の経営システム科学専攻でも、民間企

業だけでなく官公庁や教育機関などに勤務する学生や、在学中あるいは修了後に転職する

ケースもあり、起業や大学教員に転ずる学生など幅広い進路が考えられる。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．知の活用力：高度な知識を
社会に役立てる能力 

① 研究等を通じて知を社会に役立てた（または
役立てようとしている）か 
② 幅広い知識に基づいて、専門分野以外でも
問題を発見することができるか 

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅰ、同Ⅰ-
Ⅱ、同Ⅰ-Ⅲ、同Ⅱ-Ⅰ、同Ⅱ-Ⅱ、同Ⅱ-
Ⅲ、修士論文作成、研究計画発表・中
間発表・予備審査・最終発表、学会発表 

2．マネジメント能力：広い視野
に立ち課題に的確に対応する
能力 

① 大きな課題に対して計画的に対応することが
できるか  
② 複数の視点から問題を捉え、解決する能力
はあるか 

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅰ、同Ⅰ-
Ⅱ、同Ⅰ-Ⅲ、同Ⅱ-Ⅰ、同Ⅱ-Ⅱ、同Ⅱ-
Ⅲ、ビジネスゲーム、研究計画発表・中
間発表・予備審査・最終発表、学会発表 

3．コミュニケーション能力：専門
知識を的確に分かり易く伝える
能力 

① 研究等を円滑に実施するために必要なコミュ
ニケーションを十分に行うことができるか 
② 研究内容や専門知識について、その分野だ
けでなく異分野の人にも的確かつわかりやすく
説明することができるか 

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅰ、同Ⅰ-
Ⅱ、同Ⅰ-Ⅲ、同Ⅱ-Ⅰ、同Ⅱ-Ⅱ、同Ⅱ-
Ⅲ、ビジネスゲーム、研究計画発表・中
間発表・予備審査・最終発表、学会発表 

4．チームワーク力：チームとし
て協働し積極的に目標の達成
に寄与する能力 

① チームとして協働し積極的に課題に取り組ん
だ経験はあるか 
② 自分の研究以外のプロジェクト等の推進に
何らかの貢献をしたか 

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅰ、同Ⅰ-
Ⅱ、同Ⅰ-Ⅲ、同Ⅱ-Ⅰ、同Ⅱ-Ⅱ、同Ⅱ-
Ⅲ、ビジネスゲーム、チームでのコンテス
ト参加、学会での質問、セミナーでの質
問 

5．国際性：国際社会に貢献す
る意識 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る意識があるか 
② 国際的な情報収集や行動に必要な語学力
を有するか 

大 学 院 共 通 科 目 （ 国 際 性 養 成 科 目
群 ）、経営戦略論、財務会計、オペレー
ションズ・リサーチ、研究指導（必修科
目）における外国語の論文・書籍の輪読 

6．経営に関する多角的思考能
力：職業生活に関して深い専
門知識を持ち、戦略、組織、財
務、マーケティングなどの観点
から多角的に思考する能力 

① 幅広い経営学・経営科学の知識の獲得がな
されたか 
② 専門分野（業種・職種等を含む）以外におけ
る経営課題等を理解し議論することができるか 

トップレクチャーⅠ、同Ⅱ、経営戦略論、
経営組織論、消費者行動、財務会計、 
学会での質問、セミナーでの質問等 

7．経営に関する問題発見能
力：職業生活の現場から自ら問
題を発見し明確化する能力 

① 経営上の課題の所在を、獲得した知識をもと
に、自ら同定することができるか 
② 同定した課題の本質を明確化し自らの言葉
で語り他と共有することができるか 

技術経営論、インベストメントサイエン
ス、計量経済学、インターネットとビジネ
ス情報分析、修士論文作成、コンテスト
参加等 
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8．経営に関する問題解決能
力：知識や経験を体系化し、現
代社会における課題を新たな
視点から再構築できる能力 

① 定量的あるいは定性的な分析手法の理論を
理解し適切に適用できるか 
② 得られた結果を解釈し、自らの言葉で表現
し、他と議論することができるか 

共分散構造分析、マーケティングサイエ
ンス、人工知能とビジネス情報分析、フ
ァイナンス工学、修士論文作成、コンテ
スト参加等 

9．経営に関する知の創造能
力：職業に関する新たな知識を
創造する能力 

① 獲得した幅広い知識をもとに、経営上の新た
な仮説や課題を設定できるか 

オペレーションズ・リサーチ、最適化モデ
ル、テキストマイニング、ロジスティクスと
サプライチェーン、起業等 

10．経営に関する現場実践能
力：創造した知識を、職業生活
の現場で実践する能力 

① 獲得した幅広い知識を、理論と実践の間に
橋渡しすることができるか 
② 獲得した知識の適用限界等を把握している
か 

データ解析Ⅰ、同Ⅱ、マーケティングリ
サーチ、ビジネスゲーム、ビジネスと情
報、特許の取得、起業等 
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■法学学位プログラム（博士後期課程） 

授与する学位の名称 博士（法学）〔Doctor of Philosophy in Law〕 

人材養成目的 

高度専門職業人の養成・再教育に対する社会的要請に応え、企業や社会が直面する新

たな類型の法的諸問題について、総合的かつ高度な判断能力を持ち適切な解決策を提示

できる高度専門職業人、及び、その経験を有効に活用し得る研究者の養成を目的とする。 

養成する人材像 

企業や社会で活躍している高度専門職業人の再教育を主眼としているため、入学時にお

いて企業、官公庁等で概ね２年以上の有職経験を有し、かつ、それに裏打ちされた高い問

題意識を持って、研究を計画し遂行する社会人を養成する。 

修了後の進路 

在学中に修得した知見を礎として、企業・官庁・団体における法務等様々な部門における

ジェネラリストまたはスペシャリストとして活躍する者の外、大学等の高等教育機関の教員とし

て研究を行う者が想定される。また、在学中や修了後に転職を経験する者や、起業する者も

想定される。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．知の創成力：未来の社会に
貢献し得る新たな知を創成する
能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等がある
か 
② 人類社会の未来に資する知を創成すること
が期待できるか 

企業法特別研究Ⅰ―Ⅸ、博士論文中間
報告、博士論文作成、学会発表等 

2．マネジメント能力：俯瞰的な
視野から課題を発見し解決の
ための方策を計画し実行する
能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、
的確に実行することができるか 
② 専門分野以外においても課題を発見し、俯
瞰的な視野から解決する能力はあるか 

現代株式会社法、現代契約法、知的財
産法による情報財保護、博士論文中間
報告、博士論文作成、学会発表等 

3．コミュニケーション能力：学術
的成果の本質を積極的かつわ
かりやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対し
て、研究内容や専門知識の本質を分かりやすく
論理的に説明することができるか 
② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を
積極的に伝えるとともに、質問に的確に答えるこ
とができるか 

企業ノウハウと従業員、知的財産法の現
代的課題、現代社会保障法、博士論文
中間報告、博士論文作成、学会発表等 

4．リーダーシップ力：リーダー
シップを発揮して目的を達成す
る能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定するこ
とができるか 
② 目標を実現するための体制を構築し、リーダ
ーとして目的を達成する能力があるか 

企業法特別研究Ⅰ―Ⅵ、博士論文中間
報告、博士論文作成、学会発表等 

5．国際性：国際的に活動し国
際社会に貢献する高い意識と
意欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る高い意識と意欲があるか 
② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力
を有するか 

外国会社法、国際租税計画Ⅰ・Ⅱ、国
際取引と国際私法、米国民事訴訟法、ド
イツ民事訴訟法、アメリカ知的財産法、
企業法特別研究Ⅰ～Ⅸ（必修科目）、博
士論文中間報告、博士論文作成、学会
発表等 
 博士論文では、原則として、少なくとも
1 か国の外国法に関する比較法研究が
必要である。そのため、外国語文献を読
みこなし、外国法の調査研究を行って博
士論文を作成することになり、研究指導
でもこれらを指導することになる。また、
講義・演習でも外国文献講読等を通じ
て、比較法研究のための基礎的素養の
習得を図る。 
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6．高度な専門知識、方法論、
分析力：研究課題を設定し、論
理と客観的証拠に基づいた先
端的かつ独創的な研究を遂行
するための高度で専門的な知
識、方法論、分析力 

① 研究課題を設定して、論理と客観的証拠に
基づいた先端的かつ独創的な研究を遂行でき
るか 
② 研究課題を設定して、先端的かつ独創的な
研究を遂行するために必要な専門知識、基本的
な研究の方法論及び分析能力を体得している
か 

企業法特別研究Ⅰ～Ⅸ、博士論文中間
報告、博士論文作成、学会発表等 

7．文献・判例等の調査・分析を
通して新たな知を創造する能
力：人間や社会における諸問
題を多角的・重層的・総合的に
捉え、新たな知を創造する能力 

① 文献・判例等の適切な調査・分析を行って、
人間や社会における諸問題を多角的・総合的に
捉えることができるか 
② 文献・判例等の調査分析を基に、新たな知
を創造することができるか 

米国民事訴訟法、ドイツ民事訴訟法、博
士論文中間報告、博士論文作成、学会
発表等 

8. 専門分野に関する深い理解
と学識：専門分野に関する深い
理解と学識に基づいて、現代
が直面する諸問題の解決と社
会の持続的な発展に貢献しよう
とする実践的な能力 

① 専門分野に関する深い理解と学識を基に、
現代が直面する諸問題の解決に対する実践的
な能力を体得しているか 
② 社会の持続的な発展に貢献しようとする実践
的な能力を体得しているか 

外国会社法、国際租税計画Ⅰ・Ⅱ、現
代株式会社法、現代知的財産法、比較
労働法の基礎、博士論文中間報告、博
士論文作成、学会発表等 

9．専門分野の隣接領域に関
する幅広い基礎的知識：専門
分野の隣接領域に関する幅広
い基礎的知識に基づいて、現
代が直面する諸問題の解決と
社会の持続的な発展に貢献し
ようとする実践的な能力 

① 専門分野のみならず隣接領域に関する幅広
い基礎的知識を基に、現代が直面する諸問題
の解決に対する実践的な能力を体得しているか 
② 社会の持続的な発展に貢献しようとする実践
的な能力を体得しているか 

企業ノウハウと従業員、電子社会と法、
知的財産法による情報財保護、博士論
文中間報告、博士論文作成、学会発表
等 

10．論文執筆等を通して次世
代に知を伝承できる能力: 論
文執筆等を通して高度な学術
的成果を国内外の専門家に的
確に伝達し、次世代に知を伝
承できる能力 

① 論文執筆を中心として高度な学術的成果を
国内外の専門家に的確に伝達し、次世代に知
を伝承できる能力を体得しているか 

企業法特別研究Ⅰ～Ⅸ、博士論文中間
報告、博士論文作成、学会発表等 
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■経営学学位プログラム（博士後期課程） 

授与する学位の名称 博士（経営学）〔Doctor of Philosophy in Business Administration〕 

人材養成目的 

高度専門職業人の養成・再教育に対する社会的要請に応え、企業や社会が直面する新

たな類型の問題について、経営学における高度な専門知識と客観的な経営データ分析能

力に基づく総合的かつ高度な判断能力を持ち、適切な解決策を提示できる高度専門職業

人、及びその経験を有効に活用し得る国際性を備えた研究者を養成する。 

養成する人材像 

博士（経営学）の学位に相応しい専門知識を有する人材を育成する。加えて、課題発見能

力、概念構成能力をはじめとする論理的思考能力や課題解決のための発想力および十分

な議論が可能なコミュニケーション能力を具備する人材 

修了後の進路 

多種多様な業界、職種をバックグランドとする現役の社会人が対象であり、在学中に修得

した知見を礎として、企業・官庁・団体における経営管理、研究開発等様々な部門における

ジェネラリストまたはスペシャリストとして活躍する者の外、大学等の高等教育機関の教員とし

て研究を行う者、あるいは、在学中や修了後に転職を指向する者や、起業する者など 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．知の創成力：未来の社会に
貢献し得る新たな知を創成する
能力 

① 新たな知の創成といえる研究成果等がある
か 
② 人類社会の未来に資する知を創成すること
が期待できるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、マーケティングコミュニ
ケーション、マーケティング・サイエンス
特論、経営戦略総論、実証会計論、金
融工学総論、共分散構造分析特論、情
報検索特論、複雑システム論、計量マー
ケティングモデル特論、組織研究、調査
データ解析特論、ソフトコンピューティン
グ、金融データ解析、情報マネジメント、
博士論文作成、研究計画発表・中間発
表・ドラフト発表・予備審査・最終発表、
学会発表等 

2．マネジメント能力：俯瞰的な
視野から課題を発見し解決の
ための方策を計画し実行する
能力 

① 重要な課題に対して長期的な計画を立て、
的確に実行することができるか 
② 専門分野以外においても課題を発見し、俯
瞰的な視野から解決する能力はあるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、金融ビジネス総論、リ
スクマネジメント総論、プロジェクト・マネ
ジメント論、研究計画発表・中間発表・ド
ラフト発表・予備審査・最終発表、学会
発表等 

3．コミュニケーション能力： 学
術的成果の本質を積極的かつ
わかりやすく伝える能力 

① 異分野の研究者や研究者以外の人に対し
て、研究内容や専門知識の本質を分かりやすく
論理的に説明することができるか 
② 専門分野の研究者等に自分の研究成果を
積極的に伝えるとともに、質問に的確に答えるこ
とができるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、計画数理総論、研究
計画発表・中間発表・ドラフト発表・予備
審査・最終発表、学会発表等 

4．リーダーシップ力：リーダー
シップを発揮して目的を達成す
る能力 

① 魅力的かつ説得力のある目標を設定するこ
とができるか 
② 目標を実現するための体制を構築し、リーダ
ーとして目的を達成する能力があるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、組織行動論、チーム
でのコンテスト参加、学会での質問、セミ
ナーでの質問等 

5．国際性：国際的に活動し国
際社会に貢献する高い意識と
意欲 

① 国際社会への貢献や国際的な活動に対す
る高い意識と意欲があるか 
② 国際的な情報収集や行動に十分な語学力
を有するか 

大学院共通科目（国際性養成科目群）、
国際政治経済の概況と経営、 
ビジネスマネジメント輪講での外国語文
献・国際論文輪講、 
ビジネスマネジメント講究（必修科目）で
の国際学術論文執筆演習や国際会議
発表演習 
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6．経営に関する研究遂行能
力：経営学の高度な専門知識
を習得し、高度専門職業人とし
て経営学的観点と客観的な定
性分析・定量分析に基づく研
究を遂行できる能力 

① 重要な課題に対して、専門知識に基づいて
長期的な研究計画を立てることができるか 
② 研究計画を自立して的確に実行することが
できるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、マーケティングコミュニ
ケーション、経営戦略総論、実証会計
論、ネットワーク特論、組織研究、国際政
治経済の概況と経営、研究計画発表、ド
ラフト発表、学会発表等 

7. 経営に関するエビデンスベ
ース分析能力：問題分析に際
して経営学分野に含まれる多
面的な観点と高度な専門知識
に基づく客観的な定性的・定量
的データを用いた分析が行え
る能力 

① 重要な課題に対して、客観的事実を収集す
ることができるか 
② 収集した客観的事実をもとに分析が行える
か 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、マーケティング・サイ
エンス特論、人材開発論、共分散構造
分析特論、複雑システム論、計量マーケ
ティングモデル特論、計量ファイナンス
特論、中間発表、ドラフト発表、予備審
査、最終発表、学会発表等 

8．経営に関する課題解決能
力：問題解決に際して経営学
分野に含まれる多面的な方策
と高度な専門知識を組み合わ
せた経営分析モデルを構築し
解を提示できる能力 

① 定量的あるいは定性的な分析手法の理論を
理解し、適切に適用できるか 
② 得られた結果を解釈し、自らの言葉で表現
し、他と議論することができるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、金融工学総論、確率
モデルと意思決定、計画数理総論、プロ
ジェクト・マネジメント論、ソフトコンピュー
ティング、中間発表、ドラフト発表、予備
審査、最終発表、学会発表等 

9．経営に関する知の伝達能
力：学術・実務いずれの場にお
いても経営学の高度な専門知
識と研究成果を的確に伝達し
発展させる能力 

① 専門知識の本質を論理的に説明することが
できるか 
② 専門知識の本質を他と共有することができる
か 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、知的ドキュメント管理
論、サーベイ発表、学会発表等 

10．経営に関する知の伝承能
力：自らの知見や経営学の高
度な専門知識、研究成果を受
け継ぎ発展させ得る後進を育
てられる能力 

① 専門知識の本質を理解することができるか 
② 専門知識を運用し、研究に反映できるか 

ビジネスマネジメント特別演習、ビジネス
マネジメント講究、情報検索特論、研究
計画発表、ドラフト発表、学会発表等 

  

25



 

【法曹専攻】 

■法曹専攻（専門職学位課程） 

授与する学位の名称 法務博士（専門職）〔Juris Doctor〕 

人材養成目的 

以下の４つをすべて満たす法曹を養成する。 

・社会人として既に獲得した知識・経験・技能を法曹としての実務の中に活用できる法曹 

・豊かな人間性と感性を備え、法曹として高い倫理観を備える法曹 

・専門的な法知識を具体的な紛争解決に応用する能力、および、既存の考え方を批判し、

新たな問題を柔軟に解決できる能力を備えた法曹 

・先端的な法分野について十分に理解し、社会の発展に貢献できる法曹 

養成する人材像 

具体的には、主として以下（各人のバックグラウンドや目標によりいずれか）の法曹を養成

するが、いずれにおいても社会人の有する知識・経験・技能の活用を図る。 

・一般市民が、一般民事・刑事、家事紛争、不法行為、消費者問題等の法的紛争を解決す

るために、容易にアクセスできる人材 

・国または地方自治体の政策立案に際して高度の専門知識を活用できる人材 

・企業法務担当者などが、グローバルビジネス、社会保障法、知的財産法等の最先端の法

分野に関する高度の専門知識を活用できる人材 

・社会経験に裏打ちされた人間性豊かな人材 

修了後の進路 

修了後、司法試験に合格した者は 1 年間の司法修習を経て弁護士、検察官、裁判官

といった一般法曹実務家の道に進み、合格しなかった者は従前から所属する組織にと

どまる等して、法科大学院での学修の成果を社会において活用する。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．リーガルマインド：実務法曹
として、具体的事案について法
的問題点を的確に把握し、問
題を解決する能力 

①基本法の基礎的・体系的知識と法的思考能
力があるか、②基本法の法律問題について応用
的・典型的法知識と総合的な解釈能力がある
か、③実定法とは異なる法に対する理解がある
か 

実定法基礎科目、実定法発展科目、基
礎法学・隣接科目、共通到達度確認試
験 

2．使命自覚、倫理観養成、実
務処理・解決：法的な紛争事案
を実務的に処理、解決するた
めの高度な職業意識と専門的
な能力 

①法曹に必要な基礎的スキルを修得している
か、②訴訟実務に関する具体的問題を通じて訴
訟の全体像を理解しているか、③生の事件や模
擬裁判を通じて、訴訟実務を体験しているか。 

法務基礎科目、法務展開科目、法務臨
床科目 

3．最先端問題対応：社会の変
遷に伴って現れる先端的な法
律問題にも適切に対応し得る
能力 

先端的・応用的法分野についての専門知識を
修得しているか。 

展開・先端科目 

※法曹専攻は専門職大学院であり、5 年毎に分野別認証評価を受審していることから、分野別認証評価で示してきた内容
を踏まえてこれまでのコンピテンス（ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・能力）を維持している。 
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【国際経営プロフェッショナル専攻】 

■国際経営プロフェッショナル専攻（専門職学位課程） 

授与する学位の名称 国際経営修士（専門職）〔Master of International Business Administration〕 

人材養成目的 

「高度専門職業人」として、国際社会や文化の多様性を理解し、変化するビジネス環境に

適合した適切な行動を導くことができる知識・技能・資質をもった経営専門職、特に、経営に

関するコア力量を持つビジネスマネジャ－、国際対応力量に秀でたカントリーマネジャー、応

用情報技能に秀でたプロジェクトマネジャーの 3 タイプのグローバルリーダーを養成する。 

養成する人材像 

多様性の高い学習環境において、文化的感受性と創発的なコミュニケーションができる英

語力を持ち、主体的な問題意識や自律的な行動様式を備え、将来、営利又は非営利グロー

バル組織の国際本部および現地事業所、あるいは地域横断的なプロジェクトにおいて、中

枢マネジメント人材として活躍するキャリアを目指す社会人有職者。 

修了後の進路 

本専攻は、有職社会人を対象とした大学院であるため、基本的には従前の勤務先に継続

して就業する。但し、毎年、一定数の修了生は、学修内容を通して、それまでの職業経験を

活かしつつ、キャリアチェンジをしている。また、チェンジパターンとして、異業種、日本企業

から外資系企業、国内企業から海外企業への地域間移動、同級生との起業、あるいは民間

企業から国連など国際公務員への転身等、多様性がある。さらに、専門職大学院の学習内

容をさらに発展させるため、大学院博士課程に進学する修了生もいる。 

ディプロマ・ポリシーに掲げる 
知識・能力 

評価の観点 対応する主な学修 

1．多様性受容力：異なる視点
を検討し、異なる意見を傾聴す
ることにより、様々な可能性を
考慮に入れる力 

① 異なる文化、異なる業界・職務など他領域に
属する者の考えや視点を理解することができる
か 
② 様々な異なる考え方を受け入れ、課題解決
の可能性を広げることができるか 

Cross cultural Management I 等 

2．達成力：不確実性が高く、解
決が困難な状況において、課
題達成の手段を探索する力 

① 不確実性が高い状況においても、適切に課
題を認識し、解決策を見出せるか 
② 困難な状況においても、主体的・能動的に
行動し、目標を達成することができるか 

Business Project、学会発表等 

3．先見力：解決すべき課題に

影響を与える現在および、将来

の諸要因を見通す力 

① 将来に影響を与える様々な要因を的確に把
握、理解、整理することができるか 
② 長期的な視野に立ち、社会への価値創造の
ために新たなアイデアを着想する力があるか 

Business Model Innovation 等 

4．情報収集力：意思決定に必
要な質的に高い情報を効率的
に収集する力 

① 正しい意思決定に必要となる情報とは何かを
特定することができるか 
② 多様な手段を活用し、必要な情報を効果効
率的に収集することができるか 

Data AnalysisⅡ等 

5．創造力：既存の概念を組み
合わせたり、新たな発想にもと
づいて課題に取り組む力 

① 新たな知識、価値の創造の重要性を理解
し、そのための方法論に関する理解があるか 
② 社会に対して、新な知の創造を通じた貢献を
行うことが期待できるか 

Technology Management 等、学会発表、
賞の受賞等 

6．分析思考力：課題解決に適
合的な情報と手法を選択して
分析する力 

① 論理的思考法を理解し、活用することができ
るか 
② 論理的思考力を社会における実課題に適用
し、解決していける能力があるか 

FinanceⅠ、MarketingⅠ等、MBA スクー
ル間のコンペティション参加等 

7．戦略立案力：複数の評価尺
度の検討から、高い成果が期
待される施策を作成する力 

① 多面的な視座・視点を持ち、社会・企業等が
抱える課題を適切に把握することができるか 
② 社会・企業等のあるべき姿を設定し、そこに
至るための道筋を描くことができるか 

Busiess StrategyⅠ等、MBA スクール間
のコンペティション参加等 

27



 

8．組織マネジメント力：与えら
れた経営資源の配分やメンバ
ーの意識に配慮し、統括部門
の目標を達成する力 

① 社会に存在する様々な組織形態ならびにそ
の本質を理解する能力があるか 
② 組織行動・管理、リーダーシップについて理
解し、組織を適切に運営していく能力があるか 

Organizational ManagementⅠ等、海外
での活動等 

9．コミュニケーション力：意思疎
通における曖昧な状況を排除
するとともに、関係者から支持
や理解を得る力 

① 様々な業務を円滑に進めるために必要とな
る適切なコミュニケーションを行えるか 
② 相互理解を促進し、目標達成に向けた主体
的・能動的なコミュニケーションができるか 

Cross cultural Management II 等、留学生
との交流等 

10．危機管理力：客観的にリス
ク発生の確度およびその影響
を把握し、発生時に適切な対
処ができる力 

① 社会・企業等に潜む潜在的リスク要因を把握
する力を有しているか 
② 危機発生時に、適切な状況把握、指示、行
動を行うことができるか 

Operations ManagementⅠ等 

※国際経営プロフェッショナル専攻は専門職大学院であり、5 年毎に分野別認証評価を受審していることから、分野別認
証評価で示してきた内容を踏まえてこれまでのコンピテンス（ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・能力）を維持してい
る。 
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【資料３】 

○国立大学法人筑波大学本部等職員就業規則（抜粋） 

 

 

   第１０章 定年、退職及び解雇 

    第１節 定年 

 （定年） 

第６８条 職員が、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の３月３１日に退職

する。ただし、第５条の規定により期間を定めて採用された職員を除く。 

２ 前項の定年は、次の各号に定めるとおりとする。 

 ⑴ 大学教員及び研究職員 満６５歳 

 ⑵ 労務職員（炊婦） 満６３歳 

 ⑶ 前２号以外の職員 満６０歳 

３ 前２項の規定にかかわらず、任命権者が特に必要と認める場合には、別に定年を定めること

ができる。 

 

 （定年延長） 

第６９条 法人は、定年に達した職員が前条第１項の規定により退職すべきこととなる場合にお

いて、当該職員の職務の特殊性若しくは職務の遂行上の特別の事情からみて当該退職により業

務の運営に著しい支障が生ずると認めるに十分な理由があるとき又は当該大学教員が教育研究

上極めて顕著な業績を有すると認めるときは、同項の規定にかかわらず、１年を超えない期間

で定年退職日を定め、その勤務を延長することができる。 

２ 前項の規定による勤務の延長は、同項の規定にかかわらず、最初の更新の日から３年を超え

ない期間で更新することができる。 

 

 （定年によらない職員の雇用の上限年齢） 

第６９条の２ 第６８条第１項ただし書きの職員の雇用の上限年齢は、第６８条第２項に規定す

る年齢（以下、この条において「上限年齢」という。）とし、当該年齢に達した日以後における

最初の３月３１日に退職する。ただし、任命権者が特に必要と認める者にあっては、上限年齢

を超えて雇用することができるものとする。 
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資料４ 

 

 

 

 

各学位プログラム・専攻における 

履修モデル 

 

 

 

人文社会ビジネス科学学術院  
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履修モデル一覧 

 

○ 人文社会科学研究群 

 

（博士前期課程） 

 人文学学位プログラム 哲学・思想サブプログラム 

 人文学学位プログラム 歴史・人類学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 文学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 言語学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 現代文化学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 英語教育学サブプログラム 

 国際公共政策学位プログラム 

 国際公共政策学位プログラム  公共経営履修モデル 

 国際日本研究学位プログラム 

 

（博士後期課程） 

 人文学学位プログラム 哲学・思想サブプログラム 

 人文学学位プログラム 歴史・人類学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 文学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 言語学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 現代文化学サブプログラム 

 人文学学位プログラム 英語教育学サブプログラム 

 国際公共政策学位プログラム 

 国際日本研究学位プログラム 

 

○ ビジネス科学研究群 

 

（博士前期課程） 

 法学学位プログラム 企業関係法分野 

 法学学位プログラム 国際ビジネス法分野 

 法学学位プログラム 社会経済法分野 

 法学学位プログラム 租税法分野 

 法学学位プログラム 知的財産法分野 

 経営学学位プログラム 
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（博士後期課程） 

 法学学位プログラム  

 経営学学位プログラム ＜ジェネラリスト＞ 

 経営学学位プログラム ＜スペシャリスト＞ 

 

○ 法曹専攻（専門職学位課程） 

 未修者分野 

 既修者分野 

 

○ 国際経営プロフェッショナル専攻（専門職学位課程） 
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人文社会科学研究群 
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人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）哲学・思想サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 21世紀と宗教 1 1

学術院共通専門基盤科目 文献資料学 1 1

研究法入門 1 修士論文合同演習 1 2

専門基礎科目 哲学プラクティスA 1 哲学プラクティスB 1 2

宗教思想史I(1)A 1 宗教思想史I(1)B 1 宗教思想史I(2)A 1 宗教思想史I(2)B 1

宗教思想史I演習(1)A 1 宗教思想史I演習(1)B 1 宗教思想史I演習(2)A 1 宗教思想史I演習(2)B 1

宗教思想史II(1)A 1 宗教思想史II(1)B 1 宗教思想史II(2)A 1 宗教思想史II(2)B 1

西洋倫理思想史演習(1)A 1 西洋倫理思想史演習(1)B 1 西洋倫理思想史演習(2)A 1 西洋倫理思想史演習(2)B 1

西洋哲学Ⅰ(1)A 1 西洋哲学Ⅰ(1)B 1 西洋哲学Ⅰ(2)A 1 西洋哲学Ⅰ(2)B 1

宗教思想史III(1)A 1 宗教思想史III(1)B 1

哲学・思想修士論文執筆演習A 1 哲学・思想修士論文執筆演習B 1 2

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ哲学・思想分野に関する専門知識をもって自立的に研究できるとともに、それを
活かしつつ現代の諸問題について異なる専門の人々と協力して解決に努めることができる人材。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】小野基（本学位プログラム主担当）
【副】吉水千鶴子（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

基礎科目（研究群共通）

専門科目 22

専門科目（論文執筆演習）

30
17 13

授業科目以外の学修
人文学類宗教学分野科目TA
指導教員による研究指導

人文学類宗教学分野科目TA
指導教員による研究指導

人文学類宗教学分野科目TA
指導教員による研究指導
学位論文構想報告

人文学類宗教学分野科目TA
指導教員による研究指導
学位論文中間報告

修得単位数
9 8 7 6

3
5



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）歴史・人類学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

研究倫理 1 1

文献資料学 1 1

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1

人文社会科学のためのインターンシップ(1) 1 人文社会科学のためのグラントライティング入門 1

専門基礎科目 日本史学基礎演習ⅠA 2 日本史学基礎演習ⅠB 2 修士論文演習A 1 修士論文演習B 1

日本史学基礎演習ⅡA 2 日本史学基礎演習ⅡB 2

専門科目 日本史特講ⅡA 1 日本史特講ⅡB 1 日本史演習ⅡA 1 日本史演習ⅡB 1

日本史演習ⅢA 1 日本史演習ⅢB 1 日本史特講ⅢA 1 日本史特講ⅢB 1

日本史基礎実習 2 民俗学特講ⅠB 1 民俗学演習ⅠA 1 民俗学演習ⅠB 1

民俗学特講ⅠA 1 文化変動論演習A（国際公共政策学位P） 1 日本史研究法実習 2

文化変動論A（国際公共政策学位P） 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ修了後に高等学校教員、図書館・公文書館職員、博物館学芸員、地方行
政機関文化関係機関職員等に就職し、史料学やフィールドワークによって培った能力や研究成果を社会に還元できる実践型かつ専門性の高い職業人。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】山澤 学（本学位プログラム主担当）
【副】中野目 徹（本学位プログラム主担当）、徳丸 亜木（本学位プログラム主担当）、鈴木 伸隆（国際公共政策学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

4

10

18

修得単位数
11 8 9 6

34
19 15

大学院共通科目

学術院共通専門基盤科目

授業科目以外の学修
比較文化学類「日本研究概論Ⅰ」TA
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究実験実習Ⅰ」TA
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究特論」TA
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究実験実習Ⅱ」TA
共同研究（フィールドワークを含む）

3
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人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）文学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

研究倫理 1 1

学術院共通専門基盤科目 言語資料論 1 1

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1

修士論文合同演習 1

専門基礎科目 文献資料学 1 比較文学 1 2

専門科目 文学批評研究(1A) 1 文学批評研究(1B) 1 文学批評研究(2A) 1 文学批評研究(2B) 1

文学研究発表演習A 1 文学研究発表演習B 1 文学理論研究(2A) 1 文学理論研究(2B) 1

文学理論研究(1A) 1 文学理論研究(1B) 1 文学交流論演習(2A) 1 文学交流論演習(2B) 1

文学交流論演習(1A) 1 文学交流論演習(1B) 1 比較文学研究(2A) 1 比較文学研究(2B) 1

比較文学研究(1A) 1 比較文学研究(1B) 1 Transnational Literature(1) 1 Applied Humanities(1) 1

文学研究演習A 2 文学研究演習B 2

※数字は単位数を表す。

養成する人材像

人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ文学研究の伝統を高い水準において継承するとともに、その今日的な使命を学
際的なアプローチにより問い直すことを目指し、文学に関わる諸研究領域における卓越した研究能力を備えるとともに、領域横断型の研究・教育に優れた適性をもつ研究者ならびに
教育者、専門図書編集者などを含む専門性の高い職業人を育成する。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】青柳悦子（本学位プログラム主担当）
【副】加藤百合（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

大学院共通科目

2

24

修得単位数
8 7 8 7

30
15 15

授業科目以外の学修 指導教員などによる研究指導
指導教員などによる研究指導、研究発表会な
どにおける発表

修士論文構想発表会 修士論文中間発表会

3
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人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）言語学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 21世紀的中国 ―現代中国的多相― 1 1

学術院共通専門基盤科目 地域研究論 1 1

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1 2

専門基礎科目 言語理論 1 言語資料論 1 言語学史 1 言語対照論 1 4

専門科目 形態論A 1 形態論B 1 日本語文法論IIA 1 日本語文法論IIB 1

日本語文法論IA 1 日本語文法論IB 1 生成統語論A 1 生成統語論B 1

言語情報論A 1 言語情報論B 1 プロジェクト演習(2A) 2 プロジェクト演習(2B) 2

中国語学A 1 中国語学B 1 プロジェクト実習(2A) 1 プロジェクト実習(2B) 1

プロジェクト演習(1A) 2 プロジェクト演習(1B) 2

※数字は単位数を表す。

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導等
指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

修
得

単
位
数

22

修得単位数
9 9 6 6

30
18 12

養成する人材像
人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ言語とコミュニケーションの専門知識を身につけ、言語多様性を支える個別性と普
遍性に関する洞察力、共生社会の問題に取り組む広い視野と問題意識を持ち、課題解決に取り組める専門研究者

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】杉本武（本学位プログラム主担当）
【副】沼田善子（本学位プログラム主担当）、澤田浩子（本学位プログラム主担当）

3
8



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）現代文化学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 研究倫理 1
人文知コミュニケーション:人文社会科学
と自然科学の壁を超える

1 2

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1 2

専門基礎科目 現代文化学基礎 I 1 現代文化学基礎 II 1 2

文化現象学 IA 1 文化現象学 IB 1 文化現象学 IIA 1 文化現象学 IIB 1

文化批評学　I 2 文化批評学　II 2

文化生成学 IA 1 文化生成学 IB 1 文化生成学 IIA 1 文化生成学 IIB 1

感性文化学 IA 1 感性文化学 IB 1 感性文化学 IIA 1 感性文化学 IIB 1

  文化差異学 IA 1 文化差異学 IB 1 文化差異学 IIA 1 文化差異学 IIB 1

文化横断学 IA 1 文化横断学 IB 1 文化横断学 IIA 1 文化横断学 IIB 1

西洋哲学Ⅱ演習(1)A 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ現代の社会が内包する諸問題を見定め、分析し、解決へと導きうる広い思考
力と専門知識を備えて活躍する人材

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】廣瀬浩司（本学位プログラム主担当）
【副】濱田眞、対馬美千子　(本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

25

修得単位数
11 8 7 5

31
19 12

授業科目以外の学修 主指導・副指導教員からの研究指導
研究会における発表、主指導・副指導教員か
らの研究指導

修士論文構想発表会 修士論文中間発表会

3
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人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士前期課程）英語教育学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 英語発表 1 Global Communication Skills Training 1 2

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1 2

専門科目 英語教育学 IA 1 英語教育学 IB 1 英語教育学 ⅡA 1 英語教育学 ⅡB 1

英語教育学 ⅢA 1 英語教育学 ⅢB 1 英語教育学ⅣA 1 英語教育学ⅣB 1

英語教育学 ⅤA 1 英語教育学 ⅤB 1 英語教育学 ⅥA 1 英語教育学研究 ⅡB 1

英語教育学 ⅦA 1 英語教育学 ⅦB 1 英語教育学ⅧA 1 英語教育学論文演習 Ⅱ 1

英文法研究Ⅰ 1 英語圏の文化・文学Ⅰ 1 英語教育学研究 ⅡA 1

英語教育学演習I 1 英語教育学演習Ⅲ 1 英語教育学論文演習 I 1

英語教育学演習Ⅴ 1 英語教育学演習Ⅶ 1

英語教育学研究 ⅠA 1 英語教育学研究 ⅠB 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像

人文学諸分野に関する専門的知識のみならず関連する分野に関する知識も身につけ、学際的なアプローチにより研究課題に取り組む、高い研究能力を有するとともに、現代の諸問
題を解決するための広い視野を有し、そのような研究成果を社会に還元することのできる人材。とりわけ英語教育学における理論と実践の統合を目指し、高度な研究力を身につける
ことをめざす。教室などの実践現場における目的を見失わず、真摯に実践から学び、理論を極め、理論や成果を自らの課題意識に照らし、具体的な提案が出来る、高度な専門性と
豊かな人間性・社会性を備えた資質の高い研究者・教育者を養成する。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、中学校・高等学校教員、官公庁・自治体職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】卯城　祐司（本学位プログラム主担当）
【副】磐崎　弘貞（本学位プログラム主担当）、平井　明代（本学位プログラム主担当）、土方　裕子（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

26

修得単位数
10 9 7 4

30
19 11

授業科目以外の学修 学会参加・発表 学会誌・学術誌論文投稿 修士論文構想発表会 /学会参加・発表
修士論文中間発表会・修士論文公開審査会
/学会誌・学術誌論文投稿

4
0



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
国際公共政策学位プログラム（博士前期課程) 　履修モデル

年次・学期

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

研究倫理 1 1

トップレクチャーⅠ 1 トップレクチャーⅡ 1

Japan's Politics and Civil Society 1 1  

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1  

専門基礎科目 国際公共政策論 1 国際関係論A 1

地域研究論 1

国際関係論B 1

政策評価分析 1

専門科目 国際政治理論A 1 国際政治理論演習A 1 国際政治理論B 1 国際政治理論演習B 1

東アジア政治外交A 1 東アジア政治外交演習A 1 東アジア政治外交B 1 東アジア政治外交演習B 1

国際安全保障論A 1 国際安全保障論B 1 国際公共政策リサーチワークショップB 3

国際政治史A 1 国際政治史B 1

比較政治学A 1 国際公共政策リサーチワークショップA 3

※数字は単位数を表す。

学術院共通専門基盤科目

3

養成する人材像
国際公共政策に関わる分野に関する専門知識を生かし、理論・実証に関わる論理的思考力・分析力に基づいた高度な研究能力を踏まえ、国内外の政治経済や社会政策上の
諸問題、また個別地域や国際関係に関わる諸問題に関し、公共政策へと結びつける観点から問題解決能力・実践的能力を有する人材。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、民間企業、NGO・NPOなど、研究力を生かした職業人。

指導教員の例
【主】南山淳（本学位プログラム主担当）
【副】毛利亜樹（本学位プログラム主担当）

１年次 ２年次
修
得

単
位
数

大学院共通科目

2

19

修得単位数
11 6 7 6

30
17 13

5

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導等
指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

指導教員による研究指導、研究発表会におけ
る発表等

4
1



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
国際公共政策学位プログラム（博士前期課程) 公共経営履修モデル

年次・学期

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

研究倫理 1 1

トップレクチャーⅠ
（ビジネス科学研究群開設）

1
トップレクチャーⅡ
（ビジネス科学研究群開設）

1

 

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1  

専門基礎科目 国際公共政策論 1

公共政策論A 1

政策評価分析 1

専門科目
経営戦略論
（ビジネス科学研究群開設）

1
技術経営論
（ビジネス科学研究群開設）

1
マーケティングサイエンス
（ビジネス科学研究群開設）

1 比較政治学演習B 1

経営組織論
（ビジネス科学研究群開設）

1
組織変革
（ビジネス科学研究群開設）

1
消費者行動
（ビジネス科学研究群開設）

1 日本政治論演習B 1

マーケティングリサーチ
（ビジネス科学研究群開設）

1 比較政治学演習A 1 公共政策論B 1 国際公共政策リサーチワークショップB 3

比較政治学A 1 日本政治論演習A 1 比較政治学B 1

現代政策過程分析A 1 現代政策過程分析B 1

国際公共政策リサーチワークショップA 3

※数字は単位数を表す。

学術院共通専門基盤科目

2

養成する人材像
国際公共政策に関わる分野に関する専門知識を生かし、理論・実証に関わる論理的思考力・分析力に基づいた高度な研究能力を踏まえ、国内外の政治経済や社会政
策上の諸問題、また個別地域や国際関係に関わる諸問題に関し、公共政策へと結びつける観点から問題解決能力・実践的能力を有し、かつ経営学の専門知識および論
理的に深く思考する能力やその内容を論理的に構成するための能力も併せ持つ人材。

修了後の進路 有職者の一部は、博士後期課程への進学や、官公庁・自治体職員、国際機関職員、民間企業、NGO・NPOなどへの転職をすることが考えられる。

指導教員の例
【主】竹中佳彦（本学位プログラム主担当）
【副】鈴木創（本学位プログラム主担当）

１年次 ２年次 修
得

単
位
数

大学院共通科目

2

22

修得単位数
10 6 8 6

30
16 14

3

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導等
指導教員による研究指導、研究発表会に
おける発表等

指導教員による研究指導、研究発表会にお
ける発表等

指導教員による研究指導、研究発表会にお
ける発表等

4
2



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
国際日本研究学位プログラム（博士前期課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

哲学プラクティスA 1 1

基礎科目（研究群共通） 研究法入門 1 修士論文合同演習 1

複合研究基礎論 1 国際日本研究のための英語 1 比較メディア思想１ 1

日本社会と宗教1A 1 日本社会と宗教1B 1

メディア研究 1 1 Media Research 1 1

メディア思想と日本社会1 1 計量分析１B 1

日本政治と市民社会１ 1 Japan's Politics and Civil Society 1 1

公共政策論A（国際公共政策学位P） 1

計量分析１A 1

環境とマクロ経済学1 1

専門科目 アイドルと社会経済 1 プロジェクト演習1A 2 プロジェクト演習2A 2 プロジェクト演習2C 2

翻訳から見た日本と東アジアの文化１ 1 メディア思想と日本社会2 1 日本社会と宗教2A 1 Media Research 2 1

メディア研究 2 1 比較メディア思想2 1

日本政治と市民社会2 1

公共政策論B（国際公共政策学位P） 1

※数字は単位数を表す。

学術院共通専門基盤科目

専門基礎科目 14

2

15

32
21 11

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導 詳細な研究計画の作成 修士論文執筆 修士論文執筆

修得単位数
12 9 7 4

養成する人材像
グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なものの見方を身に付け、そのための基礎的な素養を修得するとともに、幅広い関連領域を学
修することを通して、研究職をめざして後期課程に進学しうる能力のある人材。

修了後の進路 博士後期課程への進学。それ以外に、国際関係組織、日本語教育機関、情報メディア産業、日本やアジアをマーケットとする製造業や商社、金融機関などの民間企業。

修
得

単
位
数

指導教員の例
【主】海後　宗男（本学位プログラム主担当）
【副】レスリー　タック　川崎（国際公共政策学位プログラム主担当、本学位プログラム副担当）、　白戸　健一郎（本学位プログラム主担当）

4
3



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）哲学・思想サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

人文知コミュニケーション:人文
社会科学と自然科学の壁を
超える

1 1

哲学・思想博士論文執筆演
習ⅠA

1
哲学・思想博士論文執筆演
習ⅠB

1
哲学・思想博士論文執筆演
習ⅡA

1
哲学・思想博士論文執筆演
習ⅡB

1
哲学・思想博士論文執筆演
習ⅢA

1
哲学・思想博士論文執筆演
習ⅢB

1

プレゼンテーション演習 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ哲学・思想分野に関する高度な専門
的知識をもって独創的な研究を自立して遂行する能力をもち、研究機関や高等教育機関等において、専門分野の異なる人々と協力して問題解決に努めることができる人材。

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】五十嵐沙千子（本学位プログラム主担当）
【副】千葉建（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

専門科目 7

修得単位数
2 2 1 1 1 1

大学院共通科目

授業科目以外の学修

比較文化学類現代思想分野科目
TA
指導教員による研究指導
学会誌等への論文投稿

比較文化学類現代思想分野科目
TA
指導教員による研究指導
学会の学術大会における口頭発表

前期課程専門基礎科目「哲学プラ
クティスA」TF
指導教員による研究指導
学会誌等への論文投稿

前期課程専門基礎科目「哲学プラ
クティスB」TF
指導教員による研究指導
学会の学術大会における口頭発表

指導教員による研究指導
学会の学術大会における口頭発表

8
4 2 2

指導教員による研究指導
学位論文中間報告
学会誌等への論文投稿

4
4



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）歴史・人類学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

人文知コミュニケーション:人文
社会科学と自然科学の壁を
超える

1 1

専門科目 日本史学研究演習ⅠA 1 日本史学研究演習ⅠB 1 日本史学研究演習ⅡA 1 日本史学研究演習ⅡB 1 日本史学研究演習ⅢA 1 日本史学研究演習ⅢB 1 6

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ歴史学と人類学の両分野における各
専門領域の探究を軸として、独創性と高度な研究能力を身につけた学究型の研究者・大学教員。

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】山澤 学（本学位プログラム主担当）
【副】中野目 徹（本学位プログラム主担当）、徳丸 亜木（本学位プログラム主担当）、鈴木 伸隆（国際公共政策学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

修得単位数
1 2 1 1 1 1

7
3 2 2

比較文化学類「日本研究概論Ⅰ」
TF
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究実験実
習Ⅰ」TF
共同研究（フィールドワークを含む）

大学院共通科目

授業科目以外の学修
比較文化学類「日本研究概論Ⅰ」
TA
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究実験実
習Ⅰ」TA
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究概論Ⅰ」
TF
共同研究（フィールドワークを含む）

比較文化学類「日本研究実験実
習Ⅱ」TF
共同研究（フィールドワークを含む）

4
5



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）文学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目
異分野コミュニケーションのため
のプレゼンテーションバトル

（通年）
異分野コミュニケーションのため
のプレゼンテーションバトル

2 2

専門基礎科目 英語文献講読 1 1

専門科目 文学論文演習(1A) 2 文学論文演習(1B) 2 文学論文演習(2A) 2 文学論文演習(2B) 2 文学論文演習(3A) 2 文学論文演習(3B) 2 12

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ文学研究の伝統を高い水準において
継承するとともに、その今日的な使命を学際的なアプローチにより問い直すことを目指し、文学に関わる諸研究領域における卓越した研究能力を備えるとともに、領域横断型の研究・教育に優れた適性をもつ研
究者を育成する。

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】青柳悦子（本学位プログラム主担当）
【副】加藤百合（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

修得単位数
3 2 2 4 2 2

15
5 6 4

博士論文中間発表会 博士論文公開発表会授業科目以外の学修 指導教員などによる研究指導
指導教員などによる研究指導、
フィールド調査、研究発表会における
発表等

指導教員などによる研究指導、
フィールド調査、学会発表等

指導教員などによる研究指導、
フィールド調査、学会発表等

4
6



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）言語学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目
人文知コミュニケーション:人文
社会科学と自然科学の壁を
超える

1 1

専門科目 リサーチラボ演習(1A) 2 リサーチラボ演習(1B) 2 リサーチラボ演習(2A) 2 リサーチラボ演習(2B) 2 リサーチラボ演習(3A) 2 リサーチラボ演習(3B) 2

リサーチラボ実習(2A) 1 リサーチラボ実習(2B) 1

※数字は単位数を表す。

指導教員による研究指導、学会発
表等

15
5 6 4

指導教員による研究指導、学会発
表等

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導等
指導教員による研究指導、学会発
表等

指導教員による研究指導、学会発
表等

指導教員による研究指導、学会発
表等

修
得

単
位
数

14

修得単位数
2 3 3 3 2 2

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ言語とコミュニケーションの専門知識を
身につけ、言語多様性を支える個別性と普遍性に関する洞察力、共生社会の問題に取り組む広い視野と問題意識を持ち、課題解決に取り組める専門研究者。

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】杉本武（本学位プログラム主担当）
【副】沼田善子（本学位プログラム主担当）、澤田浩子（本学位プログラム主担当）

4
7



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）現代文化学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 テクニカルコミュニケーション 1 1

専門科目 現代文化学論文演習 IA 1 現代文化学論文演習 IB 1 現代文化学論文演習 ＩIA 1 現代文化学論文演習 ＩIB 1 現代文化学論文演習 ＩＩIA 1 現代文化学論文演習 ＩＩIB 1

博士論文プロポーザル演習Ⅰ 1 博士論文プロポーザル演習 II 1

※数字は単位数を表す。

修
得

単
位
数

8

修得単位数
2 2 1 2 1 1

9
4 3 2

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ現代の社会が内包する諸問題を見定
め、分析し、解決へと導きうる広い思考力と高度な専門知識および発信力を備えた人材

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】竹谷悦子（本学位プログラム主担当）
【副】中田元子（本学位プログラム主担当）、馬籠清子（本学位プログラム主担当）

授業科目以外の学修
学会等での発表、主指導・副指導
教員等からの研究指導、博士論文
執筆

学会等での発表、主指導・副指導
教員等からの研究指導、博士論文
執筆

学会発表・学術誌への論文投稿
等・博士論文中間発表会

　※人文社会科学のためのインターンシップ（１）（*博士前期課程開設科目／基礎科目（研究群共通））の履修を推奨

学会発表・学術誌への論文投稿等 学会発表・学術誌への論文投稿等学会発表・学術誌への論文投稿等

4
8



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
人文学学位プログラム（博士後期課程）英語教育学サブプログラム　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目 英語発表 1 1

専門科目
英語教育学特別論文演習
IA

1
英語教育学特別論文演習
ⅠB

1
英語教育学特別論文演習
ⅡA

1
英語教育学特別論文演習
ⅡB

1
英語教育学特別論文演習
ⅢA

1
英語教育学特別論文演習
ⅢB

1 6

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
人文学諸分野に関する高度な専門的知識を身につけ、独創的な研究を自立して遂行する能力を有し、現代の諸問題を解決するための広い視野を有する人材。とりわけ英語教育学における理論と実践の統
合を目指し、高度な研究力を身につけることをめざす。教室などの実践現場における目的を見失わず、真摯に実践から学び、理論を極め、自らの課題意識をもとに、問題の発見と解決ができ、国際的な研究・
教育に従事できる高度な専門性と豊かな人間性・社会性を備えた資質の高い研究者・教育者を養成する。

修了後の進路 研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、博物館学芸員、学術出版業、教育関連会社、NGO・NPOなど。

指導教員の例
【主】卯城　祐司（本学位プログラム主担当）
【副】磐崎　弘貞（本学位プログラム主担当）、平井　明代（本学位プログラム主担当）、土方　裕子（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

修得単位数
2 1 1 1 1 1

7
3 2 2

博士論文概要発表会、博士予備
審査論文資格審査

博士論文公開発表会・博士論文
審査並びに最終試験/学会誌・学
術誌論文投稿

授業科目以外の学修 学会参加・発表 学会誌・学術誌論文投稿
博士論文構想発表会 /学会参加・
発表

学会誌・学術誌論文投稿

4
9



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
国際公共政策学位プログラム（博士後期課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目
人文知コミュニケーショ
ン:人文社会科学と自
然科学の壁を超える

1 1

専門科目 政治学特別演習AI 1 政治学特別演習AII 1 政治学特別演習BI 1 政治学特別演習BII 1
国際公共政策プロ
ジェクト演習A

3
国際公共政策プロ
ジェクト演習B

3

国際政治理論特別演
習AI

1
国際政治理論特別演
習AII

1
国際政治理論特別演
習BI

1
国際政治理論特別演
習BII

1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
国際公共政策に関わる専門知識や、理論・実証に関わる論理的思考力・分析力に基づいた国際水準の研究能力および、国内外の政治経済や社会政策上の諸問題、
または個別の地域や国際関係の諸問題に関する政策分析・立案・実施に資する高度の実践的能力を有する人材。

修了後の進路
社会科学・国際関係の研究職・教育職（大学等の教員、研究所の研究員）。それ以外に、官公庁・自治体職員、国際機関職員、民間企業、NGO・NPOなど、高度な研
究力を生かした職業人。

指導教員の例
【主】竹中佳彦（本学位プログラム主担当）
【副】南山淳（本学位プログラム副担当）

修
得

単
位
数

14

修得単位数
2 3 2 2 3 3

15
5 4 6

指導教員による研究指導、
フィールド調査、学会発表
等

指導教員による研究指導、
学会発表等

授業科目以外の学修 指導教員による研究指導等
指導教員による研究指導、
フィールド調査、研究発表会
における発表等

指導教員による研究指導、
フィールド調査、研究発表会に
おける発表等

指導教員による研究指導、
フィールド調査、研究発表会に
おける発表等

5
0



人文社会ビジネス科学学術院　人文社会科学研究群
国際日本研究学位プログラム（博士後期課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

大学院共通科目
人文知コミュニケーション:人文
社会科学と自然科学の壁を
超える

1 1

専門科目 社会情報論１ 1 プロジェクト演習3A 1 社会情報論 2 1 プロジェクト演習4A 1

メディア思想と日本社会3 1 Informatics and Society 1 1 Informatics and Society 2 1

情報学特別演習1A 1

※数字は単位数を表す。

博士論文執筆 博士論文執筆授業科目以外の学修 博士論文準備 博士論文準備 博士論文執筆 博士論文執筆

修得単位数
3 3 1

8

2 0 0
9

6 3 0

養成する人材像
グローバルな視点から現代日本の特質を解明するために幅広い専門的知識と俯瞰的なものの見方を身に付け、そのための基礎的な素養の修得と、幅広い関連領域を学修し、高度専門職、研究職を担いうる
能力のある人材。また日本語教育に関しては、国際的な研究・教育領域を掘り下げて研究できる能力、また日本語教育に関する専門的な学識を世界に向けて発信する研究能力、教育能力、高度な専門
能力のある人材。

修了後の進路
研究職・教育職（大学・研究所・民間シンクタンクなど各種研究機関）。それ以外に、企業（海外に現地法人を持つ日本企業・商社、外国企業等）、官公庁・自治体職員、国際公務員、日本語教育機関、
国際関係組織・メディア関係など。進路は日本だけでなく、広く海外（シンガポール、ベトナム、中央アジア、南米、中国、タイ、韓国、台湾、等）にも開かれている。

修
得

単
位
数

指導教員の例
【主】　海後　宗男（本学位プログラム主担当）
【副】　後藤　嘉宏（情報学学位プログラム主担当、本学位プログラム副担当）、　白戸　健一郎（本学位プログラム主担当）

5
1
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人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期課程）企業関係法分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法学特別研究Ⅰ （通年） 企業法学特別研究Ⅰ 1 企業法学特別研究Ⅳ （通年） 企業法学特別研究Ⅳ 1

企業法学特別研究Ⅱ （通年） 企業法学特別研究Ⅱ 1 企業法学特別研究Ⅴ （通年） 企業法学特別研究Ⅴ 1

企業法学特別研究Ⅲ （通年） 企業法学特別研究Ⅲ 1 企業法学特別研究Ⅵ （通年） 企業法学特別研究Ⅵ 1

法文献学 1 金融商品取引法演習 1 会社法演習 1

損害賠償法 1

契約法・損害賠償法演習 1

専門科目 契約法Ⅰ 1 企業会計法 1 商事法研究Ⅰ （通年） 商事法研究Ⅰ 1

契約法Ⅱ 1 倒産処理法 2 国際私法 3

担保法Ⅰ 2 会社法 2

金融商品取引法 1

支払決済法 1

民事訴訟法 2

担保法Ⅱ 1

コーポレートガバナンス 1

コーポレート・ファイナンス 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において企業が直面する法的諸問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再
教育を目的とする。

修了後の進路 公認会計士として、会社の社外監査役に就任する

指導教員の例 【主】岡本裕樹、小林和子、弥永真生、木村真生子、大渕真喜子（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

11

20

修得単位数
14 9 3 5

31
23 8

授業科目以外の学修 修士論文執筆 修士論文執筆 修士論文中間報告/修士論文執筆

5
3



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期課程）国際ビジネス法分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法学特別研究Ⅰ （通年） 企業法学特別研究Ⅰ 1 企業法学特別研究Ⅳ （通年） 企業法学特別研究Ⅳ 1

企業法学特別研究Ⅱ （通年） 企業法学特別研究Ⅱ 1 企業法学特別研究Ⅴ （通年） 企業法学特別研究Ⅴ 1

企業法学特別研究Ⅲ （通年） 企業法学特別研究Ⅲ 1 企業法学特別研究Ⅵ （通年） 企業法学特別研究Ⅵ 1

法文献学 1 アメリカ取引法文献購読 （通年） アメリカ取引法文献購読 1

現代民法の基礎 1 中東・湾岸諸国法 （通年） 中東・湾岸諸国法 1

現代商法の基礎 1 国際私法演習 1

損害賠償法 1

専門科目 契約法Ⅰ 1 国際経済法 1 国際民事訴訟法 1

契約法Ⅱ 1 国際知的財産法 1 国際取引法 2 　

民事訴訟法 2 ヨーロッパ契約法 1 国際私法 3

国際課税法Ⅰ 1 国際課税法Ⅱ 1 不正競争防止法 1

債権保全・回収法 2

　 　

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において企業が直面する法的諸問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再
教育を目的とする。

修了後の進路 国際企業の法務担当者

指導教員の例 【主】藤澤尚江（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

18

修得単位数
11 7 7 6

31
18 13

13

授業科目以外の学修 修士論文執筆 修士論文執筆 修士論文中間報告/修士論文執筆

5
4



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期課程）社会経済法分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法学特別研究Ⅰ （通年） 企業法学特別研究Ⅰ 1 企業法学特別研究Ⅳ （通年） 企業法学特別研究Ⅳ 1

企業法学特別研究Ⅱ （通年） 企業法学特別研究Ⅱ 1 企業法学特別研究Ⅴ （通年） 企業法学特別研究Ⅴ 1

企業法学特別研究Ⅲ （通年） 企業法学特別研究Ⅲ 1 企業法学特別研究Ⅵ （通年） 企業法学特別研究Ⅵ 1

労働法演習Ⅱ （通年） 労働法演習Ⅱ 1 労働法演習Ⅰ （通年） 労働法演習Ⅰ 1

法文献学 1 社会保障法演習 1

損害賠償法 1

現代民法の基礎 1

専門科目 労働関係法 3 社会保障法 3 労働判例研究Ⅱ （通年） 労働判例研究Ⅱ 1

労働判例研究Ⅰ （通年） 労働判例研究Ⅰ 1 社会保障法の現代的課題 1

契約法Ⅰ 1

契約法Ⅱ 1 企業の組織・活動と労働法 1

民事訴訟法 2 会社法 2

独占禁止法 2

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において企業が直面する法的諸問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再教
育を目的とする。

修了後の進路 企業の人事・労務担当部署や労働組合の役職員、弁護士、社会保険労務士等として、企業における労働関係や社会保険に関する問題の予防・解決に従事する。

指導教員の例 【主】川田　琢之、渡邊　絹子（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

18

修得単位数
12 11 2 5

30
23 7

12

授業科目以外の学修 修士論文執筆 修士論文執筆 修士論文中間報告/修士論文執筆

5
5



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期課程）租税法分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法学特別研究Ⅰ （通年） 企業法学特別研究Ⅰ 1 企業法学特別研究Ⅳ （通年） 企業法学特別研究Ⅳ 1

企業法学特別研究Ⅱ （通年） 企業法学特別研究Ⅱ 1 企業法学特別研究Ⅴ （通年） 企業法学特別研究Ⅴ 1

企業法学特別研究Ⅲ （通年） 企業法学特別研究Ⅲ 1 企業法学特別研究Ⅵ （通年） 企業法学特別研究Ⅵ 1

法文献学 1 租税計画演習 1

現代民法の基礎 1 　 　

現代商法の基礎 1 　 　

　 　 　 　

専門科目 実務租税法学 （通年） 実務租税法学 3 租税法研究Ⅰ （通年） 租税法研究Ⅰ 1

租税手続法 1 国際課税法Ⅱ 1 租税法研究Ⅱ （通年） 租税法研究Ⅱ 1

国際課税法Ⅰ 1 租税計画Ⅰ 1 民事訴訟法 2 企業会計法 1

国際私法 3 会社法 2 国際取引法 2

  コーポレートガバナンス 1 　 　

　 　 　 　

　 　

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において企業が直面する法的諸問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再
教育を目的とする。

修了後の進路
大学において租税法の研究・教育を行う。官公庁（研究機関・裁判所等を含む）で租税法の研究や租税争訟関係の業務に携わる。弁護士・公認会計士・税理士として税務関係
の実務に携わる。

指導教員の例 【主】本田　光宏（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

20

修得単位数
8 10 6 6

30
18 12

10

授業科目以外の学修 修士論文執筆 修士論文執筆 修士論文中間報告/修士論文執筆

5
6



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期課程）知的財産法分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法学特別研究Ⅰ （通年） 企業法学特別研究Ⅰ 1 企業法学特別研究Ⅳ （通年） 企業法学特別研究Ⅳ 1

企業法学特別研究Ⅱ （通年） 企業法学特別研究Ⅱ 1 企業法学特別研究Ⅴ （通年） 企業法学特別研究Ⅴ 1

企業法学特別研究Ⅲ （通年） 企業法学特別研究Ⅲ 1 企業法学特別研究Ⅵ （通年） 企業法学特別研究Ⅵ 1

法文献学 1 知的財産法演習 1 民事手続法演習Ⅰ （通年） 民事手続法演習Ⅰ 1

現代民法の基礎 1 損害賠償法 1

現代商法の基礎 1 　 　

知的財産法判例演習Ⅰ 1

専門科目 著作権法Ⅰ 2 国際知的財産法 1 特許法Ⅰ 2

不正競争防止法 1 デザイン法 1 商標法 1

契約法Ⅰ 1 企業の組織・活動と労働法 1 著作権法Ⅱ 2

特許法Ⅱ 2   民事訴訟法 2

独占禁止法 2 　 　   

　 　 　 　

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業において一定の実務経験を有し、現代社会において企業が直面する法的諸問題について適切な解決策を提示できる法学的専門能力を有する高度専門職業人の育成・再
教育を目的とする。

修了後の進路
企業内の知的財産部において、社内知的財産の権利化・法的紛争解決等に係る専門性の高い業務のスキルアップを図る。また、弁理士、弁護士といった国家資格を得て活躍す
ることも考えられる。

指導教員の例 【主】潮海久雄、平嶋竜太（本学位プログラム主担当）

修
得

単
位
数

18

修得単位数
12 7 8 4

31
19 12

13

授業科目以外の学修 修士論文執筆 修士論文執筆 修士論文中間報告/修士論文執筆

5
7



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
経営学学位プログラム（博士前期課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

基礎科目 経営基礎 1 トップレクチャー I 1 トップレクチャー Ⅱ 1

会計基礎 1

ビジネス数理 1

ビジネスと情報 1

専門科目 ビジネスゲーム 1 技術経営論 1 環境マーケティング 1

経営戦略論 1 組織変革 1 マーケティングエンジニアリング 1

経営組織論 1 財務会計 1 時系列分析 1

消費者行動 1 会計情報分析 1

マーケティングリサーチ 1 ファイナンス工学 1

マーケティングサイエンス 1 計量経済学 1

インベストメントサイエンス 1 最適化モデル 1

データ解析Ⅰ 1 応用統計 1

データ解析Ⅱ 1 共分散構造分析 1

人工知能とビジネス情報分析 1 オペレーションズ・リサーチ 1

データマイニング 1 社会シミュレーション 1

テキストマイニング 1

研究科目 経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅰ 1 経営システム科学研究・Ⅱ-Ⅰ 1

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅱ （通年） 経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅱ 1 経営システム科学研究・Ⅱ-Ⅱ （通年） 経営システム科学研究・Ⅱ-Ⅱ 1

経営システム科学研究・Ⅰ-Ⅲ 1 経営システム科学研究・Ⅱ-Ⅲ 1

※数字は単位数を表す。

授業科目以外の学修
主指導教員決定
研究計画発表

副指導教員決定
研究概要発表

研究中間発表
予備審査
研究最終発表・審査

修
得

単
位
数

6

26

6

修得単位数
17 14 4 3

38
31 7

養成する人材像
修士（経営学）の学位に相応しい専門知識、および論理的に深く思考する能力やその内容を論理的に構成するための能力を有する人材を育成する。具体的には、ビジネス上の問
題を発見する能力、研究とビジネスを融合する能力を持ち、自ら積極的に解を探求し専門領域を超えて幅広い関心を持つことができる人材、ビジネスに根差した問題意識はもちろ
んのこと、学術的なアプローチに対する関心や知識を有し、かつそれらをビジネス上の課題に基づく研究テーマに適用する能力を有する人材を育成する。

修了後の進路
本学位プログラムは、有職社会人を対象とした大学院であり、様々な業種から様々な職種の幅広いバックグラウンドを有する学生が集うこととなる。勤務先は民間企業だけではな
く、官公庁や教育機関など多岐にわたるが、基本的には従前の勤務先に継続して就業することを想定する。一方で、学修の成果を活用し在学中や修了後に転職するケース、自ら
起業したり大学教員に転じる者もある。

指導教員の例
 【主】佐藤忠彦教授（本学位プログラム主担当）
 【副】猿渡康文教授（本学位プログラム主担当）、伴正隆准教授（本学位プログラム主担当）

5
8



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士後期課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

共通専門科目 企業法特別研究Ⅰ （通年） 企業法特別研究Ⅰ 1 企業法特別研究Ⅳ （通年） 企業法特別研究Ⅳ 1 企業法特別研究Ⅶ （通年） 企業法特別研究Ⅶ 1

企業法特別研究Ⅱ （通年） 企業法特別研究Ⅱ 1 企業法特別研究Ⅴ （通年） 企業法特別研究Ⅴ 1 企業法特別研究Ⅷ （通年） 企業法特別研究Ⅷ 1

企業法特別研究Ⅲ （通年） 企業法特別研究Ⅲ 1 企業法特別研究Ⅵ （通年） 企業法特別研究Ⅵ 1 企業法特別研究Ⅸ （通年） 企業法特別研究Ⅸ 1

専門科目 現代契約法 1 外国資本市場法 1 国際取引と国際私法 1 現代知的財産法 1 国際会社法 1

米国民事訴訟法 1 現代株式会社法 1 比較金融法 1 外国会社法 1

現代民事金融法 1 企業ノウハウと従業員 1

※数字は単位数を表す。

養成する人材像
企業や社会で活躍している高度専門職業人の再教育を主眼としているため、入学時において企業、官公庁等で概ね2年以上の有職経験を有し、かつ、それに裏打ちされた高い問題意識を持って、研究を計
画し遂行する社会人を養成する。

修了後の進路 企業の法務部において、より専門性の高い法律実務に従事する傍ら、勤務時間外に大学で会社法の教育に携わる。また、業界を代表し、官公庁等が組織するワーキンググループの委員として活動する。

指導教員の例
【主】大塚　章男、大渕　真喜子、岡本　裕樹、川田　琢之、木村　真生子、小林　和子、潮海　久雄、平嶋　竜太、藤澤　尚江、本田　光宏、弥永　真生、渡邊　絹子（本学位プログラム主担当）
※学生の研究テーマに応じて、上記教員の中から主指導・副指導の組み合わせを決定する。下記「専門科目」の履修は企業関係法領域を主眼とした学生の科目選択例であり、この場合には、主指導教員
は岡本、大渕、木村、小林または弥永に、副指導教員はその5名のうち主指導教員ではない教員がなることが多い。

修
得

単
位
数

9

11

修得単位数
3 5 3 5 4

20
8 8 4

博士論文執筆 博士論文執筆授業科目以外の学修 博士論文中間報告 博士論文中間報告 博士論文執筆

5
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人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
経営学学位プログラム（博士後期課程）　履修モデル①

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

専門科目 ビジネスマネジメント特別演習I-I 2 ビジネスマネジメント特別演習II-I 1 ※ビジネスマネジメント講究I-I 1 ※ビジネスマネジメント講究II-I 1

（選択必修） ビジネスマネジメント特別演習I-II 1 ビジネスマネジメント特別演習II-II 1 ※ビジネスマネジメント講究I-II 1 ※ビジネスマネジメント講究II-II 1

ビジネスマネジメント特別演習II-III 1 ※ビジネスマネジメント講究I-III 1 ※ビジネスマネジメント講究II-III 1

専門科目 マーケティング・サイエンス特論 1 経営戦略総論 1 計量マーケティングモデル特論 1 経営戦略特論 1 トータルロジスティクス 1 組織行動論 1

（選択科目） 知的ドキュメント管理論 1 消費者マーケティング 1 組織研究 1 情報マネジメント 1

財務会計特論 1 調査データ解析特論 1

ビジネス法入門 1

※数字は単位数を表す。

ドラフト発表 予備審査・最終発表授業科目以外の学修 研究計画発表 サーベイ発表 学会発表 中間発表

修
得

単
位
数

12

13

修得単位数
5 7 4 6 1 2

25
12 10 3

養成する人材像
博士（経営学）の学位に相応しい専門知識を有する人材を育成する。加えて、課題発見能力、概念構成能力をはじめとする論理的思考能力や課題解決のための発想力および十分な議論が可能なコミュニ
ケーション能力を具備する人材

修了後の進路 企業・官庁・団体における経営管理、研究開発等様々な部門におけるジェネラリスト

指導教員の例
 【主】立本　博文（本学位プログラム主担当）
 【副】西尾　チヅル（本学位プログラム主担当）、佐藤　秀典（本学位プログラム主担当）

6
0



人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
経営学学位プログラム（博士後期課程）　履修モデル②

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

専門科目 ビジネスマネジメント特別演習I-I 2 ビジネスマネジメント特別演習II-I 1 ※ビジネスマネジメント講究I-I 1 ※ビジネスマネジメント講究II-I 1

（選択必修） ビジネスマネジメント特別演習I-II 1 ビジネスマネジメント特別演習II-II 1 ※ビジネスマネジメント講究I-II 1 ※ビジネスマネジメント講究II-II 1

ビジネスマネジメント特別演習II-III 1 ※ビジネスマネジメント講究I-III 1 ※ビジネスマネジメント講究II-III 1

専門科目 マーケティング・サイエンス特論 1 消費者マーケティング 1 計量マーケティングモデル特論 1 マーケティングコミュニケーション 1 計画数理総論 1 経営戦略総論 1

（選択科目） 情報検索特論 1 共分散構造分析特論 1 調査データ解析特論 1 知能情報システム 1

ビジネス法入門 1

※数字は単位数を表す。

ドラフト発表 予備審査・最終発表授業科目以外の学修 研究計画発表 サーベイ発表 学会発表 中間発表

修
得

単
位
数

12

11

修得単位数
5 6 4 5 1 2

23
11 9 3

養成する人材像
博士（経営学）の学位に相応しい専門知識を有する人材を育成する。加えて、課題発見能力、概念構成能力をはじめとする論理的思考能力や課題解決のための発想力および十分な議論が可能なコミュニ
ケーション能力を具備する人材

修了後の進路 企業・官庁・団体における経営管理、研究開発等様々な部門におけるスペシャリスト

指導教員の例
 【主】倉橋　節也（本学位プログラム主担当）
 【副】津田　和彦（本学位プログラム主担当）、尾𥔎　幸謙（本学位プログラム主担当）

6
1



 

 

 

 

 

 

 

法曹専攻 

  

62



人文社会ビジネス科学学術院　法曹専攻（専門職学位課程）未修者分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次 3年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期

実定法基礎科目 憲法I-A〔人権〕 2 民法II〔担保物権〕 2 行政法Ⅰ 2 行政法II 2

憲法I-B〔人権〕 2 民法III〔債権総論〕 2 商法I〔企業組織法〕 2

憲法II〔統治〕 2
民法V〔不法行為・不当利得
法〕

2
商法II〔企業法総論・企業活
動法〕

2

民法I〔総則・物権総論〕 2 刑法II〔各論〕 2

民法IV-1〔契約法〕 2 民事訴訟法I 3

民法IV-2〔契約法〕 2 刑事訴訟法I 3

刑法I〔総論〕 2

民法VI〔家族法〕 2

実定法発展科目 民法VII 2 憲法III〔憲法訴訟〕 2 行政法Ⅲ 2 行政法総合演習 1

刑事訴訟法Ⅱ 1 商法III 2 憲法総合演習 1 民事法総合演習 3

刑法III 2 民事訴訟法II 2 民法総合演習 1

商法総合演習 1

民事訴訟法総合演習 1

刑法総合演習I 1

刑法総合演習II 1

刑事訴訟法総合演習 1

法務基礎科目 法曹実務基礎 1 法曹倫理I 1 法曹倫理II 1 3

法務展開科目 民事訴訟実務の基礎I 2 要件事実論II 1 刑事訴訟実務の基礎II 1

刑事訴訟実務の基礎I 2

要件事実論I 1

法務臨床科目 民事模擬裁判（集中） 1 ロイヤリングII 1

刑事模擬裁判（集中） 1

リーガルクリニック（集中） （通年） リーガルクリニック（集中） 1

基礎法学・隣接科目 法史学 1 英米法 1 EU法 1

立法学 1

展開・先端科目 経済法 2 英文法律文書作成 1 民事執行・保全法 1
金融法〔金融監督法・金融
取引法〕

1

租税法 2 環境法 2

知的財産法 2 地方自治 1

経済法演習 1

※数字は単位数を表す。

チューターゼミの受講 チューターゼミの受講授業科目以外の学修 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講

13

修得単位数
18 16 23 12 17 7

93
34 35 24

38

24

7

4

4

養成する人材像

具体的には、主として以下（各人のバックグラウンドや目標によりいずれか）の法曹を養成するが、いずれにおいても社会人の有する知識・経験・技能の活用を図る。
・一般市民が、一般民事・刑事、家事紛争、不法行為、消費者問題等の法的紛争を解決するために、容易にアクセスできる法曹
・国または地方自治体の政策立案に際して高度の専門知識を活用できる法曹
・企業法務担当者などが、グローバルビジネス、社会保障法、知的財産法等の最先端の法分野に関する高度の専門知識を活用できる法曹

修了後の進路
修了後、司法試験に合格した者は1年間の司法修習を経て弁護士、検察官、裁判官といった一般法曹実務家の道に進み、合格しなかった者は従前から所属する組織にとどまる等して、法科大学院での学
修の成果を社会において活用する。

修
得

単
位
数

6
3



人文社会ビジネス科学学術院　法曹専攻（専門職学位課程）既修者分野　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

実定法基礎科目 行政法Ⅰ 2 行政法Ⅱ 2

商法I〔企業組織法〕 2

商法II〔企業法総論・企業活動法〕 2

実定法発展科目 民法VII 2 憲法Ⅲ〔憲法訴訟〕 2 行政法Ⅲ 2 行政法総合演習 1

刑事訴訟法II 1 商法III 2 憲法総合演習 1 民事法総合演習 3

刑法III 2 民事訴訟法II 2 民法総合演習 1

商法総合演習 1

民事訴訟法総合演習 1

刑法総合演習I 1

刑法総合演習II 1

刑事訴訟法総合演習 1

法務基礎科目 法曹実務基礎 1 法曹倫理II 1

法曹倫理Ⅰ 1

法務展開科目 民事訴訟実務の基礎I 2 要件事実論II 1 民事訴訟実務の基礎II 1

刑事訴訟実務の基礎I 2

要件事実論I 1

法務臨床科目 民事模擬裁判（集中） 1 ロイヤリングII 1

刑事模擬裁判（集中） 1

リーガルクリニック（集中） （通年） リーガルクリニック（集中） 1

基礎法学・隣接科目 公共政策 1 英米法 1

立法学 1

刑事政策 1

展開・先端科目 経済法 2 英文法律文書作成 1 環境法 2 金融法〔金融監督法・金融取引法〕 1

労働法 2 地方自治 1 金融商品取引法 1

消費者法 1 自治体法務 1 企業法務 1

※数字は単位数を表す。

注）既修者分野入学者は1年次配当科目である実定法基礎科目（必修科目）30単位を入学前に修得した者として認定されるため、「法曹実務基礎（1年次配当科目）」を除き2年次配当科目から履修する。また、当該30単位の認
定により、本履修モデルに掲げる単位（63単位）と合わせて修了要件の93単位となる。

授業科目以外の学修 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講 チューターゼミの受講

4

13

修得単位数
24 14 16 9

63
38 25

8

24

3

7

4

養成する人材像

具体的には、主として以下（各人のバックグラウンドや目標によりいずれか）の法曹を養成するが、いずれにおいても社会人の有する知識・経験・技能の活用を図る。
・一般市民が、一般民事・刑事、家事紛争、不法行為、消費者問題等の法的紛争を解決するために、容易にアクセスできる法曹
・国または地方自治体の政策立案に際して高度の専門知識を活用できる法曹
・企業法務担当者などが、グローバルビジネス、社会保障法、知的財産法等の最先端の法分野に関する高度の専門知識を活用できる法曹

修了後の進路
修了後、司法試験に合格した者は1年間の司法修習を経て弁護士、検察官、裁判官といった一般法曹実務家の道に進み、合格しなかった者は従前から所属する組織にとどまる
等して、法科大学院での学修の成果を社会において活用する。

修
得

単
位
数

6
4
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人文社会ビジネス科学学術院　国際経営プロフェッショナル専攻（専門職学位課程）　履修モデル

年次・学期 1年次 2年次

科目区分 春学期 秋学期 春学期 秋学期

Core Courses Organizational Management I 1 Finance I 1

Human Resource Management I 1

Marketing I 1

Business Strategy I 1

Accounting I 1

Global Management I 1

Operations Management I 1

Elective Courses Introduction to Economics II 1 Organizational Management II 1 Human Resource Management III 1

Business Simulation 1 Business Anthropology 1 Operations Management VI 1

Entrepreneurship II 1 Operations Management III 1 MBA-IB Speaker Series 1

Cross Cultural Management I: 
Managing Across Borders

1 Finance II 1 Global Management VII 1

Cross Cultural Management II: 
The Challenges of Globalization

1 Accounting III 1

Accounting II 1 Marketing II 1

Introductory Data Analysis 1 Marketing III 1

Data Analysis I 1 Technology Management 1

Data Analysis II 1 Business Model Innovation 1

Operations Management IV 1 Data Analysis III 1

Seminar Seminar I 1 Seminar IV 1

Seminar II (continued) Seminar II 1 Seminar V (continued) Seminar V 1

Seminar III 1

Business Project Business Project 8

※数字は単位数を表す。

授業科目以外の学修
学会参加、CFA Research Challengeへの参加
等

学会参加、CFA Research Challengeへの参加
等

学会参加、CFA Research Challengeへの参加
等

学会参加、CFA Research Challengeへの参加
等

8

24

5

8

修得単位数
18 13 5 9

45
31 14

養成する人材像
多様性の高い学習環境において、文化的感受性と創発的なコミュニケーションができる英語力を持ち、主体的な問題意識や自律的な行動様式を備え、将来、営利又は非営利グ
ローバル組織の国際本部および現地事業所、あるいは地域横断的なプロジェクトにおいて、中枢マネジメント人材として活躍するキャリアを目指す社会人有職者。

修了後の進路
本専攻は、有職社会人を対象とした大学院であるため、基本的には従前の勤務先に継続して就業する。但し、毎年、一定数の修了生は、学修内容を通して、それまでの職業経験を
活かしつつ、キャリアチェンジをしている。また、チェンジパターンとして、異業種、日本企業から外資系企業、国内企業から海外企業への地域間移動、同級生との起業、あるいは民間企
業から国連など国際公務員への転身等、多様性がある。さらに、専門職大学院の学習内容をさらに発展させるため、大学院博士課程に進学する修了生もいる。

修
得

単
位
数

6
6



○筑波大学におけるヒトを対象とする研究の倫理に関する規則

平成１８年３月２３日 

法 人 規 則 第 ７ 号 

改正 平成２１年法人規則第３３号 

平成２３年法人規則第６７号 

平成２４年法人規則第３７号 

平成２８年法人規則第１１号  

筑波大学におけるヒトを対象とする研究の倫理に関する規則 

目次 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 法人におけるヒトを対象とする研究倫理委員会（第６条－第１０条） 

第３章 部局におけるヒトを対象とする研究倫理審査委員会（第１１条・第１２条） 

第４章 研究計画の申請、審査、承認等（第１３条－第１７条） 

第５章 雑則（第１８条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法人規則は、国立大学法人筑波大学（以下「法人」という。）におけるヒトを対象と

する研究に関し必要な事項を定めることにより、当該研究において、人間の尊厳と人権が尊重

され、社会の理解を得た適正な研究の実施を確保することを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この法人規則は、法人で行うすべての研究分野におけるヒトを直接の対象とする研究の

うち、倫理的な問題を生じる可能性のある研究を対象とする。 

（業務の統括と委任） 

第３条 学長は、法人におけるヒトを対象とする研究の適正な実施に関する業務を統括する。 

２ 学長は、ヒトを対象とする研究の円滑かつ機動的な実施のため、ヒトを対象とする研究の実

施に関する権限及び事務を国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則（平成１

６年法人規則第１号）第７６条に規定する部局長（以下「部局長」という。）に委任するもの

とする。 

（部局長の責務） 

【資料５】

67



第４条 部局長は、ヒトを対象とする研究に関する法令、国の指針及びこの法人規則（次条及び

第１４条において「関係法令等」という。）に基づき、当該研究の適正な実施に関し、管理及

び監督しなければならない。 

（研究実施者の責務） 

第５条 第２条の研究を実施しようとする者（以下「研究実施者」という。）は、人間の尊厳及び

人権を尊重し、関係法令等に従って当該研究を行わなければならない。 

２ 研究実施者は、被験者又は提供者から自由意思に基づく同意を受けること及び研究の対象と

なる者の個人情報の保護のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 研究実施者は、予見し得る被験者又は提供者への危険性をできる限り排除するよう努めなけ

ればならない。 

４ 研究実施者は、被験者又は提供者が無条件に研究への参加を中止できることを確保し、参加

しないことによる不利益が生じないようにしなければならない。 

第２章 法人におけるヒトを対象とする研究倫理委員会 

（ヒトを対象とする研究倫理委員会）

第６条 法人に、ヒトを対象とする研究の適正な実施のため、ヒトを対象とする研究倫理委員会

（以下「全学委員会」という。）を置く。 

２ 全学委員会は、学長の諮問に応じ、次に掲げる業務を行う。 

(1) ヒトを対象とする研究の適正な実施に関し、法人の体制及び方針等について調査、審議す

ること。 

(2) 第１１条に規定する各委員会間の調整をすること。

(3) 部局長の求めに応じて、当該部局におけるヒトを対象とする研究の実施に関し、あらかじ

め意見を述べること。 

(4) その他ヒトを対象とする研究の倫理に関すること。

（全学委員会の委員の構成） 

第７条 全学委員会は、次に掲げる委員で組織する。 

(1) 研究を担当する副学長

(2) 第１１条に規定する部局研究倫理審査委員会の委員長

(3) その他学長が指名する者 若干人

（委員長等） 

第８条 全学委員会に委員長を置き、前条第１号の委員をもって充てる。 

２ 全学委員会に副委員長を置き、委員長が委員のうちから指名する。 

３ 委員長は、委員会を主宰する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 
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（全学委員会の委員の任期） 

第９条 第７条第３号の委員の任期は、２年とする。ただし、任期の終期は、委員となる日の属

する年度の翌年度の末日とする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 前２項の委員は、再任されることができる。 

 

（事務） 

第１０条 全学委員会に関する事務は、研究推進部が行う。 

 

第３章 部局におけるヒトを対象とする研究倫理審査委員会 

 

（医の倫理委員会等） 

第１１条 医学医療系に、研究実施者が申請した研究計画を審査するため、次の表のとおり特定

の審査を対象としたヒトを対象とする研究倫理審査委員会（以下「部局委員会」という。）を

置くものとする。 

部局委員会の名称 審査の対象 

医の倫理委員会 

医学医療系を実施場所とするヒトを対象とす

る医学研究（ヒトゲノム・遺伝子解析研究及び

ヒトＥＳ細胞を使用する研究を除く。） 

医の倫理委員会（ヒトゲノム･遺伝子解析研

究） 

医学医療系を実施場所とするヒトゲノム・遺伝

子解析研究 

ヒトＥＳ細胞に関する倫理委員会 
医学医療系を実施場所とするヒトＥＳ細胞を

使用する研究 

 

２ 附属病院に、研究実施者が申請した研究計画を審査するため、次の表のとおり特定の審査を

対象とした部局委員会を置くものとする。 

部局委員会の名称 審査の対象 

附属病院臨床研究倫理審査委員会 

附属病院を実施場所とするヒトを対象とする

医学研究（遺伝子治療臨床研究及び再生医療等

計画に定められる研究を除く。） 

附属病院遺伝子治療臨床研究審査委員会 
附属病院を実施場所とする遺伝子治療臨床研

究 

筑波大学特定認定再生医療等委員会 

附属病院を実施場所とする再生医療等の安全

性の確保等に関する法律(平成２５年法律第８

５号)に定める第一種再生医療等提供計画及び

第二種再生医療等提供計画に定める研究 
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筑波大学認定再生医療等委員会 

附属病院を実施場所とする再生医療等の安全

性の確保等に関する法律(平成２５年法律第８

５号)に定める第三種再生医療等提供計画に定

める研究 

３ 前２項に定めるもののほか、研究実施者が申請した研究計画を審査するため、部局長は、部

局委員会を置くことができる。 

第１２条 前条に規定する部局委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、部局細則で定めるも

のとする。 

２ 部局長は、前項の部局細則を定め、又は改正した場合は、速やかに、学長に報告するものと

する。 

第４章 研究計画の申請、審査、承認等 

（研究計画書の申請） 

第１３条 研究実施者は、ヒトを対象とする研究を実施又は承認を受けた研究計画を変更する場

合は、あらかじめ研究計画書を作成し、原則として、研究実施者が所属する部局の長（第１１

条第２項に規定する研究については附属病院長）に申請し、承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、医学医療系以外の部局の研究実施者が、ヒトゲノム・遺伝子解析

研究又は疫学研究を行おうとする場合は、当該部局の長を経て、医学医療系長に、研究計画の

審査を依頼することができる。 

（審査） 

第１４条 部局委員会が審査を行う場合は、関係法令等に従わなければならない。 

（承認の可否等） 

第１５条 部局長は、第１３条の申請があったときは、部局委員会の審査結果に基づき、当該申

請の承認の可否を決定するものとする。 

２ 部局長は、必要があると認めるときは、当該申請の内容の一部を変更して承認することがで

きる。 

３ 部局長は、当該申請の承認の可否について、研究実施者へ通知するものとする。 

（調査） 

第１６条 部局長は、承認した研究計画に基づき行われている研究について、その適正性及び信

頼性を確保するための調査を、部局委員会に行わせることができる。 

（研究計画の変更または中止） 
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第１７条 部局長は、前条に規定する調査等の結果、承認した研究計画に違反して研究が行われ

ていると認めた場合は、研究実施者に対し、研究計画の変更若しくは研究の中止を命じるもの

とする。 

第５章 雑則 

（雑則） 

第１８条 この法人規則に定めるもののほか、必要な事項は、全学委員会が別に定める。 

附 則 

１ この法人規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ この法人規則の施行の前に学長又は部局長等の承認を受けた研究で、現に実施されている研

究計画については、この法人規則第１５条の規定により承認されたものとみなす。 

附 則（平２１．４．１法人規則３３号） 

この法人規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平２３．９．２９法人規則６７号） 

この法人規則は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則（平２４．３．２９法人規則３７号） 

この法人規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平２８．２．１８法人規則１１号） 

この法人規則は、平成２８年２月１８日から施行する。 
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【資料６】

基礎となる学群 人文社会ビジネス科学学術院

修士/前期 博士後期

人文学類 

比較文化学類

日本語・日本文化学類

社会学類

国際総合学類

基礎となる学群・学類との関係

学群・学類
研究群／学位プログラム

人文社会科学
研究群

人文・文化
学群

人文学
  （区分制博士課程）

社会・国際
学群

国際公共政策
  （区分制博士課程）

国際日本研究
  （区分制博士課程）

ビジネス科学
研究群

法学
  （区分制博士課程）
＊基礎となる学群学類を持たない

経営学
  （区分制博士課程）
＊基礎となる学群学類を持たない

法曹専攻
 （専門職学位課程）
＊基礎となる学群学類を持たない

国際経営プロフェッショナル専攻
 （専門職学位課程）
＊基礎となる学群学類を持たない
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資料７ 
 
 
 
 

各学位プログラム・専攻における 
資格取得に係る学外実習及び 

企業実習（インターンシップを含む）等の

実習施設一覧 
 

 
 

人文社会ビジネス科学学術院 
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各学位プログラム・専攻におけるインターンシップ等の実習施設一覧として、実習施設名、所

在地、実習を行う授業科目名、改組前の派遣実績を記入した。（77～81 ページ） 
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motomura.akio.fp
タイプライターテキスト
【資料８】
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資料９

教育課程連携協議会構成員名簿等

人文社会ビジネス科学学術院

法曹専攻

国際経営プロフェッショナル専攻
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法曹専攻及び国際経営プロフェッショナル専攻の教育課程連携協議会構成員名簿として、「構成

員区分」、「関係する学部等又は研究科等」、「氏名」、「年齢」、「現所属及び役職名」、「当該専門職

大学等、専門職学科又は専門職大学院の課程に係る職業に関する主な経歴」を記入した。（89～92

ページ） 

また、各構成員の教育課程連携協議会構成員就任承諾書を添付した。 
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